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 ＜概 要＞ 

 

1. において，実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及

び設備の基準に関する規則（以下「設置許可基準規則」という。），

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（以

下「技術基準規則」という。）の追加要求事項を明確化するととも

に，それら要求に対する東海第二発電所における適合性を示す。 

 

2. において，設計基準事故対処設備について，追加要求事項に適

合するために必要となる機能を達成するための設備又は運用等に

ついて説明する。 

  

1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

設置許可基準規則第 12 条及び技術基準規則第 14 条，第 15 条を

表 1.1-1 に示す。また，表 1.1-1 において，新規制基準に伴う追

加要求事項を明確化する。 

1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

  安全施設のうち，静的機器の単一故障に関する設置許可基準

規則第12条及び技術基準規則第14条の要求事項を第1-1表に示し，

追加要求事項を明確化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１. 基本方針 

1.1要求事項の整理 

設置許可基準規則第 12条及び技術基準規則第 14条，第 15条を表

1.1-1 に示す。また，表 1.1-1 において，新規制基準に伴う追加

要求事項を明確化する。 
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表 1.1-1 設置許可基準規則第 12 条及び技術基準規則第 14 条，

第 15 条要求事項 

 

 

第 1-1 表 設置許可基準規則第 12 条並びに技術基準規則第 14 条

及び 15 条の要求事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.1-1  設置許可基準規則第 12条及び技術基準規則第 14条，

第 15条 要求事項 

 

 

設置許可基準規則 第 12 条 

（安全施設） 

技術基準規則 第 14 条 

（安全設備） 
追加要求事項 

１ 安全施設は、その安全

機能の重要度に応じて、安

全機能が確保されたもので

なければならない。 

－ 変更なし 

２ 安全機能を有する系統

のうち、安全機能の重要度

が特に高い安全機能を有す

るものは、当該系統を構成

する機械又は器具の単一故

障（単一の原因によって一

つの機械又は器具が所定の

安全機能を失うこと（従属

要因による多重故障を含

む。）をいう。以下同じ。）

が発生した場合であって、

外部電源が利用できない場

合においても機能できるよ

う、当該系統を構成する機

械又は器具の機能、構造及

び動作原理を考慮して、多

重性又は多様性を確保し、

及び独立性を確保するもの

でなければならない。 

第二条第二項第九号ハ及びホ

に掲げる安全設備は、当該安

全設備を構成する機械又は器

具の単一故障（設置許可基準

規則第十二条第二項 に規定

する単一故障をいう。以下同

じ。）が発生した場合であっ

て、外部電源が利用できない

場合においても機能できるよ

う、構成する機械又は器具の

機能、構造及び動作原理を考

慮して、多重性又は多様性を

確保し、及び独立性を確保す

るよう、施設しなければなら

ない。 

静的機器の単一故

障に関する考え方

の明確化 

３ 安全施設は、設計基準

事故時及び設計基準事故

に至るまでの間に想定さ

れる全ての環境条件にお

いて、その機能を発揮する

ことができるものでなけ

ればならない。 

２ 安全性設備は、設計基準

事故時及び当該事故に至るま

での間に想定される全ての環

境条件において，その機能を

発揮することができるよう，

施設しなければならない。 

変更なし 
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 1.2 追加要求事項に対する適合性 

 (1) 位置，構造及び設備 

ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

(3)その他の主要な構造 

(ⅰ) 本発電用原子炉施設は，(1)耐震構造，(2)耐津波構造に

加え，以下の基本的方針のもとに安全設計を行う。 

ａ．設計基準対象施設 

  （g）安全施設  

（g-1）安全施設は，その安全機能の重要度に応じて，十分高

い信頼性を確保し，かつ維持し得る設計とする。このうち，

安全機能の重要度が特に高い安全機能を有する系統は，原則，

多重性又は多様性及び独立性を備える設計とするとともに，

当該系統を構成する機器に短期間では動的機器の単一故障，

長期間では動的機器の単一故障若しくは想定される静的機器

の単一故障のいずれかが生じた場合であって，外部電源が利

用できない場合においても，その系統の安全機能を達成でき

る設計とする。 

 重要度が特に高い安全機能を有する系統において，設計基

準事故が発生した場合に長期間にわたって機能が要求される

静的機器のうち，単一設計とする以下の機器については，想

定される最も過酷な条件下においても安全上支障のない期間

に単一故障を確実に除去又は修復できる設計とし，その単一

故障を仮定しない。設計に当たっては，想定される単一故障

の発生に伴う周辺公衆及び運転員の被ばく，当該単一故障の

 ・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は追加要

求事項に対する適合

性について「２. 追加

要求事項に対する適

合方針」に記載 
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除去又は修復のためのアクセス性，補修作業性並びに当該作

業期間における従事者の被ばくを考慮する。 

・原子炉建屋ガス処理系の配管の一部 

・中央制御室換気系のダクトの一部 

 

 また，重要度が特に高い安全機能を有する系統において，

設計基準事故が発生した場合に長期間にわたって機能が要求

される静的機器のうち，単一設計とする以下の機器について

は，単一故障を仮定した場合においても安全機能を達成でき

る設計とする。 

・残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）のスプレイヘッ

ダ（サプレッション・チェンバ側） 

 安全施設の設計条件を設定するに当たっては，材料疲労，

劣化等に対しても十分な余裕を持って機能維持が可能となる

よう，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準

事故時に想定される圧力，温度，湿度，放射線量等各種の環

境条件を考慮し，十分安全側の条件を与えることにより，こ

れらの条件下においても期待されている安全機能を発揮でき

る設計とする。 

 また，安全施設は，その健全性及び能力を確認するために，

その安全機能の重要度に応じ，発電用原子炉の運転中又は停

止中に試験又は検査ができる設計とする。 

（g-2）安全施設は，蒸気タービン等の損壊に伴う飛散物によ

り安全性を損なわない設計とする。 

蒸気タービン及び発電機は，破損防止対策を行うことによ

り，破損事故の発生確率を低くするとともに，タービンミサ

イルの発生を仮に想定しても安全機能を有する構築物，系統

及び機器への到達確率を低くすることによって，発電用原子

炉施設の安全性を損なわない設計とする。 

(g-3) 重要安全施設は，発電用原子炉施設間で原則共用又は

相互に接続しないものとするが，安全性が向上する場合は，

共用又は相互に接続することを考慮する。 

なお，発電用原子炉施設間で共用又は相互に接続する重要

安全施設は無いことから，共用又は相互に接続することを考

慮する必要はない。 

安全施設（重要安全施設を除く。）を共用又は相互に接続す

る場合には，原子炉施設の安全性を損なうことのない設計と

する。 
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固体廃棄物処理系のうち，セメント混練固化装置，雑固体

廃棄物焼却設備，雑固体減容処理設備，固体廃棄物貯蔵庫及

び固体廃棄物作業建屋は，東海発電所と共用とするが，その

処理量は東海第二発電所及び東海発電所における合計の予想

発生量を考慮することで安全性を損なわない設計とする。 

所内ボイラ設備及び所内蒸気系は，東海発電所と共用とす

るが，必要な容量をそれぞれ確保するとともに，接続部の弁

を閉操作することにより隔離できる設計とすることで，安全

性を損なわない設計とする。 

給水処理系のうち，原水タンク，ろ過水貯蔵タンク，多目

的タンク及び純水貯蔵タンクは，東海発電所と共用とするが，

必要な容量をそれぞれ確保するとともに，接続部の弁を閉操

作することにより隔離できる設計とすることで，安全性を損

なわない設計とする。 

緊急時対策所は，東海発電所と共用とするが，東海発電所

と同時発災時に対応するために必要な居住性を確保する設計

とすることで，安全性を損なわない設計とする。 

通信連絡設備のうち衛星電話設備（固定型），衛星電話設備

（携帯型），電力保安通信用電話設備（固定電話機，ＰＨＳ端

末及びＦＡＸ），テレビ会議システム（社内），統合原子力防

災ネットワークに接続する通信連絡設備（テレビ会議システ

ム，ＩＰ電話及びＩＰ－ＦＡＸ），加入電話設備（加入電話及

び加入ＦＡＸ）及び専用電話設備（専用電話（ホットライン）

（地方公共団体向））は，東海発電所と共用とするが，東海発

電所で同時に通信・通話するために必要な仕様を満足する設

計とすることで，安全性を損なわない設計とする。 

放射線監視設備のうち固定モニタリング設備，気象観測設

備，放射能観測車及び環境試料測定設備は，東海第二発電所

及び東海発電所の共通の対象である発電所周辺の放射線等を

監視，測定するために必要な仕様を満足する設計とすること

で，安全性を損なわない設計とする。 

放射線監視設備のうち出入管理室は東海第二発電所及び東

海発電所の共通の対象である管理区域の出入管理及び被ばく

線量の監視をするために必要な仕様を満足する設計とするこ

とで，安全性を損なわない設計とする。 

消火系のうち電動機駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動消火

ポンプ，構内消火用ポンプ，ディーゼル駆動構内消火ポンプ，

原水タンク，ろ過水貯蔵タンク及び多目的タンクは，東海発
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電所と共用とするが，必要な容量をそれぞれ確保するととも

に，発電用原子炉施設間の接続部の弁を閉操作することによ

り隔離できる設計とすることで，安全性を損なわない設計と

する。 

 (2) 安全設計方針 

1.１ 安全設計の方針 

1.1.1 安全設計の基本方針 

1.1.1.6 共用 

  重要安全施設は，東海発電所との間で原則共用又は相互に

接続しないものとするが，安全性が向上する場合は，共用又

は相互に接続することを考慮する。 

  安全施設（重要安全施設を除く。）において，共用又は相互

に接続する場合には，原子炉施設の安全性を損なわない設計

とする。 

 

1.1.1.7 多重性又は多様性及び独立性 

 安全施設は，その安全機能の重要度に応じて，十分高い信

頼性を確保し，かつ維持し得る設計とする。このうち，重要

度が特に高い安全機能を有する系統は，原則，多重性又は多

様性及び独立性を備える設計とするとともに，当該系統を構

成する機器の単一故障が生じた場合であって，外部電源が利

用できない場合においても，その系統の安全機能を達成でき

る設計とする。 

 

1.1.1.8 単一故障  

(1) 設計方針 

安全施設のうち，重要度が特に高い安全機能を有する系統

は，当該系統を構成する機器に短期間では動的機器の単一故

障が生じた場合，長期間では動的機器の単一故障若しくは想

定される静的機器の単一故障のいずれかが生じた場合であっ

て，外部電源が利用できない場合においても，その系統の安

全機能が達成できる設計とする。 

なお，重要度が特に高い安全機能を有する系統のうち，長

期間にわたって安全機能が要求される静的機器を単一設計と

する場合には，単一故障が安全上支障のない期間に確実に除

去又は修復できる設計，他の系統を用いてその機能を代替で

きる設計又は単一故障を仮定しても安全機能を達成できる設

計とする。 
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(2) 手順等 

原子炉建屋ガス処理系の配管の一部及び中央制御室換気空

調系のダクトの一部に要求される機能を維持するため，保全

計画に基づき適切に保守管理，点検を実施するとともに，必

要に応じ補修を行う。 

 

1.1.1.9 試験検査 

  安全施設は，その健全性及び能力を確認するために，その安

全機能の重要度に応じ，発電用原子炉の運転中又は停止中に試

験又は検査ができる設計とする。 

 (3) 適合性説明 

 第十二条 安全施設 

１ 安全施設は、その安全機能の重要度に応じて、安全

機能が確保されたものでなければならない。 

２ 安全機能を有する系統のうち、安全機能の重要度が

特に高い安全機能を有するものは、当該系統を構成す

る機械又は器具の単一故障（単一の原因によって一つ

の機械又は器具が所定の安全機能を失うこと（従属要

因による多重故障を含む。）をいう。以下同じ。）が

発生した場合であって、外部電源が利用できない場合

においても機能できるよう、当該系統を構成する機械

又は器具の機能、構造及び動作原理を考慮して、多重

性又は多様性を確保し、及び独立性を確保するもので

なければならない。 

３ 安全施設は、設計基準事故時及び設計基準事故に至

るまでの間に想定される全ての環境条件において、そ

の機能を発揮することができるものでなければならな

い。 

４ 安全施設は、その健全性及び能力を確認するため、

その安全機能の重要度に応じ、発電用原子炉の運転中

又は停止中に試験又は検査ができるものでなければな

らない。 

５ 安全施設は、蒸気タービン、ポンプその他の機器又

は配管の損壊に伴う飛散物により、安全性を損なわな

いものでなければならない。 

６ 重要安全施設は、二以上の発電用原子炉施設におい

て共用し、又は相互に接続するものであってはならな
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い。ただし、二以上の発電用原子炉施設と共用し、又

は相互に接続することによって当該二以上の発電用原

子炉施設の安全性が向上する場合は、この限りではな

い。 

７ 安全施設（重要安全施設を除く。）は、二以上の発

電用原子炉施設と共用し、又は相互に接続する場合に

は、発電用原子炉施設の安全性を損なわないものでな

ければならない。 
 

 適合のための設計方針 

第１項について 

  安全施設を，「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度

分類に関する審査指針」に基づき，それが果たす安全機能の性

質に応じて，次の2種に分類する。 

  (1) その機能の喪失により，原子炉施設を異常状態に陥れ，

もって一般公衆ないし従事者に過度の放射線被ばくを及ぼ

すおそれのあるもの（異常発生防止系。以下「ＰＳ」とい

う。）。 

  (2) 原子炉施設の異常状態において，この拡大を防止し，又

はこれを速やかに収束せしめ，もって一般公衆ないし従事

者に及ぼすおそれのある過度の放射線被ばくを防止し，又

は緩和する機能を有するもの（異常影響緩和系。以下「Ｍ

Ｓ」という。）。 

    また，ＰＳ及びＭＳのそれぞれに属する安全施設を，そ

の有する安全機能の重要度に応じ，それぞれクラス１，ク

ラス２及びクラス３に分類する。それぞれのクラスの呼称

は第１表に掲げるとおりとする。 

    なお，各クラスに属する安全施設の基本設計ないし基本

的設計方針は，確立された設計，建設，試験及び検査の技

術並びに運転管理により，安全機能確保の観点から，次の

各号に掲げる基本的目標を達成できるものとする。 

   ａ．クラス１：合理的に達成し得る最高度の信頼性を確保

し，かつ，維持すること。 

   ｂ．クラス２：高度の信頼性を確保し，かつ，維持するこ

と。 

   ｃ．クラス３：一般の産業施設と同等以上の信頼性を確保

し，かつ，維持すること。 

  (3) 分類の適用の原則 

    本原子炉施設の安全上の機能別重要度分類を具体的に適
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用するに当たっては，原則として次によることとする。 

   ａ．安全機能を直接果たす構築物，系統及び機器（以下「当

該系」という。）が，その機能を果たすために直接又は間

接に必要とする構築物，系統及び機器（以下「関連系」

という。）の範囲と分類は，次の各号に掲げるところによ

るものとする。 

    (a) 当該系の機能遂行に直接必要となる関連系は，当該

系と同位の重要度を有するものとみなす。 

    (b) 当該系の機能遂行に直接必要はないが，その信頼性

を維持し，又は担保するために必要な関連系は，当該

系より下位の重要度を有するものとみなす。ただし，

当該系がクラス３であるときは，関連系はクラス３と

みなす。 

   ｂ．一つの構築物，系統及び機器が，二つ以上の安全機能

を有するときは，果たすべきすべての安全機能に対する

設計上の要求を満足させるものとする。 

   ｃ．安全機能を有する構築物，系統又は機器は，これら二

つ以上のものの間において，又は安全機能を有しないも

のとの間において，その一方の運転又は故障等により，

同位ないし上位の重要度を有する他方に期待される安全

機能が阻害され，もって原子炉施設の安全が損なわれる

ことのないように，機能的隔離及び物理的分離を適切に

考慮する。 

   ｄ．重要度の異なる構築物，系統又は機器を接続するとき

は，下位の重要度のものに上位の重要度のものと同等の

設計上の要求を課すか，又は上位の重要度のものと同等

の隔離装置等によって，下位の重要度のものの故障等に

より上位の重要度のものの安全機能が損なわれないよう

に，適切な機能的隔離が行われるよう考慮する。 

 第２項について 

重要度が特に高い安全機能を有する系統については，その構

造，動作原理，果たすべき安全機能の性質等を考慮し，原則と

して多重性のある独立した系列又は多様性のある独立した系列

を設け，想定される動的機器の単一故障又は長期間の使用が想

定される静的機器の単一故障を仮定しても所定の安全機能が達

成できる設計とする。また，その系統を構成する機器の単一故

障の仮定に加え，外部電源が利用できない場合においても，系

統の安全機能が達成できるよう，非常用所内電源として非常用
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ディーゼル発電機 3 系統を設ける。 

重要度が特に高い安全機能を有する系統において，設計基準

事故が発生した場合に長期間にわたって機能が要求される静的

機器のうち，単一設計とする原子炉建屋ガス処理系の配管の一

部及び中央制御室換気系のダクトの一部については，当該設備

に要求される原子炉格納容器内又は放射性物質が原子炉格納容

器内から漏れ出た場所の雰囲気中の放射性物質の濃度低減機能

及び原子炉制御室非常用換気空調機能が喪失する単一故障のう

ち，想定される最も過酷な条件として，配管及びダクトについ

ては全周破断を想定しても，単一故障による放射性物質の放出

に伴う被ばくの影響を最小限に抑えるよう，安全上支障のない

期間に単一故障を確実に除去又は修復できる設計とし，その単

一故障を仮定しない。設計に当たっては，想定される単一故障

の発生に伴う周辺公衆及び運転員の被ばく，当該単一故障の除

去又は修復のためのアクセス性，補修作業性並びに当該作業期

間として想定する屋外の場合 4 日間，屋内の場合 2 日間におけ

る従事者の被ばくを考慮し，周辺公衆の被ばく線量が設計基準

事故時の判断基準である実効線量を下回ること，運転員の被ば

く線量が緊急時作業に係る線量限度を下回ること及び従事者の

被ばく線量が緊急時作業に係る線量限度に照らしても十分小さ

く修復作業が実施可能であることを満足するものとする。 

なお，単一故障を除去又は修復ができない場合であっても，

周辺公衆に対する放射線被ばくが，安全評価指針に示された設

計基準事故時の判断基準を下回ることを確認する。 

重要度が特に高い安全機能を有する系統において，設計基準

事故が発生した場合に長期間にわたって機能が要求される静的

機器のうち，単一設計とする残留熱除去系（格納容器スプレイ

冷却系）のスプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）に

ついては，想定される最も過酷な単一故障の条件として，配管

１箇所の全周破断を想定した場合においても，原子炉格納容器

の冷却機能を達成できる設計とする。また，このような場合に

おいても，残留熱除去系 2 系統にてドライウェルスプレイを行

うか，又は 1 系統をドライウェルスプレイ，もう 1 系統を残留

熱除去系（サプレッション・プール冷却系）で運転することで

原子炉格納容器の冷却機能を代替できる設計とする。 

なお，単一設計とする原子炉建屋ガス処理系の配管の一部及

び中央制御室換気系のダクトの一部については，保全計画に基

づき劣化モードに対する適切な保守管理を実施し，故障の発生
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を低く抑える。 

第３項について 

安全施設の設計条件を設定するに当たっては，材料疲労，劣

化等に対しても十分な余裕を持って機能維持が可能となるよ

う，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故

時に想定される圧力，温度，湿度，放射線量等各種の環境条件

を考慮し，十分安全側の条件を与えることにより，これらの条

件下においても期待されている安全機能を発揮できる設計とす

る。 

 

第４項について 

安全施設は，その健全性及び能力を確認するため，その安全

機能の重要度に応じ，必要性及びプラントに与える影響を考慮

して，発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査ができ

る設計とする。 

試験又は検査が可能な設計とする対象設備を第２表に示す。 

 

第５項について 

発電用原子炉施設内部においては，内部発生エネルギの高い

流体を内蔵する弁の破損，配管の破断及び高速回転機器の破損

による飛散物が想定される。 

発電所内の施設については，タービン・発電機等の大型回転

機器に対して，その損壊によりプラントの安全性を損なうおそ

れのある飛散物が発生する可能性を十分低く抑えるよう，機器

の設計，製作，品質管理，運転管理に十分な考慮を払う。 

さらに，万一タービンの破損を想定した場合でも，タービン

羽根，T-G カップリング，タービン・ディスク，高圧タービン・

ロータ等の飛散物によって安全施設の機能が損なわれる可能性

を極めて低くする設計とする。 

高温高圧の流体を内包する主蒸気・給水管等については，材

料選定，強度設計，品質管理に十分な考慮を払う。 

さらに，これに加えて安全性を高めるために，上記配管につ

いては仮想的な破断を想定し，その結果生じるかも知れない配

管のむち打ち，流出流体のジェット力，周辺雰囲気の変化等に

より，安全施設の機能が損なわれることのないよう配置上の考

慮を払うとともに，それらの影響を低減させるための手段とし

て，主蒸気・給水管についてはパイプホイップレストレイント

を設ける。 
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以上の考慮により，安全施設は安全性を損なわない設計とす

る。 

 

第６項について 

東海第二発電所においては，重用安全施設の共用又は相互に

接続はしない。 

 

第７項について 

安全施設（重要安全施設を除く。）のうち，2以上の発電用原

子炉施設間で共用するのは，固体廃棄物処理系，所内ボイラ設

備，所内蒸気系，給水処理系，緊急時対策所，通信連絡設備，

放射線監視設備及び消火系である。 

固体廃棄物処理系のうち，セメント混練固化装置，雑固体廃

棄物焼却設備，雑固体減容処理設備，固体廃棄物貯蔵庫及び固

体廃棄物作業建屋は，東海発電所と共用とするが，その処理量

は東海第二発電所及び東海発電所における合計の予想発生量

を考慮することで安全性を損なわない設計とする。 

所内ボイラ設備及び所内蒸気系は，東海発電所と共用とする

が，必要な容量をそれぞれ確保するとともに，接続部の弁を閉

操作することにより隔離できる設計とすることで，安全性を損

なわない設計とする。 

給水処理系のうち，原水タンク，ろ過水貯蔵タンク，多目的

タンク及び純水貯蔵タンクは，東海発電所と共用とするが，必

要な容量をそれぞれ確保するとともに，接続部の弁を閉操作す

ることにより隔離できる設計とすることで，安全性を損なわな

い設計とする。 

緊急時対策所は，東海発電所と共用とするが，東海発電所と

同時発災時に対応するために必要な居住性を確保する設計と

することで，安全性を損なわない設計とする。 

通信連絡設備のうち衛星電話設備（固定型），衛星電話設備

（携帯型），電力保安通信用電話設備（固定電話機，ＰＨＳ端

末及びＦＡＸ），テレビ会議システム（社内），統合原子力防災

ネットワークに接続する通信連絡設備（テレビ会議システム，

ＩＰ電話及びＩＰ－ＦＡＸ），加入電話設備（加入電話及び加

入ＦＡＸ），専用電話設備（専用電話（ホットライン）（地方公

共団体向））は，東海発電所と共用とするが，東海発電所で同

時に通信・通話するために必要な仕様を満足する設計とするこ

とで，安全性を損なわない設計とする。 

15



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

放射線監視設備のうち固定モニタリング設備，気象観測設

備，放射能観測車及び環境試料測定設備は，東海第二発電所及

び東海発電所の共通の対象である発電所周辺の放射線等を監

視，測定するために必要な仕様を満足する設計とすることで，

安全性を損なわない設計とする。 

放射線監視設備のうち出入管理室は東海第二発電所及び東

海発電所の共通の対象である管理区域の出入管理及び被ばく

線量の監視をするために必要な仕様を満足する設計とするこ

とで，安全性を損なわない設計とする。 

消火系のうち電動機駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動消火ポ

ンプ，構内消火用ポンプ，ディーゼル駆動構内消火ポンプ，原

水タンク，ろ過水貯蔵タンク及び多目的タンクは，東海発電所

と共用とするが，必要な容量をそれぞれ確保するとともに，発

電用原子炉施設間の接続部の弁を閉操作することにより隔離で

きる設計とすることで，安全性を損なわない設計とする。 

 第１表安全上の機能別重要度分類 
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 第２表 試験又は検査が可能な設計とする対象設備 

 

  

 1.3 気象等 

 該当なし 

  

 1.4 設備等 

8.2 換気空調設備 

8.2.2 設計方針 

 (6) 中央制御室換気系は，事故時には外気との連絡口を遮断

し，高性能粒子フィルタ及びチャコールフィルタを内蔵し

た中央制御室換気系フィルタユニットを通る閉回路循環方

式とし，運転員等を被ばくから防護するように設計する。 

 (7) 中央制御室換気系は，主蒸気管破断事故時に短期間では

動的機器の単一故障を，長期間では動的機器の単一故障若

しくは想定される静的機器の単一故障のいずれかを仮定し

ても，当該設備に要求される原子炉制御室非常用換気空調

機能を達成できる設計とする。また，中央制御室換気系の

うち単一設計とするダクトの一部については，劣化モード
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に対する適切な保守，管理を実施し，故障の発生を低く抑

えるとともに，想定される故障の除去又は修復のためのア

クセスが可能であり，かつ，補修作業が容易となる設計と

する。 

 9.2 格納容器スプレイ冷却系 

9.2.2 設計方針及び主要設備の仕様 

   残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）は，事故後の

動的機器の単一故障，又は想定される静的機器の単一故障

のいずれかを仮定しても，当該設備に要求される安全機能

を達成できる設計とする。 

   単一設計とするスプレイヘッダ（サプレッション・チェ

ンバ側）については，当該設備に要求される安全機能に最

も影響を与えると考えられる静的機器の単一故障を仮定し

た場合でも，原子炉格納容器の冷却機能を達成できる設計

とする。また，残留熱除去系 2 系統にてドライウェルスプ

レイを行うか，又は 1 系統をドライウェルスプレイ，もう

1 系統を残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）

で運転することで原子炉格納容器の冷却機能を代替できる

設計とする。 

残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）の主要な設計

仕様については，「5.4 残留熱除去系」に記述する。 

重大事故等時の残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）

は，「9.1.2 重大事故等時」に記述する。 

  

 9.4 原子炉建屋ガス処理設備 

9.4.2 設計方針  

 (3) 原子炉建屋ガス処理設備は，原子炉冷却材喪失事故時に

短期間では動的機器の単一故障を，長期間では動的機器の

単一故障若しくは想定される静的機器の単一故障のいずれ

かを仮定しても，当該設備に要求される原子炉格納容器内

又は放射性物質が原子炉格納容器内から漏れ出た場所の雰

囲気中の放射性物質の濃度低減機能を達成できる設計とす

る。 

    なお，単一設計とする配管の一部については，劣化モー

ドに対する適切な保守，管理を実施し，故障の発生を低く

抑えるとともに，想定される故障の除去又は修復のための

アクセスが可能であり，かつ，補修作業が容易となる設計

とする。 
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2. 追加要求事項に対する適合方針 

2.1 静的機器の単一故障 

静的機器の単一故障に関する要求事項が明確となった設置許可

基準規則第 12条第２項に対する適合方針を説明する。 

 

2. 安全施設 

2.1 静的機器の単一故障 

 

２. 追加要求事項に対する適合方針 

2.1 静的機器の単一故障 

静的機器の単一故障に関する要求事項が明確となった設置許可

基準規則第 12条第２項に対する適合方針を説明する。 

 

（東海第二は『1.2 追

加要求事項に対する

適合性』にて追加要

求事項に対する適合

方針を記載してい

る。本項目において

東海第二は上記項目

に基づく機器の抽出

方法を具体的に記載

している。 

島根２号炉は本項目

で適合性及び機器抽

出についてまとめて

記載している） 

2.1.1 安全機能の重要度が特に高い安全機能を有する系統のうち

単一の設計とする箇所の確認 

 

設置許可基準規則第 12 条の解釈において，「安全機能を有する

系統のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するもの」

は以下の機能を有するものとされている。 

 

2.1.1 長期間にわたり安全機能が要求される単一設計機器の抽

出 

 

2.1.1 安全機能の重要度が特に高い安全機能を有する系統のうち

単一の設計とする箇所の確認 

 

設置許可基準規則第 12 条の解釈において，「安全機能を有する

系統のうち，安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するもの」

は以下の機能を有するものとされている。  

 

 

 

一 その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機

能 

・ 原子炉の緊急停止機能 

・ 未臨界維持機能 

・ 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

・ 原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能 

・ 原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場合の

注水機能 

・ 原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場合の

圧力逃がし機能 

・ 事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内高圧

時における注水機能 

・ 事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内低圧

時における注水機能 

・ 事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内高圧

時における減圧系を作動させる機能 

 一 その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機

能 

・原子炉の緊急停止機能 

・未臨界維持機能 

・原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

・原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能 

・原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場合の

注水機能 

・原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場合の

圧力逃がし機能 

・事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内高圧

時における注水機能 

・事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内低圧

時における注水機能 

・事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内高圧

時における減圧系を作動させる機能 
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・ 格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出た場所の雰

囲気中の放射性物質の濃度低減機能 

・ 格納容器の冷却機能 

・ 格納容器内の可燃性ガス制御機能 

・ 非常用交流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

・ 非常用直流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

・ 非常用の交流電源機能 

・ 非常用の直流電源機能 

・ 非常用の計測制御用直流電源機能 

・ 補機冷却機能 

・ 冷却用海水供給機能 

・ 原子炉制御室非常用換気空調機能 

・ 圧縮空気供給機能 

 

・格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出た場所の雰

囲気中の放射性物質の濃度低減機能 

・格納容器の冷却機能 

・格納容器内の可燃性ガス制御機能 

・非常用交流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

・非常用直流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

・非常用の交流電源機能 

・非常用の直流電源機能 

・非常用の計測制御用直流電源機能 

・補機冷却機能 

・冷却用海水供給機能 

・原子炉制御室非常用換気空調機能 

・圧縮空気供給機能 

 

二 その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について

多重性又は多様性を要求する安全機能 

・ 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の隔離機能 

・ 原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能 

・ 原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させるもの

を除く）の発生機能 

・ 工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する作動信

号の発生機能 

・ 事故時の原子炉の停止状態の把握機能 

・ 事故時の炉心冷却状態の把握機能 

・ 事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能 

・ 事故時のプラント操作のための情報の把握機能 

 

 二 その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について

多重性又は多様性を要求する安全機能 

・原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の隔離機能 

・原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能 

・原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させるもの

を除く）の発生機能 

・工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する作動信

号の発生機能 

・事故時の原子炉の停止状態の把握機能 

・事故時の炉心冷却状態の把握機能 

・事故時の放射能閉じ込め状態の把握機能 

・事故時のプラント操作のための情報の把握機能 

 

 

また，設置許可基準規則第 12 条の解釈において，以下の記載が

なされている。 

 

４ 第２項に規定する「単一故障」は、動的機器の単一故障及び静

的機器の単一故障に分けられる。重要度の特に高い安全機能を有

する系統は、短期間では動的機器の単一故障を仮定しても、長期

間では動的機器の単一故障又は想定される静的機器の単一故障の

いずれかを仮定しても、所定の安全機能を達成できるように設計

されていることが必要である。 

 

 

 

 

 

また，設置許可基準規則第 12条の解釈において，以下の記載がな

されている。 

 

４ 第２項に規定する「単一故障」は，動的機器の単一故障及び静

的機器の単一故障に分けられる。重要度の特に高い安全機能を有

する系統は，短期間では動的機器の単一故障を仮定しても，長期

間では動的機器の単一故障又は想定される静的機器の単一故障の

いずれかを仮定しても，所定の安全機能を達成できるように設計

されていることが必要である。 

 

 

５ 第２項について、短期間と長期間の境界は 24 時間を基本とし、  ５ 第２項について，短期間と長期間の境界は 24時間を基本とし，  
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運転モードの切替えを行う場合はその時点を短期間と長期間の境

界とする。例えば運転モードの切替えとして、加圧水型軽水炉の

非常用炉心冷却系及び格納容器熱除去系の注入モードから再循環

モードへの切替えがある。 

また、動的機器の単一故障又は想定される静的機器の単一故障

のいずれかを仮定すべき長期間の安全機能の評価に当たっては、

想定される最も過酷な条件下においても、その単一故障が安全上

支障のない期間に除去又は修復できることが確実であれば、その

単一故障を仮定しなくてよい。さらに、単一故障の発生の可能性

が極めて小さいことが合理的に説明できる場合、あるいは、単一

故障を仮定することで系統の機能が失われる場合であっても、他

の系統を用いて、その機能を代替できることが安全解析等により

確認できれば、当該機器に対する多重性の要求は適用しない。 

 

運転モードの切替えを行う場合はその時点を短期間と長期間の境

界とする。例えば運転モードの切替えとして，加圧水型軽水炉の

非常用炉心冷却系及び格納容器熱除去系の注水モードから再循環

モードへの切替えがある。 

  また，動的機器の単一故障又は想定される静的機器の単一故障

のいずれかを仮定すべき長期間の安全機能の評価に当たっては，

想定される最も過酷な条件下においても，その単一故障が安全上

支障のない期間に除去又は修復できることが確実であれば，その

単一故障を仮定しなくてよい。さらに，単一故障の発生の可能性

が極めて小さいことが合理的に説明できる場合，あるいは，単一

故障を仮定することで系統の機能が失われる場合であっても，他

の系統を用いて，その機能を代替できることが安全解析等により

確認できれば，当該機器に対する多重性の要求は適用しない。 

これらの要求により，安全機能の重要度が特に高い安全機能を

有する系統のうち，長期間（24 時間以上もしくは運転モード切替

え以降）にわたって安全機能が要求される静的機器についての単

一故障の仮定の適用に関する考え方が明確となったため，柏崎刈

羽原子力発電所 6 号及び 7 号炉において，「発電用軽水型原子炉

施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」（重要度分類指

針）に示される安全施設の中から各安全機能を担保する系統を抽

出し，多重性又は多様性及び独立性の確保について整理した。な

お，系統の抽出にあたっては，「安全機能を有する電気・機械装置

の重要度分類指針」（JEAG4612-2010，社団法人日本電気協会）及

び「安全機能を有する計測制御装置の設計指針」（JEAG4611-2009，

社団法人日本電気協会）を参考とした。また，独立性の確保にお

いては，設置許可基準規則第 12 条に関する適合性の確認として，

共通要因（地震，溢水，火災）についての整理を行った。あわせ

て，設計基準事故解析において期待する異常状態緩和系が全て含

まれていることを確認した。各安全機能を担保する系統の抽出結

果を別紙 1-1 に，整理結果を別紙 1-2 に，設計基準事故解析にお

いて期待する異常状態緩和系の確認結果を別紙 1-3 に示す。また，

別紙 1-2 で整理した共通要因（地震，溢水，火災）以外の共通要

因故障の起因となりうるハザードについての整理結果を別紙 1-4 

に示す。 

 

なお，設置許可基準規則第 2 条において，多重性，多様性，独

立性は以下の通り定義されている。 

  東海第二発電所において，重要度が特に高い安全機能を有す

る系統で，設計基準事故が発生した場合に，長期間（24時間以上

若しくは運転モード切替以降）にわたって機能が要求される静的

機器で単一設計を採用している系統を抽出した。 

 

 

※ 現有設備では，ディーゼル発電機の燃料系である軽油貯蔵タ

これらの要求により，重要度の特に高い安全機能を有する系統

のうち，長期間（24時間以上若しくは運転モード切替え以降）に

わたって機能が要求される静的機器についての単一故障の仮定の

適用に関する考え方が明確となったため，島根原子力発電所２号

炉において，すべての構築物，系統又は機器を対象に，発電用軽

水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針（以下，

「重要度分類指針」という。）に示される安全機能を担保する構築

物，系統又は機器を抽出し，重要度の特に高い安全機能を有する

ものについて，多重性又は多様性及び独立性の確保を整理した。

なお，対象機器の抽出にあたっては，安全機能を有する電気・機

械装置の重要度分類指針（JEAG4612-2010，社団法人日本電気協会）

及び安全機能を有する計測制御装置の設計指針（JEAG4611-2009，

社団法人日本電気協会）を参考とした。また，独立性の確保にお

いては，設置許可基準規則第 12条に関する適合性の確認として，

共通要因（地震，溢水，火災）についての整理を行った。あわせ

て，設計基準事故解析において期待する異常影響緩和系がすべて

含まれていることを確認した。対象機器の抽出フローを別紙 1-1

に，重要度の特に高い安全機能を有するものの抽出結果を別紙 1-2

に，整理結果を別紙 1-3 に，設計基準事故解析において期待する

異常緩和系の確認結果を別紙 1-4 に示す。また別紙 1-3 で整理し

た共通要因（地震，溢水，火災）以外の共通要因故障の起因とな

りうるハザードについての整理結果を別紙 1-5に示す。 

なお，設置許可基準規則第２条において，多重性，多様性，独

立性は以下のとおり定義されている。 

 

YES 

NO 

YES 

NO 

YES 

NO 

① 多重性又は多様

性及び独立性を有

している（添付 2） 

② 長期間の機能要

求がある（添付 2） 

対象系統（3 系統）※ 対象外 

重要度が特に高い安全機能を 

有する系統である（添付 1） 
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ンクが 1 基（単一設計）であるが，今回の申請において軽油

貯蔵タンクを 2 基に変更し，多重性を有する設計とする。 

抽出に当たっては，設置許可基準規則の解釈第 12条第 3項の

表に規定された安全機能を有する系統を，「発電用軽水型原子

炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」並びに社団

法人日本電気協会「安全機能を有する電気・機械装置の重要度

分類指針」（JEAG4612-2010）及び「安全機能を有する計測制御

装置の設計指針」（JEAG4611-2009）に示される安全施設の中か

ら選定した。その結果を添付 1に示す。 

 

十七 「多重性」とは、同一の機能を有し、かつ、同一の構造、動

作原理その他の性質を有する二以上の系統又は機器が同一の発電

用原子炉施設に存在することをいう。 

 十七 「多重性」とは，同一の機能を有し，かつ，同一の構造，動

作原理その他の性質を有する二以上の系統又は機器が同一の発電

用原子炉施設に存在することをいう。 

 

 

十八 「多様性」とは、同一の機能を有する二以上の系統又は機器

が、想定される環境条件及び運転状態において、これらの構造、

動作原理その他の性質が異なることにより、共通要因（二以上の

系統又は機器に同時に影響を及ぼすことによりその機能を失わせ

る要因をいう。以下同じ。）又は従属要因（単一の原因によって確

実に系統又は機器に故障を発生させることとなる要因をいう。以

下同じ。）によって同時にその機能が損なわれないことをいう。 

 十八 「多様性」とは，同一の機能を有する二以上の系統又は機器

が，想定される環境条件及び運転状態において，これらの構造，

動作原理その他の性質が異なることにより，共通要因（二以上の

系統又は機器に同時に影響を及ぼすことによりその機能を失わせ

る要因をいう。以下同じ。）又は従属要因（単一の原因によって確

実に系統又は機器に故障を発生させることとなる要因をいう。以

下同じ。）によって同時にその機能が損なわれないことをいう。 

 

 

十九 「独立性」とは、二以上の系統又は機器が、想定される環境

条件及び運転状態において、物理的方法その他の方法によりそれ

ぞれ互いに分離することにより、共通要因又は従属要因によって

同時にその機能が損なわれないことをいう。 

 十九 「独立性」とは，二以上の系統又は機器が，想定される環境

条件及び運転状態において，物理的方法その他の方法によりそれ

ぞれ互いに分離することにより，共通要因又は従属要因によって

同時にその機能が損なわれないことをいう。 
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別紙 1-2 の整理結果に基づき，安全機能を担保する系統が単一

の種類の系統であり，かつ単一設計箇所を有するために多重性又

は多様性の確保についての基準適合性に関する更なる検討が必要

な系統を抽出した結果，以下の３系統が抽出された。 

 

 

 

 

 

（1）非常用ガス処理系 （単一設計箇所：配管及びフィルタユニ

ット） 

（2）格納容器スプレイ冷却系（単一設計箇所：格納容器スプレイ・

ヘッダ） 

 

（3）中央制御室換気空調系 （単一設計箇所：ダクト及び再循環

フィルタ） 

 

  添付 1で選定した系統について，多重性又は多様性及び独立

性の有無並びに長期間にわたる要求の有無について整理した。

整理した結果を添付 2に示す。 

  添付 2で整理した結果に基づき，重要度が特に高い安全機能

を有する系統で，設計基準事故が発生した場合に，長期間（24

時間以上若しくは運転モード切替以降）にわたって機能が要求

される静的機器で単一設計を採用している以下の 3 系統を抽出

した。 

 

  (1) 原子炉建屋ガス処理系 

    ・単一設計箇所：配管の一部 

  (2) 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系） 

    ・単一設計箇所：スプレイヘッダ（サプレッション・チ

ェンバ側） 

  (3) 中央制御室換気系 

    ・単一設計箇所：ダクトの一部及び空気調和機 

 別紙 1-3の整理結果に基づき，重要度の特に高い安全機能を有

する系統が単一の系統であり，かつ単一設計箇所を有するために

多重性又は多様性の確保についての基準適合性に関する更なる検

討が必要な系統を抽出した結果，以下の３系統が抽出された。 

 

 

 

 

 

（１） 非常用ガス処理系   （単一設計箇所：配管の一部） 

 

（２） 残留熱除去系 

（格納容器冷却モード） （単一設計箇所：スプレイヘッ

ダ（サプレッション・チェンバ側）） 

 

（３） 中央制御室換気系    （単一設計箇所：非常用チャコ

ール・フィルタ・ユニット及びダクトの一部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は SGT の

フィルタおよびスプ

レイヘッダ（D/W側）

は多重化している 

 

 

なお，柏崎刈羽原子力発電所原子炉設置変更許可申請書（1 号，

2 号，3 号，4 号，5 号，6 号及び 7 号原子炉施設の変更）（平

成 22 年 4 月 19 日付け，平成 21･08･12 原第 11 号をもって設置

変更許可）の添付書類八の「1.2 発電用軽水型原子炉施設に関す

る安全設計審査指針への適合」のうち，「指針 7. 共用に関する設

計上の考慮（平成 2 年 8 月 30 日）」及び「指針 45. 可燃性ガス

濃度制御系」に記載していた可燃性ガス濃度制御系及び同系統可

搬式再結合装置（6 号及び 7 号炉共用，既設）については，「柏

崎刈羽原子力発電所６号及び 7 号炉 共用に関する設計上の考慮

について」（平成 27 年 4 月）に記載の通り，単一設計となってい

る配管の二重化を行うとともに，再結合装置を各号炉 1 台ずつ追

加し，かつ常設設備に変更することから，別紙 1-2 の整理の通り，

上記抽出の対象外となった。 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の可燃性

ガス濃度制御系の再

結合装置は常設設

備。また，可燃性ガ

ス濃度制御系は共用

設備ではない 

別紙 1-2 の整理結果から，これらの系統はいずれも長期間にわ

たって機能が要求されるため，原則として静的機器の単一故障を

仮定しても所定の安全機能を達成できるように設計されているこ

とが必要な系統となることを確認した。 

これらの系統について，設置許可基準規則第 12 条の解釈にお

2.1.2 静的機器の基準適合性確認 

  設置許可基準規則の解釈第 12 条の第 5 項に以下の記載があ

る。 

 

 ５ 第2項について、短期間と長期間の境界は24時間を基本と

別紙 1-3の整理結果から，これらの系統はいずれも長期間にわ

たって機能が要求されるため，原則として静的機器の単一故障を

仮定しても所定の安全機能を達成できるように設計されているこ

とが必要な系統となることを確認した。 

これらの系統について，設置許可基準規則第 12条の解釈におい
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いて静的機器の単一故障の想定は不要と記載されている下記の３

条件のいずれに該当するかを整理した。 

し、運転モードの切替えを行う場合はその時点を短期間と

長期間の境界とする。例えば運転モードの切替えとして、

加圧水型軽水炉の非常用炉心冷却系及び格納容器熱除去系

の注入モードから再循環モードへの切替えがある。 

また、動的機器の単一故障又は想定される静的機器の単一

故障のいずれかを仮定すべき長期間の安全機能の評価に当

たっては、想定される最も過酷な条件下においても、その

単一故障が安全上支障のない期間に除去又は修復できるこ

とが確実であれば、その単一故障を仮定しなくてよい。 

さらに、単一故障の発生の可能性が極めて小さいことが合

理的に説明できる場合、あるいは、単一故障を仮定するこ

とで系統の機能が失われる場合であっても、他の系統を用

いて、その機能を代替できることが安全解析等により確認

できれば、当該機器に対する多重性の要求は適用しない。 

 

  上記内容から，単一故障を仮定しなくてもよい場合及び多重

性の要求が適用されない場合の条件は以下のとおりとなる。 

 

て静的機器の単一故障の想定は不要と記載されている下記の３条

件のいずれに該当するかを整理した。 

① 想定される最も過酷な条件下においても，その単一故障が安全

上支障のない期間に除去又は修復できることが確実である場合 

② 単一故障の発生の可能性が極めて小さいことが合理的に説明

できる場合 

③ 単一故障を仮定することで系統の機能が失われる場合であっ

ても，他の系統を用いて，その機能を代替できることが安全解

析等により確認できる場合 

①単一故障が想定される最も過酷な条件下においても，安全上支

障のない期間に確実に除去又は修復できる。 

②単一故障の発生の可能性が極めて小さいことが合理的に説明で

きる。 

③単一故障を仮定することで系統の機能が失われる場合であって

も，他の系統を用いて，その機能を代替できることが安全解析

等により確認できる。 

①想定される最も過酷な条件下においても，その単一故障が安全

上支障のない期間に除去又は修復できることが確実である場合 

②単一故障の発生の可能性が極めて小さいことが合理的に説明で

きる場合 

③単一故障を仮定することで系統の機能が失われる場合であって

も，他の系統を用いて，その機能を代替できることが安全解析

等により確認できる場合 

 

その結果，下記の通り，①～③のいずれかに該当するため，設

置許可基準規則に適合することを確認した。 

 

（1）非常用ガス処理系 ：① 

（2）格納容器スプレイ冷却系 ：③ 

（3）中央制御室換気空調系 ：① 

 

 

 

 

詳細を 2.1.2 以降で示す。 

 

2.1.1 で抽出した静的機器について，①～③の条件に照らして基

準適合性を確認した結果，第 2.1-1表に示すとおりとなった。 

 

第 2.1-1表 静的機器の基準適合性確認結果一覧 

 

  設置許可基準規則の解釈第12条の5項への適合性について，詳

細を2.1.3，2.1.4，2.1.5に示す。 

 その結果，下記のとおり，①～③のいずれかに該当するため，

設置許可基準規則に適合することを確認した。 

 

（１）非常用ガス処理系            ：① 

（２）残留熱除去系（格納容器冷却モード）   ：③ 

（３）中央制御室換気系            ：① 

 

 

 

 

 詳細を 2.1.2以降で示す。 
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2.1.2 非常用ガス処理系 

2.1.2.1 単一故障仮定時の安全機能の確認結果 

 

 

 

 

 

 

 

（1）設備概要 

非常用ガス処理系は，事故時の格納容器内又は放射性物質が格

納容器内から漏れ出た場所の雰囲気中の放射性物質の濃度低減機

能を有する系統である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非常用ガス処理系の系統概略図を図 2.1.2-1 に示す。 

 

2.1.3 原子炉建屋ガス処理系の基準適合性 

 

  ここでは，原子炉建屋ガス処理系の単一設計箇所について，

故障箇所の検知性及び修復性，作業時の被ばく及び公衆の被ば

くの観点から，設置許可基準規則第 12条の解釈 5に記載されて

いる「想定される最も過酷な条件下においても，その単一故障

が安全上支障のない期間に除去又は修復できることが確実であ

れば，その単一故障を仮定しなくてよい。」に適合することを

確認した。 

 (1) 設備概要 

   原子炉建屋ガス処理系は，非常用ガス再循環系と非常用ガ

ス処理系からなり，原子炉建屋（原子炉棟）（以下「原子炉

建屋」という。）内に設置している。事故時に原子炉建屋の

放射能レベルが高くなる場合に，原子炉建屋から外部へ放散

される放射性物質を吸着し，原子炉施設周辺の一般公衆の放

射線被ばくを低減させる。 

   非常用ガス再循環系は，よう素用チャコールフィルタを含

むフィルタトレイン，排風機及び弁などから構成されており，

原子炉建屋内でガスを再循環させ，放射性物質を吸着除去す

る。 

 

 

   非常用ガス処理系は，よう素用チャコールフィルタを含む

フィルタトレイン，排風機及び弁などから構成されており，

非常用ガス再循環系で処理したガスの一部を再度処理した

後，排気筒と隣接して同じ高さまで設置している非常用ガス

処理系排気筒を通して，大気へ放出させ，原子炉建屋を負圧

に保つ。 

   本系統の機器は耐震Ｓクラスで設計している。 

   原子炉建屋ガス処理系は，第2.1-1図に示すとおり，配管の

一部は単一設計となっているが，その他の機器は動的機器を

含め多重化されている。 

   当該配管の仕様を第 2.1-2表に示す。 

 

2.1.2 非常用ガス処理系 

2.1.2.1 単一故障仮定時の安全機能の確認結果 

非常用ガス処理系の単一設計箇所について，故障箇所の検知

性及び修復性，作業時の被ばく及び公衆の被ばくの観点から，

設置許可基準規則第 12条の解釈５に記載されている「想定され

る最も過酷な条件下においても，その単一故障が安全上支障の

ない期間に除去又は修復できることが確実であれば，その単一

故障を仮定しなくてよい。」に適合することを確認した。 

 

（１） 設備概要 

非常用ガス処理系は，事故時に放射性物質をフィルタに

通して除去した後，環境へ放出させ，発電用原子炉施設周

辺の一般公衆の放射線被ばくを低減させる。 

 

 

 

当該系統は，排風機，バタフライ弁，ガス処理装置，配

管等から構成され，事故時に原子炉棟内の放射能レベルが

高くなる場合に，原子炉棟から外部へ放散される放射性物

質を吸着し，原子炉施設周辺の一般公衆の放射線被ばくを

低減させる。 

 

ガス処理装置のフィルタの差圧上昇は中央制御室にて監

視でき，フィルタの目詰まりに対しては，速やかに他方の

フィルタへ切替えることが可能である。当該系統の機器は，

耐震Ｓクラスで設計している。 

 

 

 

図 2.1.2-1に示すとおり，配管の一部は単一設計となっ

ているが，その他の機器は動的機器を含め多重化としてい

る。 

また，当該配管の仕様を表 2.1.2-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の SGT フ

ィルタは多重化して

いる 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

図表等及び系統構成

説明の記載順が異な

る 
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図 2.1.2-1 非常用ガス処理系 系統概略図 

（   ：単一設計の静的機器） 

 

 

 

第 2.1-1図 原子炉建屋ガス処理系系統概要図 

 

 

 

 

 

図 2.1.2-1 非常用ガス処理系系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

図 2.1.2-1 に示す通り，非常用ガス処理系の動的機器である

弁・乾燥装置（湿分除去装置・加熱コイル）・排気ファン・スペー

スヒータは全て二重化しており，配管の一部とフィルタユニット

（スペースヒータ除く）が単一設計となっている。 

 

これらの単一設計箇所の材質・塗装有無・内部流体（通常時，

設計基準事故時）・設置場所を表 2.1.2-1 に示す。 
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表 2.1.2-1 非常用ガス処理系 単一設計静的機器 

 

 

 

第 2.1-2表 配管仕様表 

 

 

表 2.1.2-1 配管仕様 

 

 

 

・設備の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 対象機器の影響評価 

 

 

 

 

 

 

  ａ．故障の可能性 

   (a) 想定される故障に対する設計上の考慮 

     原子炉建屋ガス処理系の配管の信頼性について，想定

される故障に対する設計上の考慮を第 2.1-3 表に示す。

この結果，原子炉建屋ガス処理系の配管は十分な信頼性

を有している。 

 

 

 

 

 

 

（２） 対象機器の影響評価 

 

 

 

 

 

 

ａ．故障の可能性 

炭素鋼配管の大気曝露試験による腐食進展結果（図

2.1.2-2）によると，約 40年経過したとしても減肉量は

僅か１mm程度であり，配管肉厚（9.5mm）に対して十分

小さいことから配管に貫通欠陥が生じるような腐食進展

の可能性は低い。 

配管の定期的な外観目視及び機器（フィルタ，弁等）

の点検に併せた配管内面の確認結果により，有意な腐食

は発生しておらず，表 2.1.2-2，表 2.1.2-3に示すとお

り，想定される劣化モードに対して，定期的な検査等の

保守，管理を適切に行うことにより，設備の健全性は確

保できる。 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，対象

機器の影響評価につ

いて項目を設けて記

載 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7は『2.1.2.1

（３）静的機器の単

一故障が発生した場

合の修復可能性』に

て記載 
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第 2.1-3表 想定される故障に対する設計上の考慮 

 

さらに，炭素鋼材の大気暴露試験による腐食進展結果

（第 2.1-2図）によると，10年経過時の腐食量が 0.5㎜

以下であることから，40 年経過したとしても減肉量は

2mm 以下である。この減肉量は配管肉厚（最小 9.5 ㎜）

に対して十分小さいことから，配管は十分な信頼性を有

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1-2 図 我が国各地における普通鋼及び耐候性鋼の暴露試験

結果 

（社団法人腐食防食協会「腐食・防食ハンドブック」に加筆） 

 

 

 

 

 

図 2.1.2-2 鋼の長年月大気曝露試験結果 

出典：C.P.Larrabee and S.K.Coburn,Metallic 

Corrosion,p276,Butterworth,London(1961) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

出典が異なる 
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   (b) 保守管理 

     原子炉建屋ガス処理系は，第 2.1-4 表に示すとおり配

管の外観点検を定期的に行っており，有意な腐食が発生

していないことを確認している。また，第 2.1-5 表に示

すとおり，保安規定に基づく定期試験により系統の健全

性を確認している。 

     この結果，原子炉建屋ガス処理系の配管は適切な保守

管理を実施しており，当該設備の健全性を確保すること

が可能である。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1-4表 配管点検内容 

 

 

第 2.1-5表 定期試験内容 

 

 

  (c) 過去の故障実績 

     これまで，原子炉建屋ガス処理系の配管については保

守管理を適切に実施しており，工事報告書及び不適合管

理票により確認した結果，機能性能に影響を及ぼすよう

な故障実績はなかった。 

     また，原子力施設情報公開ライブラリー（ニューシア）

等※において共有されている過去の故障事例を確認した

結果，当該系統である原子炉建屋ガス処理系（非常用ガ

ス処理系）に関する故障実績はなかった。 

     しかし，自社プラントにおいて換気空調ダクトの腐食

による故障が発生している。この水平展開として，東海

表 2.1.2-2 点検内容 

 

 

 

 

表 2.1.2-3 定期試験内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は過去の

故障実績について別

紙１-参考１「過去の

不具合事例とその対

応」に記載 
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第二発電所では管理区域とのバウンダリとなる屋内外の

ダクト（原子炉建屋ガス処理系配管を含む）について外

観点検（1 回／年）を実施し，腐食等の有無を確認し，

必要に応じて補修塗装等の対応を実施することとした。

また，当該系統の中で最も腐食環境にある非常用ガス処

理系排気筒については定期的に肉厚測定を実施し，異常

のないことを確認しており，このことからも機能性能に

影響を与える故障が発生する可能性は低いと評価する。 

      ※ ＢＷＲ事業者協議会（ＪＢＯＧ），一般社団法

人原子力安全推進協会及び電気事業者連合会 

 

 

 

 ｂ．故障の仮定 

    原子炉建屋ガス処理系配管の一部について，影響評価を

実施する上で仮定する単一設計箇所の故障を検討した。上

述のとおり，当該配管については軽微な腐食程度しか考え

られず，運転条件及び環境条件等から最も過酷な条件を想

定したとしても，全周破断の発生は考えられない。 

 

 

 

    しかしながら，系統機能を喪失させる故障を仮定する観

点から，全周破断を仮定する。表2.1-6に設備の故障の想定

とその対応について整理した。 

    なお，原子炉建屋ガス処理系の建屋からの吸込部は床面

より離れた位置に配置しており，大きな異物が系統に流入

することはなく，配管径も大きいことから閉塞が発生する

ことはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．故障の仮定 

対象機器となる非常用ガス処理系配管の一部につい

て，影響評価を実施する上で仮定する単一故障を検討し

た。当該配管に想定される劣化モードは腐食であり，上

述のとおり微小な腐食程度しか考えられず，貫通欠陥は

考えにくい。運転条件，環境条件等から最も過酷な条件

を想定しても，配管の一部に腐食孔が発生する可能性は

あるものの，全周破断は考えられない。 

 

ただし，系統機能を喪失させる故障を仮定する観点か

ら，評価上，全周破断を仮定する。 

 

なお，当該系統の吸込部は，床面から離れた位置に配

置しており，空気中の塵・埃等の浮遊物しか流入するこ

とはなく，当該配管は大口径（400A）であることから，

閉塞は考えられない。 

また，配管内部の構成品及び外部衝撃による閉塞の可

能性について検討した結果，別紙 1-6に示すとおり，配

管の閉塞は考えられない。 

故障の仮定に関する整理表を表 2.1.2-4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7は『（３）静

的機器の単一故障が

発生した場合の修復

可能性』にて記載 
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第2.1-6表 設備の故障の想定とその対応 

 

 

表 2.1.2-4 故障の仮定に関する整理表 

 

・設備の相違 

（2）静的機器の単一故障が発生した場合の影響度合い 

単一設計となっている静的機器の単一故障が発生した場合の影

響度合いを確認するため，仮に事故発生から 24 時間後に非常用

ガス処理系が使用できなくなった後はそのままＦＰを地上放散し

たと仮定して評価した。影響度合いを確認するための目安として，

設計基準事故時の判断基準である周辺公衆の実効線量 5mSv との

比較を行った。 

原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ）時，格納容器の漏えい率に従っ

て原子炉建屋原子炉区域内に漏れ出たＦＰは，事故発生から 24 時

間までの間は非常用ガス処理系によって処理し，非常用ガス処理

系の排気口から放出する。一方，24 時間後以降は原子炉建屋原子

炉区域内から原子炉建屋原子炉区域外に漏えいして地上放散する

と仮定する。 

このときの評価条件の中で原子炉設置変更許可申請書添付書類十 

3.4.4原子炉冷却材喪失から変更したものを表 2.1.2-2 に示す。 

ｃ．仮定した故障による影響評価 

    原子炉建屋ガス処理系は，事故時に発生する雰囲気ガス

に含まれる放射性物質をフィルタにて除去した後に，原子

炉建屋内ガスを環境へ放出することで，原子炉施設周辺の

一般公衆の放射線被ばくを低減させるものである。このた

め， 静的機器の故障を仮定した場合の影響評価として，非

居住区域境界外の被ばく評価を行う。 

 

    前提とする事故については，設置許可申請書添付書類十

の安全評価で，原子炉建屋ガス処理系の機能を期待してい

る原子炉冷却材喪失及び燃料集合体の落下とする。 

   

 

 (a) 故障箇所の想定 

     原子炉建屋ガス処理系配管の単一設計箇所について

は，故障による影響を検討する上で，以下のように区分

される。第2.1-1図に故障想定箇所の概要を示す。 

 

・区分①（非常用ガス再循環系吸気配管） 

   配管の全周破断を想定しても，破断口からの吸

気により非常用ガス再循環系及び非常用ガス処

理系で処理されたガスが高所から環境に放出さ

れることになるため，非居住区域境界外の一般公

衆の被ばく評価への影響はない。 

・区分②（非常用ガス再循環系－非常用ガス処理系連絡

配管） 

配管の全周破断を想定すると，破断口から原子

炉建屋内の雰囲気が，直接非常用ガス処理系に流

入することになる。非常用ガス処理系は非常用ガ

ｃ．仮定する故障による影響評価 

非常用ガス処理系は，事故時に放射性物質をフィルタ

に通して除去した後，環境へ放出させ，発電用原子炉施

設周辺の一般公衆の放射線被ばくを低減させるものであ

ることから，単一設計としている配管（単一設計箇所に

接続され隔離がなされない部分を含む）の単一故障を仮

定した場合の影響評価として敷地境界外の被ばく評価を

実施する。 

また，設置許可添付書類十の安全評価において，非常

用ガス処理系の機能を期待している事故としては，燃料

集合体の落下及び原子炉冷却材喪失があるため，それぞ

れの事故に対する影響評価を行う。 

 

（ａ）故障想定箇所 

当該配管は，影響評価を考えるにあたって，区分①

（吸気側），区分②（排気側かつ原子炉棟内）及び区分

③（排気側かつ原子炉棟外）の３つの領域に区分され

る（図 2.1.2-3）。 

区分①（吸気側）は全周破断を仮定しても破断口か

らのフィルタへの吸気は確保され，フィルタにより処

理されたガスが高所から環境に放出されることになる

ため，一般公衆被ばく評価への影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は単一設

計の配管破断を想

定。 

柏崎 6/7は SGTS使用

不可を想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

系統構成の相違によ

り故障想定箇所が異

なる 
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ス再循環系で処理したガスが入ることを前提と

しているため，評価に当たっては，非常用ガス処

理系が停止することを仮定する。したがって，非

常用ガス再循環系が原子炉建屋内のガスを処理

し続けるものの，非常用ガス処理系の停止によ

り，原子炉建屋の負圧が保てなくなる。このため，

フィルタを通らないガスが原子炉建屋から漏え

いすることとなり，非居住区域境界外の一般公衆

の被ばく評価への影響が大きくなる。 

・区分③（非常用ガス再循環系戻り配管） 

配管の全周破断を想定しても，非常用ガス再循

環系及び非常用ガス処理系の運転に影響を与え

ないことから，非居住区域境界外の一般公衆の被

ばく評価への影響はない。 

・区分④（非常用ガス処理系排気配管（原子炉建屋内）） 

配管の全周破断を想定すると，非常用ガス再

循環系及び非常用ガス処理系で処理したガスは

原子炉建屋内に放出されることとなり，原子炉

建屋の負圧が保てなくなる。このため，フィル

タを通らないガスが原子炉建屋から漏えいする

こととなるが，非常用ガス処理系の運転が継続

されるため，区分②と比べて，非居住区域境界

外の一般公衆の被ばく評価への影響は小さい。 

・区分⑤（非常用ガス処理系排気配管（原子炉建屋外）） 

配管の全周破断を想定した場合，排気筒放出か

ら地上放出になるが，非常用ガス再循環系及び非

常用ガス処理系で処理されたガスが原子炉建屋

外に排気されるため，区分④と比べて，非居住区

域境界外の一般公衆の被ばく評価への影響は小

さい。 

 

 

 

 

 

     以上から，評価上最も厳しくなる区分②を，保守的に

故障想定箇所とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分③（排気側かつ原子炉棟外）は，屋外の配管を 

含むため，屋内の配管より劣化（腐食）環境は厳しく

なる。しかしながら，当該配管の全周破断を仮定した

場合，環境への放出位置が破断口位置に下がるものの，

フィルタで処理されたガスが原子炉棟外に排気される

ことになるため，評価への影響は小さい。 

一方，区分②（排気側かつ原子炉棟内）は屋内の配

管であり，区分③（排気側かつ原子炉棟外）より劣化

（腐食）しにくいが，配管が破断した場合，非常用ガ

ス処理系が建屋内で循環運転し，原子炉棟からの漏え

いにより環境へ放射性物質が放出することになるた

め，評価への影響が大きくなる。 

よって，評価上最も厳しい区分②（排気側かつ原子

炉棟内）を保守的に故障想定箇所とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

系統構成の相違によ

り故障想定箇所が異

なる 
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   (b) 故障の発生時期 

     故障が発生する時期は，設置許可基準規則の解釈第 12

条の第 5項に基づき，事故発生から 24時間後とする。 

 

   (c) 評価条件 

      ⅱ) 燃料集合体の落下 

      燃料集合体の落下において，添付書類十で想定する

評価条件である動的機器の単一故障を仮定したベース

ケースと，ベースケースの評価条件に加えて，単一設

計箇所の静的機器の故障を考慮した影響評価の評価条

件の比較を第 2.1-8 表に示す。なお，評価に当たって

は，より厳しい条件においても公衆への被ばく影響が

小さいことを確認する観点から，原子炉建屋ガス処理

系配管の破断箇所の修復は行わないものとし，配管破

断後は破断箇所からの放出が続くものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.2-3 故障想定箇所概要図 

 

（ｂ）故障の発生時期 

故障が発生する時間は，設置許可基準規則第 12条の

解釈５に従い，事故発生から 24時間後とする。 

 

（ｃ）評価条件 

ア．燃料集合体の落下 

既設置許可添付書類十における評価条件から変更

となる条件を表 2.1.2-5に示す。 

 

 

なお，評価に当たっては，より厳しい条件におい

ても公衆への被ばく影響が小さいことを確認する観

点から，非常用ガス処理系配管の破断箇所の修復は

行わないものとし，配管破断後は原子炉棟からの漏

えいによる放射性物質の放出が続くものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
故障箇所 

（原子炉棟内排気側

配管全周破断） 

原子炉棟から漏えい 

（地上放出） 
区分① 区分② 区分③ 

原子炉棟内 

：故障想定範囲 
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表 2.1.2-2 非常用ガス処理系故障時影響評価条件（ＬＯＣＡ，変

更点） 

 

※1 気象データの代表性については別紙 1-5 に示す。 

 

以上の条件を用いて評価した結果，敷地境界外の実効線量は 6 

号炉では約 4.3×10-3mSv，7 号炉では約 3.4×10-3mSv となった。 

（なお，原子炉設置変更許可申請書添付書類十 3.4.4 原子炉冷

却材喪失における評価結果は，6 号炉で約 1.6×10-5mSv，7 号炉

で約 1.5×10-5mSv である。） 

 

また，原子炉建屋原子炉区域運転階にてＦＰが発生する燃料集

合体の落下（ＦＨＡ）時にも非常用ガス処理系の機能に期待して

いることから，仮に燃料集合体の落下から 24 時間後に非常用ガ

ス処理系が使用できなくなった場合の影響度合いをあわせて確認

した。 

原子炉停止から 3 日後の原子炉の燃料交換時に発生することを

想定している燃料集合体の落下時，原子炉建屋原子炉区域運転階

に発生したＦＰは，事故発生から 24 時間までの間は非常用ガス

処理系によって処理し，非常用ガス処理系の排気口から放出する。

一方，24 時間後以降は原子炉建屋原子炉区域内から原子炉建屋原

子炉区域外に漏えいして地上放散すると仮定する。 

第 2.1-8表 評価条件の比較（燃料集合体の落下） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⅰ) 原子炉冷却材喪失 

    原子炉冷却材喪失において，添付書類十で想定する評価

条件である動的機器の単一故障を仮定したベースケース

と，ベースケースの評価条件に加えて，単一設計箇所の静

的機器の故障を考慮した影響評価の評価条件の比較を第

2.1-7表に示す。なお，評価に当たっては，より厳しい条

件においても公衆への被ばく影響が小さいことを確認する

観点から，原子炉建屋ガス処理系配管の破断箇所の修復は

行わないものとし，配管破断後は破断箇所からの放出が続

くものとする。 

 

 

表 2.1.2-5 評価条件の比較（燃料集合体の落下） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．原子炉冷却材喪失 

      既設置許可添付書類十における評価条件から変更と

なる条件を表 2.1.2-6に示す。 

 

 

なお，評価に当たっては，より厳しい条件において

も公衆への被ばく影響が小さいことを確認する観点か

ら，非常用ガス処理系配管の破断箇所の修復は行わな

いものとし，配管破断後は原子炉棟からの漏えいによ

る放射性物質の放出が続くものとする。 

 

 

・評価条件の相違 
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このときの評価条件の中で原子炉設置変更許可申請書添付書類

十 3.4.3 燃料集合体の落下から変更したものを表 2.1.2-3 に示

す。 

 

 

 

表 2.1.2-3 非常用ガス処理系故障時影響評価条件（ＦＨＡ，変更

点） 

 

第 2.1-7表 評価条件の比較（原子炉冷却材喪失） 

 

 

 

表 2.1.2-6 評価条件の比較（原子炉冷却材喪失） 

 

 

 

・評価条件の相違 

以上の条件を用いて評価した結果，敷地境界外の実効線量は 6 号

炉では約 4.0×10-1mSv，7 号炉では約 3.1×10-1mSv となった。 

（なお，原子炉設置変更許可申請書添付書類十 3.4.3 燃料集合

体の落下における評価結果は，6 号炉で約 1.1×10-2mSv，7 号炉

で約 1.1×10-2mSv である。） 

以上の通り，静的機器の単一故障が発生し，かつ（3）に示す修

復を行わないと仮定しても，設計基準事故時の判断基準である周

辺公衆の実効線量 5mSvを下回る程度の影響度合いであることを

確認した。 

これにより，（3）に示す修復作業期間は，安全上支障のない期

間であることを確認した。 

 

 

   (d) 評価結果 

  ⅱ) 燃料集合体の落下 

      燃料集合体の落下について，単一設計箇所の静的機

器の故障を考慮した影響評価において，原子炉建屋ガ

ス処理系配管のうち区分②（非常用ガス再循環系－非

常用ガス処理系連絡配管）が全周破断した場合の評価

結果は，第 2.1-10表に示すとおり約 5.9×10－２mSvで

あり，判断基準（実効線量 5mSv以下）を満足すること

を確認した。 

 

 

 

 

（ｄ）評価結果 

ア．燃料集合体の落下 

非常用ガス処理系配管のうち区分②（排気側かつ

原子炉棟内）が全周破断し，修復を行わない場合の

影響評価結果は，表 2.1.2-7に示すとおり，約 1.1mSv

であり，判断基準（実効線量５mSv 以下）を満足す

ることを確認した。なお，修復を行う場合の影響評

価結果は，別紙 1-11 に示すとおり，約 1.1mSv であ

る。 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

系統構成の相違によ

り故障想定箇所が異

なる 
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第 2.1-10表 評価結果の比較（燃料集合体の落下） 

 

表 2.1.2-7 評価結果の比較（燃料集合体の落下） 

 

・評価結果の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

    ⅰ) 原子炉冷却材喪失 

      原子炉冷却材喪失について，単一設計箇所の静的機

器の故障を考慮した影響評価において，原子炉建屋ガ

ス処理系配管のうち区分②（非常用ガス再循環系－非

常用ガス処理系連絡配管）が全周破断した場合の評価

結果は，第 2.1-9 表に示すとおり約 1.1×10－２mSv で

あり，判断基準（実効線量 5mSv以下）を満足すること

を確認した。 

 

第 2.1-9表 評価結果の比較（原子炉冷却材喪失） 

 

 

 

イ．原子炉冷却材喪失 

非常用ガス処理系配管のうち区分②（排気側かつ

原子炉棟内）が全周破断し，修復を行わない場合の

影響評価結果は，表 2.1.2-8に示すとおり，約 1.2

×10-2mSv であり，判断基準（実効線量５mSv以下）

を満足することを確認した。なお，修復を行う場合

の影響評価結果は，別紙 1-11に示すとおり，約 4.5

×10-3mSv である。 

 

表 2.1.2-8 評価結果の比較（原子炉冷却材喪失） 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

系統構成の相違によ

り故障想定箇所が異

なる 

 

 

 

・評価結果の相違 
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  ｄ．安全上支障のない期間の考え方 

    以上のとおり，添付書類十の評価結果である動的機器の

単一故障に加えて，静的機器の単一故障が発生し，かつ(3)

に示す修復を行わないと仮定しても，設計基準事故時の判

断基準である周辺公衆の実効線量 5 mSvを下回る程度の

影響度合いであることを確認した。これよりにより，(3)

に示す修復作業期間は安全上支障のない期間であることを

確認した。 

ｄ．安全上支障のない期間の考え方 

  以上のとおり，添付書類十の評価結果である動的機器の単

一故障に加えて，静的機器の単一故障が発生し，かつ（３）

に示す修復を行わないと仮定しても，設計基準事故時の判断

基準である周辺公衆の実効線量 5 mSvを下回る程度の影響

度合いであることを確認した。これより，（３）に示す修復

作業期間は安全上支障のない期間であることを確認した。 

 

（3）静的機器の単一故障が発生した場合の修復可能性 

仮に事故発生から 24 時間後に単一故障が発生した後，当該単

一故障箇所の修復が可能か否かを確認した。 

なお，上記単一故障発生時，プラントは既に停止状態にあり，

本修復はあくまでも応急処置として実施するものである。事故収

束後に，技術基準に適合する修復を改めて実施する。 

 

①故障の想定 

非常用ガス処理系において単一設計を採用している静的機器で

ある配管及びフィルタユニットについて，表 2.1.2-4 に示す破損

もしくは閉塞が発生することを想定する。 

ただし，配管閉塞の原因となりうるほこり等については運用管

理の中で排除することから，配管閉塞は想定不要とした。 

また，破損の規模としては，構造及び運転条件等から瞬時に全

周破断に至ることは考えにくいため，配管及びフィルタユニット

について亀裂やピンホール等によるリークの発生を損傷モードと

して想定する。ただし，配管については，損傷モードを保守的に

考え，全周破断についても想定する。 

以上から，想定すべき故障として以下の３種類を選定した。 

・配管破損（リーク発生，全周破断） 

・フィルタユニット破損（リーク発生） 

・フィルタユニット閉塞 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は

『2.1.2.1（２）a.故

障の可能性及び b.故

障の仮定』にて記載 
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表 2.1.2-4 非常用ガス処理系 機能達成に必要な項目別の故障モ

ード整理表 

 

（ａ）単一設計となっている一部の配管及びフィルタユニットの

腐食による破損 

（ｂ）単一設計となっている一部の配管及びフィルタユニットの

外力による破損 

（ｃ）単一設計となっている一部の配管の異物による閉塞 

（ｄ）フィルタユニットの異物による閉塞 
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②配管破損（リーク発生，全周破断）時の修復可能性 

非常用ガス処理系において単一設計を採用している配管を図

2.1.2-2 に示す。 

 

図 2.1.2-2 非常用ガス処理系配管のうち単一設計箇所 

   

 

図 2.1.2-2 に示す単一設計箇所のうち，排気ファンより上流側

で配管破損が発生した場合は，原子炉建屋原子炉区域内からの給

気が維持されるため，非常用ガス処理系の機能も維持されること

から，修復は不要である。 

また，フィルタユニットより下流側でかつ原子炉建屋原子炉区

域外に出た後で配管破損が発生した場合は，原子炉建屋原子炉区

域内からの給気及びフィルタユニットによるＦＰの濃度低減機能

が維持されることから，同様に当該機能復旧のための修復は不要

である。なお，この場合，放出高さが低所側に変化することとな

るが，その影響は（2）の影響度合いに包絡される。 

以上から，排気ファン下流側かつ原子炉建屋原子炉区域内の配

管にリークあるいは全周破断が発生することを想定し，修復可能

性を検討する。 

   

 

（ア）検知性 

事故時の非常用ガス処理系作動時において，中央制御室内では

原子炉建屋内の負圧維持を監視計器により確認する。当該系統配

管の破損により系統の機能維持に悪影響が生じた場合，原子炉建

屋内の負圧に影響を与えるため，原子炉建屋差圧を監視すること

により，系統機能への悪影響を検知することが可能である。 

また，系統機能に悪影響を与えるような損傷については，現場

においては目視等で破損位置を特定可能と考えている。 

 

(3) 故障箇所の修復 

  ａ．検知性 

    事故発生後，中央制御室ではパラメータ（系統流量，原

子炉建屋差圧，放射線モニタ等）を監視しており，各区分

の配管に全周破断が発生した場合は，パラメータ変動の確

認により異常を検知し，現場確認（視覚，聴覚，触覚）に

より破断箇所を特定する。 

 

 

 

 

（３）対象機器の修復性 

ａ．検知性 

事故発生後，中央制御室ではパラメータ監視を強化し

ており，全周破断が発生した場合には，中央制御室での

確認（系統流量，原子炉棟差圧等）に加えて，破断口か

らは風速約 10m/s でガスが流出又は流入することから現

場点検（視覚，聴覚等）により全周破断箇所は特定でき

る。 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，対象

機器の修復性につい

て項目を設けて記載 
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    第2.1-1図の各区分の全周破断想定箇所について，それぞ

れ以下のように検知可能である。 

・区分①，①-1 ： 中央制御室での確認（FRVSトレイン

流量計，SGTSトレイン流量計，原子炉建屋負圧計，

エリア放射線モニタ），現場確認（視覚，聴覚，

触覚）により破断箇所の特定は可能。 

・区分②，②-1，②-2 ： 中央制御室での確認（FRVS

トレイン流量計，SGTSトレイン流量計，原子炉建

屋負圧計，エリア放射線モニタ），現場確認（視

覚，聴覚，触覚）により破断箇所の特定は可能。 

・区分③ ： 中央制御室での確認（FRVSトレイン流量計，

SGTSトレイン流量計，原子炉建屋負圧計，エリア

放射線モニタ），現場確認（視覚，聴覚，触覚）

により破断箇所の特定は可能。 

・区分④，④-1 ： 中央制御室での確認（非常用ガス処

理系排気筒モニタ，FRVSトレイン流量計，SGTS

トレイン流量計，原子炉建屋負圧計），現場確認

（視覚，聴覚，触覚）により破断箇所の特定は可

能。 

・区分⑤ ： 中央制御室での確認（非常用ガス処理系排

気筒モニタ），現場確認（視覚，聴覚，触覚）に

より破断箇所の特定は可能。 

 

    原子炉建屋内の現場確認の範囲は限定（約13 m×約44 m）

されており，確認に長時間を要しない。全周破断発生直後

における原子炉建屋の雰囲気線量率はフィルタに2mまで接

近した厳しい条件でも約150mSv／hであるため数十分程度

は現場確認可能である。さらに，必要な場合には要員の交

替を行うことで現場確認を継続することも可能である。な

お，警報機能付個人線量計の着用による線量管理，必要に

応じて全面マスク等の防護具の着用，サーベイメータによ

る雰囲気線量率の確認を行うことで線量低減を図ることが

可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，現場確認に伴う被ばくについては，評価上最も

厳しいフィルタ近傍の配管（フィルタ表面から１m）にお

いて，実効線量率は約 340mSv/h（事故発生から 24時間

後，全面マスク(PF50)着用）であり，現場確認時間の制

限及び現場員の交替を行うことにより，現場確認可能で

ある。 

なお，個人線量計の着用による線量管理，サーベイメ

ータによる雰囲気線量率の確認を行うことで線量低減を

図ることが可能である。 

 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

東海第二は検知に使

用する機器等につい

て具体的に記載 
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（イ）修復作業性 

非常用ガス処理系の単一設計箇所の配管については，単一故障

で損傷した場合は配管直管部，及び，壁貫通部，エルボ部，ティ

継手部の配管破損箇所に応じた修復が可能である。配管の修復方

法としては，損傷モードによって柔軟に対応できるように，ベロ

メタル補修，ホースバンド固定，耐圧ホース取付け等の複数の方

法を準備している。配管の損傷を確認後，現場状況，損傷状況に

応じた最適な方法を選択することで，確実な修復が可能である。 

ここで，非常用ガス処理系の配管補修においては，一部に狭隘

箇所があることから，可搬型照明（LED ライト（フロアライト））

を 4 個（補修用 2 個＋予備 2 個，6 号及び 7 号炉共用）を配備

する。 

これらの修復用資機材は発電所構内に保管する計画としてい

る。 

以下に，損傷状況に応じた方法の例として，「（ａ）配管部にピ

ンホール・亀裂が生じた場合」，「（ｂ）配管が全周破断した場合」

について，それぞれ修復方法を示す。 

ｂ．修復性 

    配管の修復作業は，破断箇所を特定した後，あらかじめ

用意した修復用資機材を用いて，以下の手順により修復を

行う。修復作業の一例を第2.1-3図に示す。 

    なお，現場確認により，単一設計箇所と二重化された箇

所で配管の形状（直管，エルボ管，分岐管）に違いはない

ことを確認しており，修復方法も様々な配管形状に対応で

きる工法であることから，いずれの箇所で故障が発生した

場合でも修復可能である。 

① 準備作業（修復用資機材運搬等） 

・修復用資機材は発電所構内に保管する。 

・修復用資機材は使用環境（耐圧性，耐熱性）を考

慮した仕様のものを準備する。 

② 修復箇所の作業性を確保する（高所の場合は足場を

設置する）。 

・現場の状況（修復箇所表面の温度，作業エリアの

汚染の状況等）に応じた保護具を装着する。 

・作業安全確保のため，原子炉建屋ガス処理系排風

機の隔離（スイッチ“停止” 及び電源“切”）

を行う。 

③ 破断面のバリ等の凹凸を除去し，チェーンブロック

等により芯合せを行う。 

④ 配管破断箇所に，修復用資機材（補修用パテ，クラ

ンプ等）を取り付ける。 

 

第2.1-3図 配管修復イメージ 

 

    修復は，破断箇所を特定した後に行うため，足場設置箇

所が限定できることから，足場の組立作業を含めても2日間

程度で修復可能である。 

    なお，当該作業を実施するに当たり，必要な隔離作業は

排風機の電源“切”及びスイッチの停止操作のみであり，

 ｂ．修復作業性 

全周破断箇所を特定した後，予め用意した修復資機材

により，以下の手順で修復を行う。修復状況の一例を別

紙 1-7に示す。 

なお，事象が収束し，当該系統を停止した後，配管取

替等により破断箇所を除去する。 

（ａ）作業準備（修復資機材運搬等）を行う。 

（ｂ）修復箇所が高所の場合は，足場を設置する。 

（ｃ）破断面のバリ等の凹凸を除去し，芯合わせを行

う。 

（ｄ）修復資機材（クランプ等）を取り付ける。修復

資機材には使用環境（耐圧性，耐熱性）を考慮した

仕様のものを準備する。 

 

なお，故障箇所を特定した後に修復を行うため，作

業エリアは限定でき，修復は高所作業を想定した場合

においても，２日間※で実施可能である。 

また，事故時対応として，当社内並びに協力会社及

びプラントメーカへの連絡体制を構築しており，作業

に必要な人数を確保することができる。 

※足場解体作業期間は１日間程度であるが，事故収

束後に行うため，ここには含めていない。 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は修復方

法の例等を別紙 1-7

～1-9で記載 
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手動による弁の閉止操作は必要ない。 

    また，修復作業については協力会社を含めた作業員の召

集体制，資機材の準備，作業手順，訓練の実施等の必要事

項を今後社内規程として整備する 

（ａ）配管部にピンホール・亀裂が生じた場合 

（補修方法の例） 

配管部にピンホール・亀裂が生じた場合は，損傷部にベロメタ

ル補修を実施することが妥当と考えている。作業方法は，図

2.1.2-3 に示すイメージの通り，配管破断位置を確認後に，破断

位置についてガラスクロステープ等のテープ類を巻き付けて固定

し，そのテープの上からベロメタルを塗り，硬化させることで配

管破断部を埋め，配管機能を修復する方法である。図 2.1.2-4 に，

小口径配管でのベロメタル補修の例を示す。 

   

 

図 2.1.2-3 ベロメタル補修の作業方法 
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図 2.1.2-4 ベロメタル補修の例示 

 

   

（修復方法の妥当性） 

ベロメタル補修については一般的な配管補修方法であるため，

配管機能を修復する方法として妥当と判断している。しかしなが

ら，更なる知見拡充として，修復方法の妥当性を，モックアップ

試験によって確認している。図 2.1.2-5 にモックアップ試験の試

験装置，図 2.1.2-6 にモックアップ試験時の写真を示す。本試験

では，非常用ガス処理系配管と同じような鋼材配管を準備し，配

管に亀裂損傷を模擬して，それらの損傷位置についてベロメタル

補修を行い，その後に当該配管の耐圧試験を行い試験圧力に耐え

られることを確認している。試験の結果，非常用ガス処理系配管

の最高使用圧力 24.52kPa を超える 32kPa に対し，漏えいが無い

ことを確認しており，当該配管の補修方法として妥当であること

が確認できている。 
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図 2.1.2-5 ベロメタル補修のモックアップ試験装置概要 

   

 

図 2.1.2-6 ベロメタル補修後の耐圧試験 

 

 

   

（作業工程） 

作業工程の概略予定を表 2.1.2-5 に示す。破断位置を確認後に

作業方法を検討し，作業計画を立てる。作業開始１日目は，主に

足場組立作業を実施し，ベロメタル補修作業のための環境を整え

る。２日目でベロメタル補修作業を行い，ベロメタル硬化を待つ。

その後，漏えい確認を実施し３日以内に修復作業を完了させる作

業工程を考えている。 

   

表 2.1.2-5 亀裂補修時の作業工程の概略予定 
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（作業訓練） 

ベロメタル補修作業は，事故時に修復作業が必要になった際に，

当社社員で対応できるよう訓練を実施する計画を検討している。

本作業に必要な訓練は，表 2.1.2-5 の作業工程でも示す通り足場

組立作業とベロメタル補修作業であり，これらの作業について技

量が必要なものについては訓練計画を定め，計画に従って訓練す

ることで修復作業の対応性を高めていく。 

これまでに実施している修復作業訓練のうち，当社社員による

足場組立及び足場解体作業訓練の状況を図 2.1.2-7～図 2.1.2-9 

に示す。非常用ガス処理系配管損傷時における補修作業用の足場

については，損傷箇所，損傷状況に応じて足場敷設方法を検討し

ていくことになるが，これらが柔軟に対応できるように屋内での

作業，屋外での作業を複数のケースで足場組立・解体作業訓練を

実施している。 

これまでの訓練実績としては平成 27 年 6 月 22～24 日，平成

27 年 6 月 29・30 日，平成 27 年 10 月 19～21 日・23 日，平成

28 年 5 月 16 日・30 日，平成 28 年 9 月 6～8 日，平成 28 年

11 月 7～10 日に実施しているが，今後も事故発生に備え，当社

社員による足場組立・解体作業の技量を高めるため，訓練計画を

立案し定期的に訓練を行うこととする。 

なお，非常用ガス処理系配管補修と同様に，中央制御室換気空

調系ダクトの補修についても足場が必要になることから，足場組

立・解体作業の訓練は中央制御室換気空調系ダクト補修の訓練と

しても実施している。 

   

 

図 2.1.2-7 足場組立・解体作業訓練（屋外①） 
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図 2.1.2-8 足場組立・解体作業訓練（屋外②） 

 

図 2.1.2-9 足場組立・解体作業訓練（屋内） 

 

 

（ｂ）配管が全周破断した場合 

（補修方法の例） 

配管が全周破断した場合は，破断・損傷部を切断・撤去し，そ

の間に耐圧ホースを取付ける「耐圧ホース取付補修」を実施する

ことが妥当と考えている。作業方法は図 2.1.2-10 で直管部，エ

ルボ部，ティ継手部がそれぞれ破断した場合について図示してい

るが，破断位置確認後，その破断面等の損傷部を配管切断装置等

で切断し，切断したスペースに耐圧ホースをホースバンド等で取

付けることで配管機能を修復する方法である。 
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図 2.1.2-10 耐圧ホース取付補修イメージ 

 

   

（修復方法の妥当性） 

耐圧ホース取付補修作業は，非常用ガス処理系配管の系統設計

圧力，温度に応じた耐圧ホースを選定し，配管機能を修復する方

法として妥当である。修復方法の妥当性については，モックアッ

プ試験によって確認している。図 2.1.2-11 に耐圧ホース取付補

修作業概要，図 2.1.2-12 にモックアップ試験の装置概要を示す。 

非常用ガス処理系配管の補修作業は，損傷部を配管ごと切断し，

切断した部分に耐圧ホースを取り付ける工法である。配管切断面

については，耐圧ホースを取り付け易くするため，火災防護対策

を施した上で切断面の磨きを行い，耐圧ホースと配管の口径調整

のために，磨き面に接着剤を塗布しシリコンゴムを巻き付ける。

その後，磨き面に耐圧ホースを接続しバンドで固縛し，密閉性を

高めるためにシリコンゴムと耐圧ホースの接続部をコーキング剤

で密閉する。 

上記の通り配管に取り付けた耐圧ホースについて，ブロアによ

り通気試験を実施し，流路を確保するための十分な機能が確保で

きることを確認している。 
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図 2.1.2-11 耐圧ホース取付補修作業概要 

   

 

図 2.1.2-12 耐圧ホース取付補修のモックアップ試験装置概要 

   

 

（作業工程） 

作業工程の概略予定を表 2.1.2-6 に示す。破断位置を確認後に

作業方法を検討し，作業計画を立てる。作業開始１日目は，主に

足場組立作業を実施し，耐圧ホース取付補修作業のための環境を

整える。２日目で損傷配管の切断及び干渉物撤去等を行い，３日

目に耐圧ホースを取付け，漏えい確認を実施し３日以内に修復作

業を完了させる作業工程を考えている。 
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表 2.1.2-6 全周破断時の作業工程の概略予定 

 

   

（作業訓練） 

耐圧ホース取付補修作業は，事故時に修復作業が必要になった

際に当社社員または発電所構内企業により対応ができるよう体制

を整備する。本作業工程にある足場組立作業，配管切断作業，ホ

ース取付作業について技量が必要となるものにつては訓練計画を

定め，計画に従って訓練することで修復作業の対応性を高めてい

く。 

 

   

（ウ）修復作業時の作業環境に係る線量評価 

修復作業時は，原子炉建屋原子炉区域内のＦＰによる被ばくに

加えて，フィルタに補集されたＦＰからの直接ガンマ線による被

ばくも考慮する必要がある。このとき，原子炉建屋原子炉区域内

は一定のＦＰ濃度と考えると，（2）で示した設計基準事故（原子

炉冷却材喪失，燃料集合体の落下）時において，作業員の被ばく

の観点から最も過酷な条件となるのは，フィルタユニットを設置

している部屋（ＳＧＴＳ室）での修復作業となることから，ＳＧ

ＴＳ室における線量率の評価を実施した。 

原子炉冷却材喪失時の評価条件の中で原子炉設置変更許可申請

書添付書類十 3.4.4 原子炉冷却材喪失から変更したものを表

2.1.2-7 に，評価結果を表 2.1.2-8 に示す。 

 

 

ｃ．修復作業での被ばく評価 

    原子炉建屋ガス処理系の静的機器の単一故障を想定し，

修復作業における被ばく評価を実施した。 

    原子炉建屋ガス処理系の配管修復を行う際の前提を，条

件が厳しくなる燃料集合体の落下として，以下の条件で被

ばく評価を行った。 

・ 事故発生から20日後の線量率を用いる。 

・ 1人当たりの作業時間を4時間とする。 

・  作業場所は単一設計箇所でフィルタに最も接近す

るフィルタから2mの位置とする。 

・ 保守的にマスク等の防護装備の効果は見込まない。 

    評価の結果，作業員の被ばく線量は約 52mSv となり，災

害発生時の復旧作業であることから緊急作業時の線量限度

（100mSv）と比較すると，それを下回っていることを確認

した。評価結果を第 2.1-11表に示す。 

 

ｃ．修復作業時の作業環境評価 

非常用ガス処理系配管の修復を行う際の作業環境評価

を，作業員の被ばく線量が最も厳しくなると想定される

フィルタ近傍の配管（単一設計箇所に接続され隔離がな

されない部分）及び最も修復に時間を要する配管の評価

を実施した。 

（ａ）フィルタ近傍の配管 

評価条件を以下に示す。 

・燃料集合体の落下を対象とする。 

・事故発生から 30 日経過後に作業着手することと

し，着手時点での実効線量率を用いる。 

・フィルタに最も近接している配管（フィルタ表面

から１m）の破断を想定し，１人当たりの作業時間を４

時間とする。 

・作業員は全面マスク（PF50）を着用する。 

・フィルタに蓄積された放射性物質からの直接γ線

による外部被ばくについても考慮する。 

作業環境中の評価結果は表 2.1.2-9 に示すとおりであ

り，作業時間の制限及び 作業員の交替を行うことによ

り，作業員の被ばく量は緊急時作業に係る線量限度

（100mSv）に照らしても修復が可能であることを確認し

た。 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，よう

素放出量の多い燃料

集合体落下事故にお

いて，フィルタ近傍

の配管と最も修復に

時間を要する配管の

それぞれについて，

作業環境評価を実施

している 

【東海第二】 

評価が最も厳しい条

件として島根２号炉

と同じ燃料集合体落

下時における評価を

実施している点は同

じだが，詳細条件は

相違がある 
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表 2.1.2-7 非常用ガス処理系配管修復時 線量率評価条件（ＬＯ

ＣＡ，変更点） 

 

 

   

表 2.1.2-8 非常用ガス処理系配管修復時 線量率評価結果（ＬＯ

ＣＡ） 

 

作業員１人当たりの作業時間を８時間とすると，表 2.1.2-8 よ

り原子炉冷却材喪失時の配管修復における被ばく線量は作業員１

人当たり最大約 4.9mSv となり，緊急時作業に係る線量限度

100mSv に照らしても，修復可能であることを確認した。 

第 2.1-11表 配管修復作業の被ばく評価 

 

 

    なお，修復作業の被ばく評価にあたっては，事故発生か

ら 20日後に作業を開始することとしている。これは，緊急

作業時の線量限度（100 mSv）を満足できる範囲で，原子炉

建屋ガス処理系の機能を最も早期に回復させるために設定

した作業実施時期である。 

    実運用においては，作業員の被ばく低減を考慮した上で，

修復作業の実施時期を決定する。 

表 2.1.2-9 作業環境評価結果 

 

 

 

 

 

このとき，修復作業を３日間と仮定すると，（2）表 2.1.2-2 の

条件で評価した総放出量のうち，希ガス約 62％，よう素約 81％が

修復作業によって非常用ガス処理系によるよう素除去有り・非常

用ガス処理系の排気口放出に変わることとなる。その結果，大気

拡散条件を表 2.1.2-2 の放出位置毎の値の通りとすると，敷地境

界外の実効線量は 6 号炉では約 8.6×10-4mSv，7 号炉では約

6.7×10-4mSv となり，修復作業によって実効線量が約５分の１に

 （ｂ）最も修復に時間を要する配管 

評価条件を以下に示す。 

・燃料集合体の落下を対象とする。 

・作業員の被ばく線量が最も厳しくなるよう，事故発生

から 24時間後（故障発生直後）から作業に着手するこ

ととし，故障発生直後の実効線量率を用いる。 

・最も修復に時間を要する箇所の破断を想定し，１人当

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は最も修

復に時間を要する配

管についても，作業

環境評価を実施した 
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なることを確認した。 

また，燃料集合体の落下時の評価条件の中で原子炉設置変更許

可申請書添付書類十 3.4.3 燃料集合体の落下から変更したもの

を表 2.1.2-9 に，評価結果を表 2.1.2-10 に示す。 

 

 

 

たりの作業時間を４時間とする。 

・作業員は全面マスク（PF50）を着用する。 

・当該作業場所はフィルタ設置エリアと壁を隔てて，異

なるエリアとなるため，フィルタに蓄積された放射性

物質からの直接γ線による外部被ばくは考慮しない。 

作業環境中の評価結果は表 2.1.2-10 に示すとおりであ

り，作業員の被ばく量は緊急時作業に係る線量限度

（100mSv）に照らしても修復が可能であることを確認した。 

表 2.1.2-9 非常用ガス処理系配管修復時 線量率評価条件（ＦＨ

Ａ，変更点） 

 

   

表 2.1.2-10 非常用ガス処理系配管修復時 

線量率評価結果（ＦＨＡ） 

 

 表 2.1.2-10 作業環境評価結果 

 

 

 

 

作業員１人当たりの作業時間を８時間とすると，表 2.1.2-10 よ

り燃料集合体の落下時のダクト修復における被ばく線量は作業員

１人当たり最大約 59mSv となり，緊急時作業に係る線量限度

100mSv に照らしても，修復可能であることを確認した。このとき，

修復作業を３日間と仮定すると，（2）表 2.1.2-3 の条件で評価し

た総放出量のうち，希ガス約 0.00000005％，よう素約 0.0000004％
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が修復作業によって非常用ガス処理系によるよう素除去有り・非

常用ガス処理系の排気口放出に変わることとなる。その結果，大

気拡散条件を表 2.1.2-3 の放出位置毎の値の通りとすると，敷地

境界外の実効線量は 6 号炉では約 4.0×10-1mSv，7 号炉では約

3.1×10-1mSv となり，修復作業を行っても実効線量はほぼ変わら

ないことを確認した。 

 

以上から，（2）で示した設計基準事故（原子炉冷却材喪失，燃

料集合体の落下）時において，線量の観点からは修復可能である

ことを確認した。 

③フィルタユニット破損（リーク発生）時の修復可能性 

非常用ガス処理系において単一設計を採用しているフィルタユニ

ットを図 2.1.2-13 に示す。 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の SGT フ

ィルタは多重化して

いる 

 

図 2.1.2-13 非常用ガス処理系フィルタユニット 

   

図 2.1.2-13 に示すフィルタユニットにリークが発生すること

を想定し，修復可能性を検討する。 

   

（ア）検知性 

事故時の非常用ガス処理系作動時において，中央制御室内では

原子炉建屋内の負圧維持を監視計器により確認する。当該系統フ

ィルタユニットの破損（リーク発生）により系統の機能維持に悪

影響が生じた場合，原子炉建屋内の負圧に影響を与えるため，原

子炉建屋差圧を監視することにより，系統機能への悪影響を検知

することが可能である。 

また，系統機能に悪影響を与えるような損傷については，現場

においては目視等で破損位置を特定可能と考えている。 

   

（イ）修復作業性 

フィルタユニットの破損に対する修復は，配管破損に対する修

復と同様に，ベロメタル等による方法から現場状況に応じた最適

な方法を選択することで，確実な修復が可能である。これらの修

復用資機材は発電所構内に保管する計画としている。 
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イメージを図 2.1.2-14 に示す。 

 

図 2.1.2-14 フィルタユニットのベロメタル補修イメージ 

 

   

（ウ）修復作業時の作業環境に係る線量評価 

フィルタユニットを設置している部屋（ＳＧＴＳ室）での修復

作業となることから，線量率の評価結果は②と同様に，表 2.1.2-8 

及び表 2.1.2-10 となる。 

   

作業員１人当たりの作業時間を８時間とすると，表 2.1.2-8 よ

り原子炉冷却材喪失時のフィルタユニット修復における被ばく線

量は作業員１人当たり最大約 4.9mSv となり，緊急時作業に係る

線量限度 100mSv に照らしても，修復可能であることを確認した。 

 

また，表 2.1.2-10 より燃料集合体の落下時のフィルタユニッ

ト修復における被ばく線量は作業員１人当たり最大約 59mSv とな

り，緊急時作業に係る線量限度 100mSv に照らしても，修復可能

であることを確認した。 

 

以上から，（2）で示した設計基準事故（原子炉冷却材喪失，燃

料集合体の落下）時において，線量の観点からは修復可能である

ことを確認した。 

 

   

④フィルタユニット閉塞時の修復可能性 

図 2.1.2-13 に示すフィルタユニットに閉塞が発生することを

想定し，修復可能性を検討する。 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の SGT フ

ィルタは多重化して

いる 
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（ア）検知性 

事故時の非常用ガス処理系作動時において，中央制御室内では

原子炉建屋内の負圧維持を監視計器により確認する。当該系統フ

ィルタユニットの閉塞により系統の機能維持に悪影響が生じた場

合，原子炉建屋内の負圧に影響を与えるため，原子炉建屋差圧を

監視することにより，系統機能への悪影響を検知することが可能

である。 

また，系統機能に悪影響を与えるような閉塞については，各フ

ィルタ差圧の傾向を確認することで位置を特定可能と考えてい

る。 

   

（イ）修復作業性 

フィルタユニット閉塞時に対する修復箇所として，チャコール

フィルタ，プレフィルタ，高性能フィルタがある。それらフィル

タ交換作業のうち，最も時間を要するチャコールフィルタ取替作

業を代表として，以下に手順を示す。 

   

ⅰ．作業準備（修復資機材運搬等） 

フィルタの予備品は発電所構内に保管する計画としており，台

車等で運搬可能である。チャコール充填排出装置は非常用ガス処

理系フィルタ装置室内で保管しており運搬不要である。 

ⅱ．チャコール充填用足場設置 

ⅲ．充填排出装置設置 

ⅳ．フィルタユニット開放 

ⅴ．既設チャコール排出 

ⅵ．新チャコール充填 

ⅶ．フィルタユニット復旧 

   

チャコールフィルタの取り替えについては，検知後，３日間で

可能である。 

（内訳：ⅰⅱⅲ１日，ⅳⅴ１日，ⅵⅶ１日，計３日間） 

チャコールフィルタ活性炭抜き取り作業（ⅴ）のイメージを図

2.1.2-15に，チャコールフィルタ活性炭充填作業（ⅵ）のイメー

ジを図 2.1.2-16 に示す。 

 

修復作業については，協力企業にて取替実績もあり施工手順も

配備されている。 
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図 2.1.2-15 チャコールフィルタ活性炭抜き取り作業 

   

 

図 2.1.2-16 チャコールフィルタ活性炭充填作業 

   

（ウ）修復作業時の作業環境に係る線量評価 

フィルタユニットを設置している部屋（ＳＧＴＳ室）での修復

作業となることから，線量率の評価結果は②と同様に，表 2.1.2-8 

及び表 2.1.2-10 となる。 

作業員１人当たりの作業時間を８時間とすると，表 2.1.2-8 よ

り原子炉冷却材喪失時のフィルタユニット修復における被ばく線

量は作業員１人当たり最大約 4.9mSv となり，緊急時作業に係る

線量限度 100mSv に照らしても，修復可能であることを確認した。 

 

また，表 2.1.2-10 より燃料集合体の落下時のフィルタユニッ

ト修復における被ばく線量は作業員１人当たり最大約 59mSv とな

り，緊急時作業に係る線量限度 100mSv に照らしても，修復可能

であることを確認した。 

 

以上から，（2）で示した設計基準事故（原子炉冷却材喪失，燃

料集合体の落下）時において，線量の観点からは修復可能である

ことを確認した。 
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 ｄ．修復後について 

    原子炉建屋ガス処理系の静的機器の単一故障箇所につい

て，補修用パテ，クランプ等で修復することとしているが，

これらは早期に安全機能を回復し，故障の影響を低減させ

ることを目的とした応急処置である。したがって，事故収

束後は故障箇所に対して技術基準に適合する取替・修理を

行う。 

 

ｄ．修復後について 

    非常用ガス処理系の静的機器の単一故障箇所について，

補修用パテ，クランプ等で修復することとしているが，こ

れらは早期に安全機能を回復し，故障の影響を低減させる

ことを目的とした応急処置である。したがって，事故収束

後は故障箇所に対して技術基準に適合する取替・修理を行

う。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，事故

時の修復以降の対応

について記載してい

る 

2.1.2.2 基準適合性 

2.1.2.1（2）及び（3）の通り，非常用ガス処理系の静的機器の

うち単一設計を採用している配管及びフィルタユニットにおい

て，非常用ガス処理系に要求される「格納容器内又は放射性物質

が格納容器内から漏れ出た場所の雰囲気中の放射性物質の濃度低

減機能」に影響を及ぼすような故障が発生した場合には，安全上

支障のない期間に修復が可能であることを確認した。 

 

従って，静的機器の単一故障の想定は不要と記載されている３

条件のうちの 

①想定される最も過酷な条件下においても，その単一故障が安全

上支障のない期間に除去又は修復できることが確実である場合

に該当することを確認した。 

 

以上から，非常用ガス処理系の静的機器のうち単一設計を採用

している配管及びフィルタユニットについては，設置許可基準規

則第 12 条の解釈に従い，その単一故障を仮定しないこととする。 

 

 

 

(4) 総合評価 

   原子炉建屋ガス処理系の配管のうち単一設計の箇所につい

て，当該設備に要求される格納容器又は放射性物質が格納容

器内から漏れ出た場所の雰囲気中の放射性物質の濃度低減機

能が喪失する想定として，最も過酷な条件になると想定され

る配管の全周破断を仮定した。 

   これまでの評価により，設計基準事故時において，非居住

区域境界外での被ばくによる実効線量の評価値及び修復作業

に従事する作業員の被ばくによる実効線量の評価値はいずれ

も判断基準を満足することから，単一設計箇所の静的機器の

故障が安全上支障のない期間に確実に除去又は修復できるこ

とを確認した。 

 

 

   以上から，故障箇所の検知性及び修復性，作業時の被ばく

及び公衆の被ばくの観点から，設置許可基準規則第12条の解

釈5に記載されている「想定される最も過酷な条件下において

も，その単一故障が安全上支障のない期間に除去又は修復で

きることが確実であれば，その単一故障を仮定しなくてよ

い。」に適合することを確認した。 

 

2.1.2.2 基準適合性 

  非常用ガス処理系の配管の一部については，当該設備に要

求される格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出

た場所の雰囲気中の放射性物質の濃度低減機能が喪失する単

一故障として，想定される最も過酷な条件となる配管の全周

破断を仮定した。これまでの説明のとおり，修復期間を考慮

しても設計基準事故時の放射性物質の漏えい時の敷地境界外

等の被ばくによる実効線量の評価値が，判断基準を満足する

ことから，安全上支障のない期間に除去又は修復できること

を確認した。従って，静的機器の単一故障の想定は不要と記

載されている３条件のうちの 

① 想定される最も過酷な条件下においても，その単一故

障が安全上支障のない期間に除去又は修復できること

が確実である場合に該当することを確認した。 

   以上から，非常用ガス処理系の静的機器のうち単一設計を

採用している配管の一部については，設置許可基準規則第 12

条の解釈に従い，その単一故障を仮定しないこととする。 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の SGT フ

ィルタは多重化して

いる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の SGT フ

ィルタは多重化して

いる 
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2.1.3 格納容器スプレイ冷却系 

2.1.3.1 単一故障仮定時の安全機能の確認結果 

 

 

 

 

 

 

（1）設備概要 

格納容器スプレイ冷却系は，残留熱除去系のうち２系統が有す

る格納容器スプレイ冷却モードとしての機能であり，事故時の格

納容器の冷却機能を有する系統である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格納容器スプレイ冷却系の系統概略図を図 2.1.3-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.4 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）の基準適合性 

   

ここでは，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）の単一

設計箇所について，設置許可基準規則第 12条の解釈 5に記載さ

れている「単一故障を仮定することで系統の機能が失われる場

合であっても，他の系統を用いて，その機能を代替できること

が安全解析等により確認できれば，当該機器に対する多重性の

要求は適用しない。」に適合することを確認した。 

 (1) 設備概要 

   残留熱除去系の運転モードの一つである格納容器スプレイ

冷却系は，原子炉冷却材喪失後にサプレッション・チェンバ

の水をドライウェル内及びサプレッション・チェンバ内にス

プレイすることによって，原子炉格納容器の温度，圧力を低

減させるとともに，原子炉格納容器内に浮遊している放射性

物質が原子炉格納容器外に漏えいするのを抑制する機能を有

する。 

本系統の流量のうち，約 95％がドライウェル内に，残りの

約 5％がサプレッション・チェンバ内にスプレイされる。 

   本系統の機器は耐震Ｓクラスで設計している。 

   残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）は，第 2.1-4 図

に示すとおり，スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ

側）については単一設計となっているが，その他の機器は動

的機器を含め多重化されている。当該スプレイヘッダの仕様

を第 2.1-12表に示す。 

2.1.3 残留熱除去系 

2.1.3.1 単一故障仮定時の安全機能の確認結果 

残留熱除去系の単一設計箇所について，設置許可基準規則第

12条の解釈５に記載されている「単一故障を仮定することで系

統の機能が失われる場合であっても，他の系統を用いて，その

機能を代替できることが安全解析等により確認できれば，当該

機器に対する多重性の要求は適用しない。」に適合することを

確認した。 

（１）設備概要 

残留熱除去系は，設計基準事故（原子炉冷却材喪失）

時に原子炉再冠水完了後，低圧注水モードから格納容器

冷却モードに切替え，格納容器内の熱を除去する。 

 

 

 

 

本系統は，約 95％流量をドライウェル内に，残りの約

５％をサプレッション・チェンバ内にスプレイする。 

当該系統の機器は耐震Ｓクラスで設計している。 

当該系統は，ポンプ，弁，配管等から構成されており，

図 2.1.3-1に示すとおり，スプレイヘッダ（サプレッシ

ョン・チェンバ側）は単一設計となっているが，その他

の機器は配管，動的機器を含め多重化としている。 

 

スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）の仕

様を表 2.1.3-1に，敷設状況を図 2.1.3-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は S/C 側

のスプレイヘッダの

み単一設計 
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図 2.1.3-1 格納容器スプレイ冷却系 系統概略図 

（   ：単一設計の静的機器） 

 

 

 
 

 

第 2.1-4 図 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）系統概要

図 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.3-1 残留熱除去系（格納容器冷却モード）系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

図 2.1.3-1 に示す通り，格納容器スプレイ冷却系の動的機器で

ある残留熱除去系ポンプ・弁は全て二重化しており，格納容器ス

プレイ・ヘッダ（ドライウェル，サプレッション・チェンバ）が

単一設計となっている。 

これらの単一設計箇所の材質・塗装有無・内部流体（通常時，

設計基準事故時）・設置場所を表 2.1.3-1 に示す。 
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表 2.1.3-1 格納容器スプレイ冷却系 単一設計静的機器 

 

第 2.1-12表 スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）仕

様 

 

 

表 2.1.3-1 スプレイヘッダ仕様 

 

 

 

・設備の相違 

 

  

 

 図 2.1.3-2 スプレイヘッダ敷設状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は写真を

掲載 
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 (2) 対象機器の影響評価 

 

 

 

 

 

  ａ．故障の可能性 

   (a) 想定される故障に対する設計上の考慮 

     スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）の信

頼性について，想定される故障に対する設計上の考慮を

第 2.1-13表に示す。この結果，スプレイヘッダ（サプレ

ッション・チェンバ側）は十分な信頼性を有している。 

第 2.1-13表 想定される故障に対する設計上の考慮 

 

     さらに，前述の炭素鋼材の大気暴露試験による腐食進

展結果（第 2.1-2図）によると，10年経過時の腐食量が

0.5 ㎜以下であることから，40 年経過したとしても減肉

量は 2mm以下である。 

 

また，スプレイヘッダは内部に水が停滞しない構造で

あり，加えて，プラント運転中のサプレッション・チェ

ンバは窒素置換により酸素濃度を低減しており，腐食速

度は更に低いと考えられることから，スプレイヘッダは

十分な信頼性を有している。 

 

 

 

（２）対象機器の影響評価 

 

 

 

 

 

ａ．故障の可能性 

炭素鋼配管の大気曝露試験による腐食進展結果（図

2.1.3-3）によると，約 40年経過したとしても減肉量は僅か

１mm程度であり，配管肉厚（6.0mm）に対して十分小さいこ

とから配管に貫通欠陥が生じるような腐食進展の可能性は低

い。 

スプレイヘッダの定期的な外観目視及びスプレイヘッダ内

面の確認結果により，有意な腐食は発生しておらず，表

2.1.3-2に示すとおり，想定される劣化モードに対して，定

期的な検査等の保守，管理を適切に行うことにより，設備の

健全性は確保できる。 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，対象

機器の影響評価につ

いて項目を設けて記

載 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は腐食に

よる故障可能性を記

載 
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   (b) 保守管理 

     ファイバースコープによる内部点検やノズルを取り外

しての目視点検を行い，腐食等の異常がないことを確認

している。 

 

図 2.1.3-3 鋼の長年月大気曝露試験 

出典：C.P.Larrabee and S.K.Coburn,Metallic 

Corrosion,p276,Butterworth,London(1961) 

 

表 2.1.3-2 点検内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (c) 過去の故障実績 

     残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）の単一設計

箇所について工事報告書及び不適合管理票により確認し

た結果，当該箇所についてこれまでに故障実績はなかっ

た。また，原子力施設情報公開ライブラリー（ニューシ

ア）等※において共有されている過去の故障事例を確認

した結果，格納容器スプレイヘッダに関する故障実績は

なかった。 

このため，機能性能に影響を与える腐食が発生する可

能性は低いと評価する。  

      ※ ＢＷＲ事業者協議会（ＪＢＯＧ），一般社団法

人原子力安全推進協会及び電気事業者連合会 

 

 

 ・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は過去の

故障実績について別

紙１-参考１「過去の

不具合事例とその対

応」に記載 

 

   ｂ．故障の仮定 

    残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）のスプレイヘ

ッダ（サプレッション・チェンバ側）については，上述の

とおり軽微な腐食程度しか想定されず，運転条件，環境条

ｂ．故障の仮定 

対象機器となるスプレイヘッダ（サプレッション・チェン

バ側）について，影響評価を実施する上で仮定する単一故障

を検討した。スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は運転時

の環境条件等から，
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件等から最も過酷な条件を想定しても，全周破断の発生は

考えにくい。 

 しかしながら，系統機能を喪失させる故障を仮定する観

点から，配管１箇所の全周破断を仮定する。 

なお，以下の理由によりスプレイヘッダに閉塞事象が発

生することはない。 

・ 水源であるサプレッション・チェンバにはストレー

ナ（孔径 2.0㎜）が設けられており，その孔径は，

系統内で最も狭隘なスプレイノズルの穴径（4.4mm）

に対して十分小さい。また，サプレッション・チェ

ンバについては，塗装状態の確認や異物混入状況の

確認を実施している。 

・ 系統内における異物として，脱落した機器の内部部

品や配管内のクラッドが想定される。機器の内部部

品については弁の弁体，ポンプのインペラが考えら

れるが，これらは多重化された範囲内に設置されて

おり，形状的に各機器内に留まるためスプレイヘッ

ダを閉塞させることはない。また，当該系統はテス

トラインを使った定期試験により水を循環運転さ

せていることから，スプレイノズルを閉塞させるよ

うなクラッドの発生はない。 

なお，サプレッション・チェンバスプレイラインの

隔離弁からスプレイヘッダまでの配管はサプレッ

ション・チェンバとつながっており，プラント運転

中は窒素置換され酸素濃度を低減した環境となっ

ている。 

に想定される劣化モードは腐食であり，上述のとおり微小な

腐食程度しか考えられず，貫通欠陥は考えにくい。 

運転条件，環境条件等から最も過酷な条件を想定しても，

スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）に腐食孔が

発生する可能性はあるものの，全周破断は考えられない。 

ただし，系統機能を喪失させる故障を仮定する観点から，

評価上，全周破断を仮定する。 

なお，スプレイヘッダは，サプレッション・チェンバ内の

気相部の上方に配置しており，通常内部に異物が混入するこ

とはなく，使用時においても内部流体は水であり，水源とな

るサプレッション・チェンバ内にストレーナを設置しており，

ストレーナの孔径 ）に対して，スプレイヘッダの口径

は十分大きく（100A），スプレイノズルの最小流路幅は

であるため，閉塞は考えられない。 

また，当該系統内部の構成品及び外部衝撃による閉塞の可

能性について検討した結果，別紙 1-6に示すとおり，スプレ

イヘッダの閉塞は考えられない。

故障の仮定に関する整理表を表 2.1.3-3に示す。 

スプレイヘッダの故

障可能性は低いが，

評価上は全周破断を

仮定している 
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 表 2.1.3-3 故障の仮定に関する整理表 

 

 

 

（2）静的機器の単一故障が発生した場合の影響度合い 

単一設計となっている格納容器スプレイ・ヘッダにおいて，仮

に閉塞が発生した場合においても，格納容器スプレイ・ヘッダは

環状に繋がっており，かつ流体を移送する二重化した系統は異な

る箇所で接続しているため，閉塞箇所を迂回して流体を移送する

ことが可能であり，影響はない。 

しかしながら，仮に破損が発生した場合の影響度合いを確認す

るため，これによって事故発生から 15 分後の格納容器スプレイ

冷却モードへの運転モード切替時に格納容器スプレイ冷却系のス

プレイ機能が使用できなくなったと仮定して評価した。 

設計基準事故の中で格納容器スプレイ冷却系の機能に期待してい

るのは，原子炉冷却材喪失時である。ただし，格納容器内圧力及

びドライウェル内温度のピークは破断した配管からの高温の水の

流出が終了するタイミングであり，非常用炉心冷却系によって原

子炉圧力容器内に注水した低温の水が破断した配管から溢水し始

めた時点で格納容器内圧力及びドライウェル内温度は大きく低下

する。格納容器スプレイ冷却系に期待しているのは，この非常用

炉心冷却系の水が溢水した後である。その後，格納容器内圧力，

温度は緩やかに上昇し，残留熱除去系熱交換器の性能によって規

定される格納容器スプレイ冷却系の除熱量と崩壊熱が等しくなる

時点から緩やかに下降する。このタイミングがサプレッション・

チェンバ内温度のピークである。（図 2.1.3-2，図 2.1.3-3 参照） 

このような事象の特徴から，格納容器スプレイ・ヘッダの破損

によって格納容器スプレイ冷却系のスプレイ機能が使用不可とな

っても，切り替え操作なしに格納容器スプレイ・ヘッダの破損箇

所からそのまま格納容器内に注水することで循環による除熱が可

能であり，格納容器圧力・温度のピーク値に変化を与えることな

  ｃ．仮定した故障による影響評価 

    残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）は，事故時に

上昇する原子炉格納容器の圧力，温度を低減するものであ

ることから，単一設計箇所の静的機器の故障を仮定した場

合の影響評価として原子炉格納容器の圧力，温度の評価を

行う。 

    前提とする事故については，設置変更許可申請書添付書

類十の安全評価で，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却

系）の機能に期待している原子炉冷却材喪失とする。 

   (a) 故障箇所の想定 

     スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）はリ

ング状になっており，スプレイヘッダ（サプレッション・

チェンバ側）のどの部位に全周破断を想定しても同じ評

価結果となる。故障想定箇所（配管１箇所）の概略を第

2.1-5図に示す。 

 

 

 

第2.1-5図 スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側） 

配管全周破断箇所の想定 

 

ｃ．仮定する故障による影響評価 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）は，事故（原子炉冷

却材喪失）時に，格納容器内の熱を除去するものであること

から，静的機器の単一故障を仮定した場合の格納容器内の温

度・圧力の評価を実施する。 

 

前提とする事故については，設置変更許可申請書添付書類

十の安全評価で，残留熱除去系（格納容器冷却モード）の機

能に期待している原子炉冷却材喪失とする。 

（ａ）故障想定箇所 

  スプレイヘッダはリング形状となっているため，故障箇

所はヘッダのどの部位でも同様の評価結果となる。故障想

定箇所の概略を図 2.1.3-4に示す。 

 

 

 

 

 

図 2.1.3-4 故障想定箇所概要図 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は S/C 側

のスプレイヘッダの

み単一設計 
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く，動的機器の単一故障を仮定した場合と同等の性能で格納容器

内の除熱を行うことができる。 

なお，格納容器スプレイ冷却系を用いず，残留熱除去系熱交換

器を用いて除熱しつつ原子炉圧力容器内に低圧注水を行うことで

も，原子炉圧力容器と格納容器が破断した配管を通じて繋がって

いるため，格納容器内の除熱を行うことができる。 

また，静的機器の単一故障を想定する場合は，使用可能な動的

機器が増えることから，格納容器内の除熱を行う系統を増やすこ

とも可能であり，更なる格納容器内の除熱を行うことも可能であ

る。 

   (b) 故障の発生時期 

     残留熱除去系の格納容器スプレイ冷却系への手動切替

は，事故後15分であることから，故障が発生する時間は，

設置許可基準規則の解釈第12条第5項に基づき，事故発生

から15分後とする。 

 

 

   (c) 評価条件 

     スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）が全

周破断した場合であっても，熱交換器で冷却したプール

水が，破断口よりサプレッション・チェンバ内に注水さ

れることとなる。原子炉冷却材喪失において，ドライウ

ェルに放出された蒸気は，サプレッション・プール内で

凝縮されるため，サプレッション・チェンバにおいては，

スプレイと注水で圧力及び温度の挙動に大きな相違はな

く，評価結果への影響は小さい。 

     しかしながら，評価上は保守的に破断口から注水され

る水がサプレッション・チェンバの冷却に寄与しないも

のとした。 

 

     原子炉冷却材喪失における，添付書類十の評価条件で

ある動的機器の単一故障を仮定したベースケースと，ベ

ースケースの評価条件に加えて単一設計箇所の静的機器

の故障を考慮したケースの評価条件の比較を第 2.1-14

表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）故障の発生時期 

残留熱除去系の格納容器冷却モード（格納容器冷却系）

への手動切替は，10分間の時間的余裕，操作に要する時間

等を適切に見込んで事故後 15分であることから，故障が発

生する時間は，設置許可基準規則第 12条の解釈５に基づ

き，事故発生から 15分後とする。 

 

 （ｃ）評価結果 

    故障としてスプレイヘッダの全周破断を仮定しても破断

口からは，残留熱除去系の熱交換器で冷却された水がサプ

レッション・チェンバ内に注水されることとなる。原子炉

冷却材喪失事象において，ドライウェルに放出された蒸気

はベント管を通じてサプレッション・プールで凝縮される

ため，サプレッション・プールへはスプレイであっても注

水であっても挙動に大きな相違はなく，評価結果への影響

は小さい。 

    ここでは，保守的に，スプレイヘッダ（サプレッション・

チェンバ側）の破断口から流出する冷却水が，サプレッシ

ョン・チェンバのプール水の冷却に寄与しないものとして

評価を行った。 

その結果は以下に示すとおりであり，既設置許可添付書

類十における評価結果が包絡することを確認した。 
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第 2.1-14表 評価条件の比較（原子炉冷却材喪失） 

 

ア．評価条件 

既設置許可添付書類十における評価条件から変更となる

条件を表 2.1.3-4に示す。 

表 2.1.3-4 評価条件の比較（原子炉冷却材喪失） 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

東海第二はスプレイ

ヘッダの単一故障に

よる S/C 側スプレイ

機能喪失を想定した

上で，保守的に RHR

も１系統のみ使用可

能として評価。 

島根２号炉では，ス

プレイヘッダによる

格納容器冷却の使用

期間は長期間である

ことから，スプレイ

ヘッダの単一故障を

想定した場合に，RHR

は２系統に期待でき

ることを前提条件と

して評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (d) 評価結果 

     第 2.1-15表，第 2.1-6図及び第 2.1-7図に示すとおり，

仮に単一設計箇所であるスプレイヘッダ（サプレッショ

ン・チェンバ側）の全周破断によるスプレイ機能の喪失

を仮定した場合であっても，原子炉格納容器の最高使用

圧力及び最高使用温度を超えないことを確認した。 

     なお，設計基準事故のうち原子炉冷却材喪失では，ス

プレイ機能による放射性物質の低減効果に期待した非居

住区域境界外での実効線量を評価している。原子炉冷却

材喪失では原子炉冷却材がドライウェルに放出されるこ

と，影響評価においてもドライウェル側のスプレイ流量

はベースケースと同じであることを考慮すると，仮に単

一設計箇所であるスプレイヘッダ（サプレッション・チ

ェンバ側）の全周破断によるスプレイ機能の喪失を仮定

した場合であっても，周辺公衆の実効線量については，

ベースケースからの変更はない。 

 イ．評価結果 

評価結果は表 2.1.3-5，図 2.1.3-5，図 2.1.3-6に示すと

おり，格納容器の最高使用温度及び最高使用圧力を十分下

回っており，既設置許可添付書類十の評価結果の包絡性を

確認した。 

 

なお，設計基準事故のうち原子炉冷却材喪失では，スプ

レイ機能による放射性物質の低減効果に期待した敷地境界

外での実効線量を評価している。原子炉冷却材喪失では原

子炉冷却材がドライウェルに放出されること，影響評価に

おいてもドライウェル側のスプレイ流量はベースケースと

同じであることを考慮すると，仮に単一設計箇所であるス

プレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）の全周破断

によるスプレイ機能の喪失を仮定した場合であっても，周

辺公衆の実効線量については，ベースケースからの変更は

ない。 
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 第 2.1-15表 評価結果の比較（原子炉冷却材喪失） 

 

表 2.1.3-5 評価結果の比較（原子炉冷却材喪失） 

  

 

・設備の相違 

 
図 2.1.3-2 格納容器圧力変化 

（設置変更許可申請書 添付書類十 3.5.1） 

 

 

 

第 2.1-6図 評価結果（原子炉格納容器温度 

 

 

図 2.1.3-5 評価結果（格納容器内温度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

 

図 2.1.3-3 格納容器温度変化 

（設置変更許可申請書 添付書類十 3.5.1） 

 

 

 

 

 

第 2.1-7図 評価結果（原子炉格納容器圧力） 

 

 

 

 

図 2.1.3-6 評価結果（格納容器内圧力） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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また，設計基準事故の中でスプレイ機能によるＦＰ低減効果を

期待している事象があることから，仮に事故発生から 15 分後の

格納容器スプレイ冷却モードへの運転モード切替時に格納容器ス

プレイ冷却系のスプレイ機能が使用できなくなったと仮定して評

価した。影響度合いを確認するための目安として，設計基準事故

時の判断基準である周辺公衆の実効線量 5mSv との比較を行った。 

スプレイ機能によるＦＰ低減効果を期待している事象は設計基

準事故の中では原子炉冷却材喪失時である。スプレイ機能による

ＦＰ低減効果がなくなり，分配係数 1 になったと仮定する。その

他の評価条件は全て原子炉設置変更許可申請書添付書類十 3.4.4 

原子炉冷却材喪失から変更しないものとする。 

この条件を用いて評価した結果，敷地境界外の実効線量は 6 号

炉では約 1.6×10-5mSv，7 号炉では約 1.5×10-5mSv となり，設計

基準事故時の判断基準である周辺公衆の実効線量 5mSv を下回る

程度の影響度合いであることを確認した。 

（なお，原子炉設置変更許可申請書添付書類十 3.4.4 原子炉冷

却材喪失における評価結果は，6 号炉で約 1.6×10-5mSv，7 号炉

で約 1.5×10-5mSv となっており，スプレイ機能の喪失による影響

は小さいことがわかる。これは，スプレイ機能の喪失により環境

へのよう素放出量は増加するものの，被ばく線量に支配的な影響

を及ぼす希ガスの放出量には影響がないためである。） 

 

以上の通り，静的機器の単一故障が発生したと仮定しても，そ

の影響度合いは設計基準事故時の判断基準を下回る程度であり，

格納容器の冷却機能は維持されることを確認した。 

 

なお，格納容器スプレイ冷却系において単一設計を採用してい

る静的機器である格納容器スプレイ・ヘッダは格納容器内に存在

し，かつ，当該設備の機能に期待するのは格納容器内において設

計基準事故が発生している状態である。 

従って，格納容器内にて修復作業を行うことは不可能である。 

   

 (3) 機能の代替性 

   静的機器であるスプレイヘッダの故障を考慮した場合に

は，本来，動的機器の故障を考慮する必要がなく，残留熱除

去系 2系統の作動に期待できる。 

 

 

 

（３）対象機器の代替性 

  上記影響評価結果から，スプレイヘッダ（サプレッション・

チェンバ側）の格納容器の冷却機能が失われる場合であって

も，サプレッション・プール水冷却モードを用いることによ

り，格納容器の冷却機能を代替することが可能である。 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉はサプレ

ッション・プール水

冷却モードにより代

替可能であることを

記載 
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   原子炉格納容器の冷却機能における代替性を確認する観点

から，単一故障としてスプレイヘッダ（サプレッション・チ

ェンバ側）の全周破断を想定し，残留熱除去系 2 系統の作動

に期待する解析を実施した。 

   評価条件及び評価結果を添付 6に示す。 

   当該評価結果より，スプレイヘッダ（サプレッション・チ

ェンバ側）に単一故障が発生し，機能喪失したとしても，サ

プレッション・チェンバ側へのスプレイの代替として残留熱

除去系 2 系統にてドライウェルスプレイを行うか，又は 1 系

統をドライウェルスプレイ，もう 1 系統を残留熱除去系（サ

プレッション・プール冷却系）で運転することで，原子炉格

納容器の冷却機能を確保できることを確認した。また，単一

故障としての想定は，既設置許可で実施している動的機器の

単一故障を想定する評価の方が，静的機器の単一故障を想定

する評価に比べて保守的であることを確認した。 

   なお，いずれの評価ケースにおいても，ドライウェルスプ

レイ流量はベースケースと同等以上であることから，周辺公

衆の実効線量評価で考慮するスプレイ機能による放射性物質

の低減効果を確保できる。 

 ・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は RHR２

系統を期待した場合

の評価について，本

文『2.1.3残留熱除去

系』に記載 

2.1.3.2 基準適合性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.3.1（2）の通り，格納容器スプレイ冷却系の静的機器のう

ち単一設計を採用している格納容器スプレイ・ヘッダにおいて，

スプレイ機能に影響を及ぼすような破損が発生した場合にも，格

納容器スプレイ冷却系に要求される「格納容器の冷却機能」は同

等の性能で維持されることを確認した。 

 

(4) 総合評価 

   残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）は重要度が特に

高い安全機能を有する系統であり，単一設計箇所であるスプ

レイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）についても，十

分な信頼性が確保されるよう設計上配慮するとともに，それ

が維持されるよう適切な保守管理を行っている。 

   それでもなおスプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ

側）に閉塞等が発生し，必要な流量が確保されないことを仮

定しても，残留熱除去系系統流量の指示値の低下によってス

プレイヘッダの異常が検知可能である。また，スプレイヘッ

ダ（サプレッション・チェンバ側）が破断した場合を仮定し

ても，破断口から流下する系統水によってサプレッション・

チェンバ側の循環流量が確保される。 

   ここで，残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系）の単一

設計箇所であるスプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ

側）について，当該設備に要求される格納容器の冷却機能が

喪失する単一故障として，想定される最も過酷な条件となる

全周破断を仮定した場合においても，原子炉格納容器の最高

使用圧力及び最高使用温度を超えることはないことを確認し

2.1.3.2 基準適合性 

   残留熱除去系（格納容器冷却モード）は重要度が特に高い

安全機能を有する系統であり，単一設計箇所であるスプレイ

ヘッダ（サプレッション・チェンバ側）についても，十分な

信頼性が確保されるよう設計上配慮するとともに，それが維

持されるよう適切な保守管理を行っている。 

   それでもなおスプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ

側）に閉塞等が発生し，必要な流量が確保されないことを仮

定しても，残留熱除去系系統流量の指示値の低下によってス

プレイヘッダの異常が検知可能である。また，スプレイヘッ

ダ（サプレッション・チェンバ側）が破断した場合を仮定し

ても，破断口から流下する系統水によってサプレッション・

チェンバ側の循環流量が確保される。 

  ここでは，残留熱除去系のスプレイヘッダ（サプレッショ

ン・チェンバ側）については，格納容器の冷却機能が喪失す

る単一故障として，想定される最も過酷な条件となるスプレ

イヘッダの全周破断を仮定した。設計基準事故時に，当該単

一故障を仮定し評価した結果，サプレッション・プール水冷

却モードを用いて格納容器の冷却機能を代替できることを確

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は S/C 側

のスプレイヘッダの

み単一設計 
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従って，静的機器の単一故障の想定は不要と記載されている３

条件のうちの 

③単一故障を仮定することで系統の機能が失われる場合であっ

ても，他の系統を用いて，その機能を代替できることが安全

解析等により確認できる場合の要求の通り，同等の機能を達

成できることから，本条件に該当することを確認した。 

 

以上から，格納容器スプレイ冷却系の静的機器のうち単一設計

を採用している格納容器スプレイ・ヘッダについては，設置許可

基準規則第 12 条の解釈に従い，多重性の要求は適用しないこと

とする。 

 

た。 

また，単一設計箇所の機能喪失を仮定した場合に，残留熱

除去系 2 系統にてドライウェルスプレイを行うか，又は 1 系

統をドライウェルスプレイ，もう 1 系統を残留熱除去系（サ

プレッション・プール冷却系）で運転することで，原子炉格

納容器の冷却機能を代替できることを確認するとともに，動

的機器の単一故障を想定する既設置許可の保守性を確認し

た。 

   以上から，設置許可基準規則第 12条の解釈 5に記載されて

いる「単一故障を仮定することで系統の機能が失われる場合

であっても，他の系統を用いて，その機能を代替できること

が安全解析等により確認できれば，当該機器に対する多重性

の要求は適用しない。」に適合することを確認した。 

 

 

認した。 

 

 

 

 

 

 

 

従って，静的機器の単一故障の想定は不要と記載されてい

る３条件のうちの 

③ 単一故障を仮定することで系統の機能が失われる場合

であっても，他の系統を用いて，その機能を代替でき

ることが安全解析等により確認できる場合 

  に該当することを確認した。 

 

以上から，残留熱除去系（格納容器冷却モード）の静的機

器のうち単一設計を採用しているスプレイヘッダ（サプレッ

ション・チェンバ側）については，設置許可基準規則第 12条

の解釈に従い，多重性の要求は適用しないこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は S/C 側

のスプレイヘッダの

み単一設計 
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2.1.4 中央制御室換気空調系 

2.1.4.1 単一故障仮定時の安全機能の確認結果 

 

 

 

 

 

 

（1）設備概要 

中央制御室換気空調系は，事故時の原子炉制御室非常用換気空

調機能を有する系統である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央制御室換気空調系の系統概略図を図 2.1.4-1 に示す。 

2.1.5 中央制御室換気系の基準適合性 

  ここでは，中央制御室換気系の単一設計箇所について，故障

箇所の検知性及び修復性，作業時の被ばく及び公衆の被ばくの

観点から，設置許可基準規則第 12条の解釈 5に記載されている

「想定される最も過酷な条件下においても，その単一故障が安

全上支障のない期間に除去又は修復できることが確実であれ

ば，その単一故障を仮定しなくてよい。」に適合することを確

認した。 

 (1) 設備概要 

   中央制御室換気系は，事故時に外気取入口を遮断し，フィ

ルタユニットを通る閉回路循環方式で運転することで放射性

物質を除去し，運転員の被ばくを低減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   本系統の機器は耐震Ｓクラスで設計している。 

   中央制御室換気系は，第2.1-8図に示すとおり，ダクトの一

部が単一設計となっており，また，空気調和機は多重化され

ているが区分③のダクトからの隔離ダンパが無いことから単

一設計として考慮する。その他の機器は動的機器を含め多重

化されている。 

   当該ダクトの仕様を第2.1-16表に示す。 

 

2.1.4 中央制御室換気系 

2.1.4.1 単一故障仮定時の安全機能の確認結果 

中央制御室換気系の単一設計箇所について，故障箇所の検知

性及び修復性，作業時の被ばく及び公衆の被ばくの観点から，

設置許可基準規則第 12条の解釈５に記載されている「想定され

る最も過酷な条件下においても，その単一故障が安全上支障の

ない期間に除去又は修復できることが確実であれば，その単一

故障を仮定しなくてよい。」に適合することを確認した。 

（１）設備概要 

中央制御室換気系は，事故時に中央制御室バウンダリ内の

放射性物質を非常用チャコール・フィルタ・ユニット（以下，

「フィルタ（非常用）」という）に通して除去することにより，

運転員の被ばくを低減する。 

当該系統は，送風機，ダクト，フィルタ，バタフライ弁等

から構成される。当該系統の一部は，廃棄物処理建物の非管

理区域に設置されているが，放射性廃棄物の処理施設等が設

置されている管理区域内を換気している廃棄物処理建物空調

換気系とは独立している。 

フィルタ（非常用）の差圧上昇を中央制御室にて監視可能

なように警報を設置し，差圧の変化を早期に検知し予備品に

取替ることにより，短時間で機能回復可能である。 

当該系統の機器は耐震Ｓクラスで設計している。 

図 2.1.4-1に示すとおり，フィルタ（非常用）及びダクト

の一部は単一設計となっているが，その他の機器は動的機器

を含め多重化としている。 

 

 

また，フィルタ（非常用）及びダクトの仕様を表 2.1.4-1，

表 2.1.4-2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備の機能は同様だ

が，仕様が異なって

いる 
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図 2.1.4-1 中央制御室換気空調系 系統概略図 

（   ：単一設計の静的機器） 

 

 
 

 

第 2.1-8図 中央制御室換気系系統概要図 

 

 

図 2.1.4-1 中央制御室換気系（事故時）系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

図 2.1.4-1 に示す通り，中央制御室換気空調系の動的機器であ

る送風機・電動ダンパ及び静的機器である給気処理装置は全て二

重化しており，静的機器であるダクトの一部と再循環フィルタが

単一設計となっている。 

これらの単一設計箇所の材質・塗装有無・内部流体（通常時，

設計基準事故時）・設置場所を表 2.1.4-1 に示す。 

 

   

表 2.1.4-1 中央制御室換気空調系 単一設計静的機器 

 

 

なお，事故時には酸欠防止のために外気取入れラインを用いて

非常時外気取込運転を行う場合もあるが，当該機能は運転員の過

 

 

 

 

 

第 2.1-16表 ダクトの仕様 

 

表 2.1.4-1 フィルタ（非常用）仕様 

 

表 2.1.4-2 ダクト仕様 

 

 

 

なお，事故時には酸欠防止のために外気取入れラインを用いて

非常時外気取込運転を行う場合もあるが，当該機能は運転員の過

・設備の相違 

 

 

 

 

・設備の相違 
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度の被ばくを防止する機能ではなく，外気取入れライン破損時は

破損箇所から外気が流入し，同ライン閉塞時は運転員が適宜扉を

開放する等により酸欠を防止する。従って，外気取り入れライン

は中央制御室換気空調系の事故時の原子炉制御室非常用換気空調

機能を担保するラインからは除外する。 

 

度の被ばくを防止する機能ではなく，外気取入れライン破損時は

破損箇所から外気が流入し，同ライン閉塞時は運転員が適宜扉を

開放する等により酸欠を防止する。従って，外気取り入れライン

は中央制御室換気系の事故時の原子炉制御室非常用換気空調機能

を担保するラインからは除外する。 

 

 (2) 対象機器の影響評価 

 

 

 

 

 

  ａ．故障の可能性 

   (a) 想定される故障に対する設計上の考慮 

     中央制御室換気系のダクト及び空気調和機の信頼性に

ついて，想定される故障に対する設計上の考慮を第

2.1-17表に示す。この結果，中央制御室換気系のダクト

及び空気調和機は十分な信頼性を有している。 

 

第 2.1-17表 想定される故障に対する設計上の考慮 

 

   (b) 保守管理 

    ダクト及び空気調和機は第 2.1-18表に示す内容で，外観

点検を定期的に行っており，有意な腐食は発生していない

ことを確認している。 

    また，第 2.1-19表に示す内容で，保安規定に基づく定期

試験により，系統の健全性を確認している。 

    これにより，当該設備の健全性を確保することが可能で

（２）対象機器の影響評価 

 

 

 

 

 

ａ．故障の可能性 

フィルタ（非常用），ダクト共に表 2.1.4-3,表 2.1.4-4に

示すとおり，想定される劣化モードに対して，定期的な検査

等の保守，管理を適切に行うことにより，設備の健全性を確

保する。 

フィルタ（非常用）については，上流側に設置している隔

離弁を通常運転時閉止しているため，異物等が流入すること

はなく，事故時にフィルタ（非常用）に流入する可能性があ

る放射性物質（希ガス，よう素，ハロゲン等）は，気体又は

揮発性であるため，フィルタ（非常用）が閉塞する可能性は

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，対象

機器の影響評価につ

いて項目を設けて記

載 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

柏﨑 6/7は『2.1.4.1

（３）静的機器の単

一故障が発生した場

合の修復可能性』で

記載 
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ある。  

なお，平成 28年 12月８日に発生した，島根２号炉の当該

系統のうち外気取入れラインのダクトに腐食孔が確認された

事象に対して，原因調査を実施し，外気とともに取込まれた

水分及び海塩粒子のダクト内面への付着により，ダクト内面

側を起点とした腐食であること，その範囲は外気取入れライ

ンのうち「外気取入れ口から再循環ライン合流部まで」のダ

クトであったこと，また，腐食が想定される範囲のダクト内

面の外観点検が定期的に計画・実施されていなかったことを

原因と推定している。 

推定原因を踏まえて，再発防止対策として，外気とともに

取込まれる水分や海塩粒子の低減を図るため，中央制御室外

気処理装置を常時使用する運用に見直し，保守点検の見直し

として，ダクトの外観点検について，外気取入れ部のみとし

ていたダクト内面の外観点検範囲を，外気取入れライン（外

気取入れ口から中央制御室空気調和装置入口まで）のすべて

のダクトとし，点検周期を３Ｃ（Ｃ：保全サイクル）から１

Ｃとするとともに，外気取入れラインに点検口を追加設置し，

既設点検口と合わせて，外気取入れラインのダクト内面を網

羅的に目視により確認する。ダクト外面の外観点検について

も継続して実施し，点検周期を 10Ｃから６Ｃとする。また，

中央制御室空気調和装置から中央制御室非常用再循環処理装

置前後までのダクト内面についても，点検を６Ｃにて実施す

る。 

また，外気取入れラインの一部で使用していたステンレス

鋼板ダクトについては，腐食形態が局部的な腐食である孔食

であるため，耐食性及び劣化状況の早期把握の観点から，中

央制御室外気処理装置の常時使用することによる環境改善も

踏まえて，炭素鋼（塗装あり）及び亜鉛めっき鋼板に見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は H28 年

に発生したダクト腐

食について記載 
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 第 2.1-18表 ダクト及び空気調和機の点検内容 

 

 

 

表 2.1.4-3 点検内容（１／２） 

 

 

表 2.1.4-3 点検内容（２／２） 

 

・設備の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 2.1-19表 定期試験内容 

 

表 2.1.4-4 定期試験内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

  (c) 過去の故障実績 

     中央制御室換気系のダクト及び空気調和機について，

過去の故障実績を工事報告書や不適合管理票により確認

した結果，東海第二発電所においては機能性能に影響を

与えるような故障は確認されていない。 

     しかし，自社のプラントにおいては中央制御室換気空

調ダクトの腐食孔や屋外ダクトの腐食による故障が発生

している。また，原子力施設情報公開ライブラリー（ニ

ューシア）等※において共有されている過去の故障事例

も確認している。 

     この水平展開として，東海第二発電所では中央制御室

換気系のダクトの外観点検（1 回／年）により腐食等の

有無を確認し，必要に応じて補修等を実施することとし

ている。また，外気取入口近傍のダクトについては，定

期的に隔離弁を取り外し，開口部からダクト内面の腐食

等の有無を目視にて点検することとしている。 

     以上から東海第二発電所では継続的に保守管理を改善

しており，当該設備の機能性能に影響を与える故障が発

生する可能性は低いと評価する。 

      ※ ＢＷＲ事業者協議会（ＪＢＯＧ），一般社団法

人原子力安全推進協会及び電気事業者連合会 

 ・資料構成の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は過去の

故障実績について前

述の H28 年に発生し

たダクト腐食につい

ての記載及び別紙１

-参考１「過去の不具

合事例とその対応」

に記載 

 

   ｂ．故障の仮定 

    中央制御室換気系ダクトの一部及び空気調和機につい

て，影響評価を実施する上で仮定する単一設計箇所の故障

を検討した。上述のとおり，当該ダクトについては健全性

を確保しており，軽微な腐食程度しか考えられず，運転条

件，環境条件等から最も過酷な条件を想定したとしても，

全周破断の発生は考えられない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    しかしながら，系統機能を喪失させる故障を仮定する観

点から，ダクトの全周破断を仮定する。第2.1-20表に設備

（ｂ）故障の仮定 

対象機器となる中央制御室換気系のフィルタ（非常用）

及びダクトの一部について，影響評価を実施する上で仮定

する単一故障を検討した。 

 

 

 

フィルタ（非常用）に想定される劣化モードは，性能劣

化（閉塞）であり，上述のとおり性能劣化（閉塞）は考え

にくいが，系統機能を喪失させる故障を仮定する観点から，

評価上，閉塞を仮定する。 

また，当該ダクトに想定される劣化モードは腐食であり，

上述のとおり微小な腐食や腐食孔程度しか考えられず，運

転条件，環境条件等から最も過酷な条件を想定しても，全

周破断の発生は考えられない。 

ただし，系統機能を喪失させる故障を仮定する観点から，

評価上，全周破断を仮定する。 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

柏﨑 6/7は『2.1.4.1

（３）静的機器の単

一故障が発生した場

合の修復可能性』で

記載 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉はフィル

タの閉塞を仮定 
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の故障の想定とその対応について整理した。 

    なお，ダクトの一部及び空気調和機については，軽微な

腐食の発生は考えられるものの，故障時の影響や補修に必

要な期間としては，ダクトの全周破断に比べ軽微であるた

め，ここではダクトの全周破断について評価を行う。また，

中央制御室換気系ダクトは，吸込部が中央制御室床面より

離れた位置に配置しており，大きな異物が系統に流入する

ことはなく，ダクト口径も大きいことから閉塞が発生する

ことはない。 

 

なお，当該ダクトの吸込部は，各エリアの天井付近に配

置しているため，空気中の塵・埃等の浮遊物しか流入する

ことはなく，当該ダクトは，大口径（□400mm×400mm 等）

であることからダクトの閉塞は考えられない。 

 

また，ダクト内部の構成品及び外部衝撃による閉塞の可

能性について検討した結果，別紙 1-6に示すとおりダクト

の閉塞は考えられない。 

故障の仮定に関する整理表を表 2.1.4-5に示す。 

 

 第2.1-20表 設備の故障の想定とその対応 

 

表 2.1.4-5 故障の仮定に関する整理表 

 

 

・設備の相違 

（2）静的機器の単一故障が発生した場合の影響度合い 

単一設計となっている静的機器の単一故障が発生した場合の影

響度合いを確認するため，仮に事故発生から 24 時間後に中央制

御室換気空調系のＦＰ除去機能が使用できなくなったと仮定して

評価した。 

なお，設計基準事故の中で中央制御室換気空調系の機能に直接

期待している事象はないが，技術基準規則第 38 条の解釈におい

て以下の記載があることから，被ばく評価手法（内規）に基づき，

原子炉冷却材喪失時及び主蒸気管破断時について検討し，仮想事

故相当のソースタームを想定した。 

 

１２ 第５項に規定する「遮蔽その他の適切な放射線防護措置」と

は、一次冷却材喪失等の設計基準事故時に，原子炉制御室内にと

どまり必要な操作、措置を行う運転員が過度の被ばくを受けない

よう施設し、運転員が原子炉制御室に入り、とどまる間の被ばく

  ｃ．仮定した故障による影響評価 

    中央制御室換気系は，事故時に発生する雰囲気ガスに含

まれる放射性物質をフィルタにて除去することにより，運

転員の被ばくを低減するものである。このため，静的機器

の故障を仮定した場合の影響評価として，運転員の被ばく

評価を行う。 

 

    運転員の被ばく評価手法は，「原子力発電所中央制御室

の居住性に係る被ばく評価手法について（内規）」（平成

21･07･27原院第 1号）（以下「内規」という。）に従い実

施することとし，前提とする事故については，内規に示さ

れる，主蒸気管破断（仮想事故）及び原子炉冷却材喪失（仮

想事故）を評価対象とする。 

ｃ．仮定する故障による影響評価 

中央制御室換気系は，事故時にフィルタにより中央制御室

バウンダリ内の放射性物質を除去することにより，運転員の

被ばくを低減させるものであることから，単一設計としてい

るフィルタ及びダクト（単一設計箇所に接続され隔離がなさ

れない部分を含む）の単一故障を仮定した場合の影響評価と

して運転員の被ばく評価を実施する。 

運転員の被ばく評価手法は，「原子力発電所中央制御室の居

住性に係る被ばく評価手法について（内規）」（平成 21・07・

27原院第１号）（以下，「内規」という。）に従い実施するこ

ととし，内規に示す仮想事故として，原子炉冷却材喪失を評

価対象とする。 

なお，内規において以下の記載があることから，より大き

な実効線量となる原子炉冷却材喪失時で代表している。 

4.1 BWR 型原子炉施設 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7は FP除去機

能が使用不可となる

ことを想定し，申請

号炉ごとに記載。 

島根２号炉はフィル

タの閉塞時を想定 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は評価条

件の厳しい LOCA時を
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を「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規

定に基づく線量限度等を定める告示」第７条第１項における緊急

時作業に係る線量限度１００ｍＳｖ以下にできるものであること

をいう。この場合における運転員の被ばく評価は、判断基準の線

量限度内であることを確認すること。被ばく評価手法は、「原子力

発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法について（内

規）」（平成２１・０７・２７原院第１号（平成２１年８月１２日

原子力安全・保安院制定））（以下「被ばく評価手法（内規）」とい

う。）に基づくこと。チャコールフィルターを通らない空気の原子

炉制御室への流入量については、被ばく評価手法（内規）に基づ

き、原子炉制御室換気設備の新設の際、原子炉制御室換気設備再

循環モード時における再循環対象範囲境界部での空気の流入に影

響を与える改造の際、及び、定期的に測定を行い、運転員の被ば

く評価に用いている想定した空気量を下回っていることを確認す

ること。 

影響度合いを確認するための目安として，上述の判断基準であ

る運転員の線量限度 100mSv との比較を行った。 

また，被ばく評価手法（内規）において以下の記載があること

から，より大きな実効線量となる原子炉冷却材喪失時で代表した。 

4.1 BWR 型原子炉施設 

原子炉冷却材喪失及び主蒸気管破断を対象とする。原子炉冷却

材喪失及び主蒸気管破断は，一方の事故で包絡できる場合は，い

ずれかで代表してもよい。 

原子炉冷却材喪失及び主蒸気管破断を対象とする。原子

炉冷却材喪失及び主蒸気管破断は，一方の事故で包絡でき

る場合は，いずれかで代表してもよい。 

記載 

    (a) 故障箇所の想定 

     中央制御室換気系の単一設計箇所については，故障に

よる影響を検討する上で，以下のように区分される。第

2.1-8図に故障想定箇所の概要を示す。 

 

・区分①（中央制御室からの戻りダクト） 

ダクトの全周破断箇所から，空気調和機の容量

（42,500 m３／h）に相当する外気が流入するが，

フィルタユニットの排風機の容量（5,100 m３／

h）に相当する空気がフィルタ処理され，系統に

戻されるため，区分③と比べて，運転員の被ばく

評価への影響は小さい。 

・区分②（フィルタユニットの吸込みダクト） 

ダクトの全周破断を想定しても，破断口から流

入した外気はフィルタユニットを通過し，処理さ

（ａ）故障想定箇所 

中央制御室換気系ダクトは，中央制御室バウンダリ内に

敷設していることから全周破断を仮定しても破断口から吸

気又は排気を行うことが可能であり，中央制御室バウンダ

リ内の放射性物質を除去することができるため，被ばく評

価への影響がない。 

このため，フィルタ（非常用）の故障（閉塞）を仮定し

た評価を実施した。 

故障想定箇所概要図を図 2.1.4-2に示す。 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉はダクト

が中央制御室バウン

ダリ内のみであり，

被ばく評価に影響が

ないため，フィルタ

の閉塞を考慮 
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れた空気が中央制御室に送風されることから，運

転員の被ばく評価への影響は小さい。 

・区分③（フィルタユニット－空気調和機の連絡ダクト

（空気調和機含む）） 

ダクトの全周破断箇所から，フィルタユニット

で処理した空気の全量（5,100 m３／h）が系統外

に流出し，フィルタを通過しない外気のみが中央

制御室に送風されることになるため，運転員の被

ばく評価への影響が大きくなる。 

・区分④（中央制御室への給気ダクト） 

空気調和機の容量（42,500 m３／h）に相当す

る空気が中央制御室から引かれるため，それと同

量の外気がダクトの全周破断箇所より中央制御

室に流入することとなる。そのため，区分③とほ

ぼ同様な条件となる。 

      

     以上より，評価上最も厳しくなる区分③を，保守的に

故障想定箇所とする。 

 

 

図 2.1.4-2 故障想定箇所概要図 

①  6 号炉 

原子炉冷却材喪失時，中央制御室換気空調系は運転員が事故時

運転モードを投入するまでの 15 分間通常時の運転状態を維持す

ると仮定する。さらに，外気の取り入れ量を多くするため保守的

に 6 号炉だけではなく 7 号炉の換気空調系も通常時の運転状態

で運転していると仮定する。事故発生から 15 分後に 6 号炉の事

故時運転モード（再循環）を投入し，かつ外気少量取込を行うこ

ととする。この時点で 7 号炉の換気空調系は停止状態と仮定する。

その後，事故発生から 24 時間後に 6 号炉の再循環フィルタのＦ

Ｐ除去機能が使用できなくなると仮定する。評価条件を表 2.1.4-2 

に示す。 

 

   (b) 故障の発生時期 

     故障が発生する時期は，設置許可基準規則の解釈第 12

条の第 5項に基づき，事故発生から 24時間後とする。 

 

   (c) 評価条件 

     内規に基づく中央制御室換気系の評価条件と，この評

価条件に加えて単一設計箇所の静的機器の故障を考慮し

た影響評価の評価条件の比較を第 2.1-21 表に示す。な

お，評価に当たっては，より厳しい条件においても公衆

への被ばく影響が小さいことを確認する観点から，保守

的に中央制御室換気系ダクトの破断箇所の修復は行わな

いものとし，ダクト破断後は外気が中央制御室内に流入

し続けるものする。 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）故障の発生時期 

故障が発生する時期は，設置許可基準規則第 12条の解釈

５に従い，事故発生から 24時間後とする。 

 

（ｃ）評価条件 

中央制御室の原子炉冷却材喪失時（仮想事故ベース）の

評価条件から変更となる条件を表 2.1.4-6に示す。 

 

なお，評価に当たっては，より厳しい条件においても運

転員への被ばく影響が小さいことを確認する観点から，保

守的にフィルタ（非常用）の修復は行わないものとし，フ

ィルタ（非常用）閉塞後はフィルタ（非常用）の放射性物

質除去機能が使用できなくなるものする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉はダクト

が中央制御室バウン

ダリ内のみであり，

被ばく評価に影響が

ないため，フィルタ

の閉塞を考慮 
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表 2.1.4-2 6 号炉 中央制御室換気空調系故障時影響評価条件 

 

第 2.1-21表 評価条件の比較 

 

表 2.1.4-6 評価条件の比較 

 

 

・評価条件の相違 

以上の条件を用いて評価した結果，運転員の実効線量は約 19mSv 

となった。（なお，当該故障を仮定しない場合の評価結果は，約

13mSv である。（26 条別添 2「柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号

炉 中央制御室の居住性に係る被ばく評価について」に記載）） 

 

   

②  7 号炉 

原子炉冷却材喪失時，中央制御室換気空調系は運転員が事故時

運転モードを投入するまでの 15 分間通常時の運転状態を維持す

ると仮定する。さらに，外気の取り入れ量を多くするため保守的

に 7 号炉だけではなく 6 号炉の換気空調系も通常時の運転状態

で運転していると仮定する。事故発生から 15 分後に 7 号炉の事

故時運転モード（再循環）を投入し，かつ外気少量取込を行うこ

ととする。この時点で 6 号炉の換気空調系は停止状態と仮定する。

その後，事故発生から 24 時間後に 7 号炉の再循環フィルタのＦ

Ｐ除去機能が使用できなくなると仮定する。評価条件を表 2.1.4-3 

に示す。 
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表 2.1.4-3 7 号炉 中央制御室換気空調系故障時影響評価条件 

 

   

以上の条件を用いて評価した結果，運転員の実効線量は約 34mSv 

となった。（なお，当該故障を仮定しない場合の評価結果は，約

22mSv である。（26 条別添 2「柏崎刈羽原子力発電所 6 号及び 7 号

炉 中央制御室の居住性に係る被ばく評価について」に記載）） 

   

 

以上①②の通り，静的機器の単一故障が発生し，かつ（3）に示

す修復を行わないと仮定しても，判断基準である運転員の線量限

度 100mSv を下回る程度の影響度合いであることを確認した。 

これにより，（3）に示す修復作業期間は，安全上支障のない期

間であることを確認した。 

  (d) 評価結果 

     原子炉冷却材喪失（仮想事故）を前提とした事故発生

後 30日間について，中央制御室換気系ダクトの単一設計

箇所の故障を考慮した運転員の線量評価の結果は約

3.1mSv であり，判断基準（実効線量 100mSv 以下）を満

足することを確認した。評価結果を第 2.1-22表に示す。

なお，主蒸気管破断（仮想事故）については約 2.8mSvと

なった。 

 

（ｄ）評価結果 

評価結果は表 2.1.4-7 に示すとおり，フィルタ（非常用）の単

一故障が発生し，フィルタの取替を行わない場合の影響評価結果

は約 37mSvであり，判断基準（実効線量 100mSv以下）を満足する

ことを確認した。なお，フィルタの取替を行う場合の影響評価結

果は，別紙 1-11に示すとおり，約 13mSvである。 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉はダクト

が中央制御室バウン

ダリ内のみであり，

被ばく評価に影響が

ないため，フィルタ

の閉塞を考慮 
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 第 2.1-22表 評価結果 

 

表 2.1.4-7 評価結果 

 

・評価結果の相違 

   ｄ．安全上支障のない期間の考え方 

    以上のとおり，静的機器の単一故障が発生し，かつ(3)

に示す修復を行わないと仮定しても，判断基準である運転

員の線量限度 100mSvを下回る程度の影響度合いであるこ

とを確認した。これにより，(3)に示す修復作業期間は，安

全上支障のない期間であることを確認した。 

ｄ．安全上支障のない期間の考え方 

  以上のとおり，静的機器の単一故障が発生し，かつ(3)に示す

修復を行わないと仮定しても，判断基準である運転員の線量限

度 100mSvを下回る程度の影響度合いであることを確認した。こ

れにより，(3)に示す修復作業期間は，安全上支障のない期間で

あることを確認した。 

 

（3）静的機器の単一故障が発生した場合の修復可能性 

仮に事故発生から 24 時間後に単一故障が発生した後，当該単

一故障箇所の修復が可能か否かを確認した。 

なお，上記単一故障発生時，プラントは既に停止状態にあり，

本修復はあくまでも応急処置として実施するものである。事故収

束後に，技術基準に適合する修復を改めて実施する。 

  ・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は

『2.1.4.1（２）a.故

障の可能性及び(b)

故障の仮定』で記載 

①故障の想定 

中央制御室換気空調系において単一設計を採用している静的機

器であるダクト及び再循環フィルタについて，表 2.1.4-4 に示す

破損もしくは閉塞が発生することを想定する。 

ただし，ダクト閉塞の原因となりうるほこり等については運用

管理の中で排除することから，ダクト閉塞は想定不要とした。 

また，破損の規模としては，構造及び運転条件等から瞬時に全

周破断に至ることは考えにくいため，ダクト及び再循環フィルタ

ケーシングについて亀裂やピンホール等によるリークの発生を損

傷モードとして想定する。ただし，ダクトについては，損傷モー

ドを保守的に考え，全周破断についても想定する。 

以上から，想定すべき故障として以下の３種類を選定した。 

・ダクト破損（リーク発生，全周破断） 

・再循環フィルタケーシング破損（リーク発生） 

・再循環フィルタ閉塞 

  ・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は

『2.1.4.1（２）a.故

障の可能性及び(b)

故障の仮定』で記載 
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表 2.1.4-4 中央制御室換気空調系 機能達成に必要な項目別の故

障モード整理表 

 

（ａ）単一設計となっている一部のダクト及び再循環フィルタの

腐食による破損 

（ｂ）単一設計となっている一部のダクト及び再循環フィルタの

外力による破損 

（ｃ）単一設計となっている一部のダクトの異物による閉塞 

（ｄ）再循環フィルタの湿分による閉塞 

（ｅ）再循環フィルタの異物による閉塞 
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②ダクト破損（リーク発生，全周破断）時の修復可能性 

中央制御室換気空調系において単一設計を採用しているダクト

を図 2.1.4-2 に示す。 

 

 

  ・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

補修方法の例等につ

いて，島根２号炉は

別紙1-7～1-9で記載 

 

図 2.1.4-2 中央制御室換気空調系ダクトのうち単一設計箇所 

   

 

図 2.1.4-2 に示す単一設計箇所のうち，中央制御室バウンダリ

内でダクト破損が発生した場合は，中央制御室バウンダリ内での

給排気が可能であるため，中央制御室換気空調系の機能も維持さ

れることから，修復は不要である。 

従って，中央制御室バウンダリ外のダクト（７号炉）にリーク

あるいは全周破断が発生することを想定し，修復可能性を検討す

る。 

ここで，図 2.1.4-2 に示すバウンダリ外のダクト①～④の敷設

状況を図 2.1.4-3 に示す。 

なお，ダクト④にリークあるいは全周破断が発生することを想

定した場合，給気処理装置を通過して冷却した空気がダクト④の

先にある下部中央制御室に全量は到達しないこととなるが，非常

時においては下部中央制御室内の主な熱源となる計算機等への電

源供給を短時間で遮断することから，温度の観点から著しい悪影

響を及ぼすことはない。 
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図 2.1.4-3 バウンダリ外ダクト敷設状況 

 

 

   

（ア）検知性 

事故時の中央制御室換気空調系作動時において，中央制御室内

では再循環流量を監視計器により確認するとともに，線量計によ

る空間線量率の測定を実施する。当該系統ダクト（バウンダリ外）

の破損により系統の機能維持に悪影響が生じた場合，再循環流量

に影響を与えるとともに，中央制御室内の空間線量率の上昇傾向

を変化させるため，再循環流量を監視しつつ，異常発生時に空間

線量率の上昇傾向をあわせて確認することにより，系統機能への

悪影響を検知することが可能である。 

また，系統機能に悪影響を与えるような損傷については，現場

においては目視等で破損位置を特定可能と考えている。 

   

（イ）修復作業性 

（補修方法の例） 

ダクト直管部，及び，ダクト貫通部，ダクトコーナー部等のダ

クト破損箇所に応じた修復が可能である。また，ダクトの修復は，

ジャバラ内装ダクト工法，及び，当て板（金属板），紫外線硬化型

ＦＲＰシート，不燃性樹脂シート等による複数の方法から現場状

況に応じた最適な方法を選択することで，確実な修復が可能であ

る。これらの修復用資機材は発電所構内に保管する計画としてい

る。 

 

表 2.1.4-5 に，ダクトの修復方法の例として，ダクト直管部，

ダクト貫通部（周辺），ダクト貫通部（内部），及びダクトコーナ

ー部の損傷状況に対する補修方法の一例を示す。 

また，図 2.1.4-4 に当て板によるダクト直管部の亀裂補修の例

を示す。 
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表 2.1.4-5 中央制御室換気空調系ダクト 修復方法の一例（１／

２） 
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表 2.1.4-5 中央制御室換気空調系ダクト 修復方法の一例（２／

２） 
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図 2.1.4-4 中央制御室換気空調系ダクト 亀裂補修の例 

 

（修復方法の妥当性） 

ダクト修復方法の妥当性確認として，モックアップ試験によっ

てダクト修復の妥当性確認を実施する。図 2.1.4-5 にモックアッ

プ試験概要図を示す。モックアップ試験では，部分的な亀裂及び

穴あきと全周破断に対して，当て板，紫外線硬化樹脂シート，及

び不燃性樹脂シートを用いた修復を行い，その後に耐圧試験を行

い試験圧力に耐えられることを確認する。 

 

ダクト破損箇所の修復状況として，紫外線硬化樹脂シートによ

る修復状況（欠陥 1A，1B）を図 2.1.4-6 に，不燃性樹脂シートに

よる修復状況（欠陥 2A，2B）を図 2.1.4-7 に示す。 

 

耐圧試験では，ダクト内の動圧が最大となる中央制御室送風機

出口ダクトにおける動圧約 0.5kPa（風量 100,000m3/h，φ約 1.1m）

に対し保守的な 0.6kPaで 10 分間保持した状態で，発泡液を用い

て著しい漏えいがないことを確認した。 
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図 2.1.4-5 ダクト修復のモックアップ試験概要図 

 

   

 

（欠陥 1A） 

 

（欠陥 1B） 

図 2.1.4-6 紫外線硬化樹脂シートによる修復状況（欠陥 1A，1B） 

   

 

（欠陥 2A） 
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（欠陥 2B） 

図 2.1.4-7 不燃性樹脂シートによる修復状況（欠陥 2A，2B） 

（作業工程） 

作業工程の概略予定を表 2.1.4-6 に示す。破損箇所を確認後に

修復方法を検討し，作業計画を立てる。作業開始１日目は，補修

材や工具類搬入，足場組立て作業等の作業準備を実施し，ダクト

補修のための作業環境を整える。２日目でダクト補修作業を実施

し，３日目に漏えい確認を実施し３日以内に修復作業を完了させ

る作業工程を考えている。 

   

表 2.1.4-6 ダクト修復の概略工程 
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（作業訓練） 

中央制御室換気空調系ダクトの補修方法については，発電所員

により補修作業が行えるよう事故時に備えて訓練を実施してい

る。当て板（金属板）による補修及び紫外線硬化樹脂シートによ

る補修の訓練について図 2.1.4-8 に示す。訓練では，中央制御室

換気空調系ダクトを模擬したダクトを，実際の現場状況を踏まえ

て高所に設置し，ダクトの全周破断，半周破損（上面コーナー部），

半周破損（下面コーナー部）のように，複数の損傷をダクトに設

けて，これらを補修する作業を実施している。よって，高所のダ

クトについて補修作業エリアを確保するための足場設置作業につ

いても本訓練にて実施し，足場組立完成後に，当て板（金属板）

や樹脂シートによる補修を行い，補修の妥当性を確認するために

ダクトの漏えい確認を行い，補修方法の効果を確認している。こ

れらの訓練を当社社員により平成 26 年 5 月 26～29 日，平成 27 

年 3 月 16～17 日，平成 28 年 9 月 26～30 日，平成 28 年 11 月

29 日～12 月 2 日に実施しており，中央制御室空調系ダクトの補

修方法の信頼性を確認することができている。なお，今後も補修

方法について改善検討または新規補修方法検討を行い，訓練を継

続または新たに実施する必要があると判断する作業については，

訓練を実施することとし，補修作業を確実に実施できるようにす

る。 

   

 

図 2.1.4-8 ダクト修復 作業訓練の例 
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（ウ）修復作業時の作業環境に係る線量評価 

修復作業時は，外気と同等と整理している中央制御室バウンダ

リ外のＦＰによる被ばくに加えて，再循環フィルタに補集された

ＦＰからの直接ガンマ線による被ばくも考慮する必要がある。再

循環フィルタからの直接ガンマ線の影響は距離に依存することか

ら，各作業エリアにおける線量率の評価を実施した。なお，（2）

同様，より大きな実効線量となる原子炉冷却材喪失時で代表して

評価を実施した。 

 

評価条件を表 2.1.4-7 に，評価結果を表 2.1.4-8～表 2.1.4-10 

に示す。 

 

   

表 2.1.4-7 中央制御室換気空調系ダクト（７号炉）修復時 

線量率評価条件 

（表 2.1.4-3 からの変更点） 
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表 2.1.4-8 中央制御室換気空調系ダクト①②修復時 線量率評価

結果 

 

   

表 2.1.4-9 中央制御室換気空調系ダクト③修復時 線量率評価結

果 

 

   

表 2.1.4-10 中央制御室換気空調系ダクト④修復時 線量率評価

結果 

 

   

作業員１人当たりの作業時間を８時間とすると，表 2.1.4-8～

表 2.1.4-10 より原子炉冷却材喪失時のダクト修復における被ば

く線量は作業員１人当たり最大約 1.8mSv となり，緊急時作業に

係る線量限度 100mSv に照らしても，修復可能であることを確認

した。 

   

③再循環フィルタケーシング破損（リーク発生）時の修復可能性 

中央制御室換気空調系において単一設計を採用している再循環

フィルタを図 2.1.4-9 に示す。 

 

 

 

  ・故障想定の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，修復

方法がダクト破損時

と同様であること

（別紙 1-7～1-9 参
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照），及び被ばく評価

が作業時間の長いフ

ィルタ取替に包絡さ

れる（別紙 1-9，1-11

参照）ことから，記

載していない 

 

 

図 2.1.4-9 中央制御室換気空調系再循環フィルタ 

   

図 2.1.4-9 に示す再循環フィルタケーシングにリークが発生す

ることを想定し，修復可能性を検討する。 

   

（ア）検知性 

再循環フィルタは現場計器により常時差圧を測定している。中

央制御室換気空調系再循環フィルタケーシングの破損（リーク発

生）により系統の機能維持に悪影響が生じた場合，定期的なパト

ロールによるフィルタ差圧の確認により，系統機能への悪影響を

検知することが可能である。 

また，系統機能に悪影響を与えるような損傷については，現場

においては目視等で破損位置を特定可能と考えている。 

   

（イ）修復作業性 

再循環フィルタケーシングの破損に対する修復は，ダクト破損

に対する修復と同様に，紫外線硬化型ＦＲＰシート，不燃性樹脂

シート等による複数の方法から現場状況に応じた最適な方法を選

択することで，確実な修復が可能である。これらの修復用資機材

は発電所構内に保管する計画としている。 

   

（ウ）修復作業時の作業環境に係る線量評価 

再循環フィルタを設置している部屋（中央制御室バウンダリ内）

での修復作業となる。７号炉について，②の評価条件である表

2.1.4-7 からの変更点を表 2.1.4-11 に，線量率の評価結果を表

2.1.4-12 に示す。 
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表 2.1.4-11 中央制御室換気空調系フィルタケーシング修復時 

線量率評価条件（表 2.1.4-7 からの変更点） 

 

 

 

   

表 2.1.4-12 中央制御室換気空調系フィルタケーシング修復時 

線量率評価結果（７号炉） 

 

   

同様に６号炉についての線量率の評価結果を表 2.1.4-13 に示す。 

 

  

 

 

表 2.1.4-13 中央制御室換気空調系フィルタケーシング修復時 

線量率評価結果（６号炉） 

 

   

作業員１人当たりの作業時間を８時間とすると，表 2.1.4-12 及

び表 2.1.4-13 より原子炉冷却材喪失時の再循環フィルタケーシ

ング修復における被ばく線量は作業員１人当たり最大約 5.1mSv 

となり，緊急時作業に係る線量限度 100mSv に照らしても，修復

可能であることを確認した。 
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③循環フィルタ閉塞時の修復可能性 

図 2.1.4-9 に示す再循環フィルタに閉塞が発生することを想定

し，修復可能性を検討する。 

（ア）検知性 

再循環フィルタは現場計器により常時差圧を測定している。中

央制御室換気空調系フィルタの閉塞により系統の機能維持に悪影

響が生じた場合，定期的なパトロールによるフィルタ差圧の確認

により，系統機能への悪影響を検知することが可能である。 

また，系統機能に悪影響を与えるような閉塞については，各フ

ィルタ差圧の傾向を確認することで位置を特定可能と考えてい

る。 

(3) 故障箇所の修復 

 

 

  ａ．検知性 

    中央制御室換気系ダクト（単一設計箇所及び二重化され

た部分）に全周破断が発生した場合は，中央制御室での確

認（中央制御室エリア放射線モニタの指示値上昇，通風口

からの破断音）及び現場確認（視覚，聴覚，触覚）により，

全周破断箇所の特定は可能である。なお，故障の位置や大

きさによっては中央制御室での検知は困難であるが，巡視

点検により異常の有無を現場で検知することができる。 

    また，現場確認の範囲は限定（約11m×約61m）されてお

り，確認に長時間を要しない。全周破断発生直後における

当該区域の雰囲気線量率はフィルタに2mまで接近した厳し

い条件で評価しても約5.2×10－２mSv／hであるため現場確

認は十分可能である。 

（３）対象機器の修復性 

 

 

ａ．検知性 

フィルタ（非常用）の差圧上昇を中央制御室にて監視可能

なように警報を設置しており，差圧の変化を早期に検知する

ことが可能である。 

ダクトについては，事故発生時には中央制御室においてパ

ラメータ監視強化しており，全周破断が発生した場合には中

央制御室での確認（中央制御室内温度・湿度，再循環ファン

電流値等）に加えて，破断面からは風速約 10m/sでガスが流

出又は流入し，口径は大口径（□400mm×400mm 等）であるこ

とから現場点検（視覚，聴覚等）により全周破断箇所の特定

は可能である。 

また，現場確認に伴う被ばくについては，評価上最も厳し

いフィルタ近傍のダクト（フィルタ表面から１m）でも，実効

線量率は約 0.51mSv/h（事故発生から 24時間後）のため，現

場確認可能である。 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉はダクト

修復及びフィルタ取

替について当該項目

でまとめて記載し，

修復方法の記載例等

を別紙 1-7～1-9で記

載 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）修復作業性 

再循環フィルタの仕様を表 2.1.4-14 に，再循環フィルタの取

付け状態を図 2.1.4-10 に示す。活性炭フィルタ，及び，高性能

フィルタ，中性能フィルタは寸法及び重量ともに，作業員２名に

より，１日以内で運搬や取付け・取外しが可能である。これらの

フィルタの予備品は発電所構内に保管する計画としている。 

  ｂ．修復性 

    ダクトの修復作業は，破断箇所を特定した後，あらかじ

め用意した修復用資機材を用いて，以下の手順で行う。修

復作業の一例を第2.1-9図に示す。 

    なお，現場確認により，単一設計箇所と二重化された箇

所でダクトの形状（直管，エルボ管，分岐管，床貫通部）

に違いはないことを確認しており，修復方法も様々なダク

ト形状に対応できる工法であることから，いずれの箇所で

故障が発生した場合でも修復可能である。 

① 準備作業（修復用資機材運搬等） 

・修復用資機材は発電所構内に保管する。 

・修復用資機材は使用環境（耐圧性，耐熱性）を考

慮した仕様のものを準備する。 

② 修復箇所の作業性を確保する（高所の場合は足場を

設置する）。 

③ 破断面のバリ等の凹凸を除去する。 

④ ダクト破断箇所に，修復用資機材（ゴムシート，当

て板等）を取り付ける。 

 

 

 ｂ．修復作業性 

フィルタ（非常用）については，差圧変化を検知すると，

発電所構内に保有している予備品に半日程度で取替ることが

可能である。 

ダクトについては，全周破断箇所を特定した後，予め用意

した修復資機材により，以下の手順で修復を行う。修復状況

の一例を別紙 1-7に示す。 

なお，事象が収束し，当該系統を停止した後，ダクト取替

等により破断箇所を除去する。 

（ａ）作業準備（修復資機材運搬等）を行う。 

 

 

 

（ｂ）修復箇所が高所の場合は，足場を設置する。 

 

（ｃ）破断面のバリ等の凹凸を除去し，芯合わせを行う。 

（ｄ）修復資機材（ゴムシート，アルミテープ，金属板，ラ

チェットバンド等）を取り付ける。修復資機材には使用

環境（耐圧性，耐熱性）を考慮した仕様のものを準備す

る。 

 

95



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

第2.1-9図 ダクトの修復イメージ 

    

なお，故障箇所を特定した後に修復を行うため，作業エリ

アは限定でき，修復は高所作業を想定した場合においても，

２日間※で実施可能である。 

また，事故時対応として，当社内並びに協力会社及びプラ

ントメーカへの連絡体制を構築しており，作業に必要な人数

を確保することができる。 

※足場解体作業期間は１日間程度であるが，事故収束後に行う

ため，ここには含めていない。 

 

表 2.1.4-14 再循環フィルタの仕様 

 

   

 

（高性能フィルタの取付け状態） （活性炭フィルタの取付け状態） 

図2.1.4-10 再循環フィルタの取付け状態 

    修復は破断箇所を特定した後に行うため，足場設置箇所

が限定できることから，足場の組立作業を含めても2日間程

度で修復可能である。 

    なお，当該作業を実施するに当たり，必要な隔離作業は

ファンの電源“切”及びスイッチの停止操作のみであり，

手動による弁の閉止操作は必要ない。 

    また，修復作業については協力会社を含めた作業員の召

集体制，資機材の準備，作業手順，訓練の実施等の必要事

項を今後社内規程として整備する。 

  

（ウ）修復作業時の作業環境に係る線量評価 

再循環フィルタを設置している部屋（中央制御室バウンダリ内）

での修復作業となることから，線量率の評価結果は③と同様に，

表2.1.4-12 及び表2.1.4-13 となる。 

  ｃ．修復作業での被ばく評価 

    中央制御室換気系ダクトの修復を行う際の前提を条件が

厳しくなる主蒸気管破断（仮想事故）として，以下の条件

で被ばく評価を行った。 

 

・ 事故発生から24時間後の線量率を用いる。 

・ 1人当たりの作業時間を12時間とする。 

・ 作業場所は単一設計箇所でフィルタに最も接近す

るフィルタから2mの位置とする。 

・ 保守的にマスク等の防護装備の効果は見込まない。 

    評価の結果，作業員の被ばく線量は約 6.2×10－１mSv と

なり，災害発生時の復旧作業であることから緊急作業時の

線量限度（100mSv）と比較すると，それを下回っているこ

とを確認した。評価結果を第 2.1-23表に示す。 

 

ｃ．修復作業時の作業環境評価 

中央制御室換気系フィルタ（非常用）の取替を行う際の作

業環境評価を，作業員の被ばく線量が最も厳しくなる条件に

て行った。 

（評価条件） 

・原子炉冷却材喪失時（仮想事故ベース）を対象とする。 

・作業員の被ばく線量が最も厳しくなるよう，事故発生か

ら 24時間後（故障発生直後）から作業に着手することと

し，故障発生直後の実効線量率を用いる。 

・作業時間を 12時間（半日）とし，作業員の交代は行わな

い。 

・保守的にマスク等の防護装備の効果は見込まない。 

・フィルタに蓄積された放射性物質からの直接γ線による

線量評価点は，フィルタ表面とする。 

作業環境中の評価結果は表 2.1.4-8に示すとおりであり，作

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

柏和崎 6/7 は前述の

ダクト補修と同様の

評価結果となる旨を

記載 

【東海第二】 

評価が最も厳しい条

件として主蒸気管破

断時としており，島

根２号炉の LOCA時と

相違 
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業員の被ばく量は，緊急時作業に係る線量限度（100mSv）に照

らしても修復が可能であることを確認した。 

なお，中央制御室換気系ダクトは，中央制御室バウンダリ内

に敷設していることから，フィルタ（非常用）から離れた位置

に敷設しているダクトの修復を行う際の作業環境評価結果は，

運転員の被ばく評価結果と同等になる。また，フィルタ（非常

用）廻りのダクトを修復する際についても，フィルタ（非常用）

の取替作業の作業環境評価結果に包絡される。 

 

作業員１人当たりの作業時間を８時間とすると，表2.1.4-12 及

び表2.1.4-13 より原子炉冷却材喪失時の再循環フィルタ修復に

おける被ばく線量は作業員１人当たり最大約5.1mSv となり，緊急

時作業に係る線量限度100mSv に照らしても，修復可能であること

を確認した。 

第 2.1-23表 ダクト修復作業の被ばく評価 

 

表 2.1.4-8 作業環境評価結果 

 

 

   ｄ．修復後について 

    中央制御室換気系の静的機器の単一故障箇所についてゴ

ムシート，当て板等で修復することとしているが，これら

は早期に安全機能を回復し，故障の影響を低減させること

を目的とした応急処置である。したがって，事故収束後は

故障箇所に対して技術基準に適合する取替・修理を行う。 

ｄ．修復後について 

中央制御室換気系の静的機器の単一故障箇所についてゴムシ

ート，当て板等で修復することとしているが，これらは早期に

安全機能を回復し，故障の影響を低減させることを目的とした

応急処置である。したがって，事故収束後は故障箇所に対して

技術基準に適合する取替・修理を行う。 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，事故

時の修復以降の対応

について記載してい

る 

2.1.4.2 基準適合性 

2.1.4.1（2）及び（3）の通り，中央制御室換気空調系の静的機

器のうち単一設計を採用しているダクト及び再循環フィルタにお

いて，中央制御室換気空調系に要求される「原子炉制御室非常用

換気空調機能」に影響を及ぼすような故障が発生した場合には，

安全上支障のない期間に修復が可能であることを確認した。 

 

 

 

 

従って，静的機器の単一故障の想定は不要と記載されている３

条件のうちの①想定される最も過酷な条件下においても，その単

一故障が安全上支障のない期間に除去又は修復できることが確実

である場合に該当することを確認した。 

(4) 総合評価 

   中央制御室換気系ダクトのうち単一設計の箇所及び空気調

和機について，当該設備に要求される原子炉制御室非常用換

気空調機能が喪失する想定として，最も過酷な条件になると

想定されるダクトの全周破断を仮定した。 

   これまでの評価により，運転員の被ばくによる実効線量の

評価値，及び修復作業に従事する作業員の被ばくによる実効

線量の評価値はいずれも判断基準を満足することから，単一

設計箇所の静的機器の故障が安全上支障のない期間に確実に

除去又は修復できることを確認した。 

 

2.1.4.2 基準適合性 

  中央制御室換気系フィルタ（非常用）及びダクトの一部に

ついては，当該設備に要求される原子炉制御室非常用換気空

調機能が喪失する単一故障として，想定される最も過酷な条

件となるフィルタ（非常用）の閉塞及びダクトの全周破断を

仮定した。これまでの説明のとおり，修復期間を考慮しても

設計基準事故時の放射性物質の漏えい時の運転員等の被ばく

による実効線量の評価値が，判断基準を満足することから，

安全上支障のない期間に除去又は修復できることを確認し

た。 

従って，静的機器の単一故障の想定は不要と記載されてい

る３条件のうちの 

① 想定される最も過酷な条件下においても，その単一故

障が安全上支障のない期間に除去又は修復できること

が確実である場合に該当することを確認した。 

 

 

 

以上から，中央制御室換気空調系の静的機器のうち単一設計を

採用しているダクト及び再循環フィルタについては，設置許可基

   以上から，故障箇所の検知性及び修復性，作業時の被ばく

及び公衆の被ばくの観点から，設置許可基準規則第 12条の解

   以上から，中央制御室換気系の静的機器のうち単一設計を

採用しているフィルタ（非常用）及びダクトの一部について
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準規則第12 条の解釈に従い，その単一故障を仮定しないこととす

る。 

釈 5 に記載されている「想定される最も過酷な条件下におい

ても，その単一故障が安全上支障のない期間に除去又は修復

できることが確実であれば，その単一故障を仮定しなくてよ

い。」に適合することを確認した。 

 

は，設置許可基準規則第 12条の解釈に従い，その単一故障を

仮定しないこととする。 

 

2.2 安全施設の共用・相互接続 

設置許可基準規則第 12 条第 6 項及び第 7 項に対する基準適合

性を説明する。 

2.2 安全施設の共用・相互接続 

東海第二発電所と廃止措置中である東海発電所間で共用・相

互接続している設備について，設置許可基準規則第１２条第６

項及び第７項に対する基準適合性を説明する。 

2.2 安全施設の共用・相互接続 

 設置許可基準規則第 12条第６項又は 7項に対する基準適合性を

説明する。 

 

2.2.1 共用・相互接続設備の抽出 

設置許可基準規則第 12 条の解釈において，以下の記載がなさ

れている。 

2.2.1 共用・相互接続設備の抽出 

設置許可基準規則第１２条の解釈において，以下の記載がな

されている。 

2.2.1 共用・相互接続設備の抽出 

 設置許可基準規則第 12条の解釈において，以下の記載がなされ

ている。 

 

１ 第1 項に規定する「安全機能の重要度に応じて、安全機能が確

保されたもの」については，「発電用軽水型原子炉施設の安全機

能の重要度分類に関する審査指針」による。ここで，当該指針

における「安全機能を有する構築物、系統及び機器」は本規定

の「安全施設」に読み替える。 

１  第１項に規定する「安全機能の重要度に応じて、安全機

能が確保されたもの」については、「発電用軽水型原子炉

施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」による。

ここで、当該指針における「安全機能を有する構築物、

系統及び機器」は本規定の「安全施設」に読み替える。 

１ 第 1項に規定する「安全機能の重要度に応じて，安全機能が

確保されたもの」については，「発電用軽水型原子炉施設の

安全機能の重要度分類に関する審査指針」による。ここで

当該指針における「安全機能を有する構築物，系統及び機

器」は本規定の「安全施設」に読み替える。 

 

１１ 第6 項に規定する「重要安全施設」については，「発電用軽

水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」に

おいてクラスMS-1 に分類される下記の機能を有する構築物等

を対象とする 。 

・原子炉の緊急停止機能 

・未臨界維持機能 

・原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

・原子炉停止後の除熱機能 

・炉心冷却機能 

・放射性物質の閉じ込め機能並びに放射線の遮蔽及び放出低減

機能（ただし、可搬型再結合装置及び沸騰水型発電用原子炉

施設の排気筒（非常用ガス処理系排気管の支持機能を持つ構

造物）を除く。） 

・工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機能 

 

・安全上特に重要な関連機能（ただし、原子炉制御室遮蔽、取

水口及び排水口を除く。） 

１１ 第６項に規定する「重要安全施設」については、「発電用

軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査

指針」においてクラス  ＭＳ－１に分類される下記の

機能を有する構築物等を対象とする。 

・原子炉の緊急停止機能 

・未臨界維持機能 

・原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

・原子炉停止後の除熱機能 

・炉心冷却機能 

・放射性物質の閉じ込め機能並びに放射線の遮蔽及び放

出低減機能（ただし、可搬型再結合装置及び沸騰水型

発電用原子炉施設の排気筒（非常用ガス処理系排気管

の支持機能を持つ構造物)を除く。) 

・工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生

機能 

・安全上特に重要な関連機能（ただし、原子炉制御室遮

蔽、取水口及び排水口を除く。） 

11 第６項に規定する「重要安全施設」については，「発電用軽

水炉型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指

針」においてクラス MS-1 に分類される下記の機能を有する

構築物等を対象とする。 

・原子炉の緊急停止機能 

・未臨界維持機能 

・原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

・原子炉停止後の除熱機能 

・炉心冷却機能 

・放射性物質の閉じ込め機能並びに放射線の遮蔽及び放出

低減機能 （ただし，可搬型再結合装置及び沸騰水型発

電用原子炉施設の排気筒（非常用ガス処理系排気管の支

持機能を持つ構造物）を除く。） 

・工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の発生機

能 

・安全上特に重要な関連機能（ただし，原子炉制御室遮蔽，

取水口及び排水口を除く。） 

 

これらの要求により，設置許可基準規則第12 条第6 項及び第7 

項の対象となる系統は，「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重

要度分類に関する審査指針」（重要度分類指針）に示される安全機

能を有する構築物，系統及び機器（安全施設）となる。 

 これらの要求により，設置許可基準規則第 12条第６項及び第７

項の対象となる系統は，発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重

要度分類に関する審査指針（重要度分類指針）に示される安全機

能を有する構築物，系統及び機器（安全施設）となる。 
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安全施設については，2 基以上の発電用原子炉施設間で共用す

る場合は，発電用原子炉施設の安全性を損なうことのない設計と

しており，設置許可基準規則第12 条第7 項の共用設備に関する規

則に適合することを確認した。また，設置許可基準規則第12 条第

7 項の相互接続設備に関する規則については，復水補給水系等が

該当する系統であるが，同様に発電用原子炉施設の安全性を損な

うことのない設計としており，適合することを確認した。 

安全施設については，２基以上の発電用原子炉施設（東海第

二発電所及び東海発電所）間で共用する場合は原子炉の安全性

を損なうことのない設計としており，設置許可基準規則第１２

条第７項の共用設備に関する規則に適合することを確認した。

また，設置許可基準規則第１２条第７項の相互接続設備に関す

る規則については，東海第二発電所及び東海発電所において相

互に接続する安全施設は無いことを確認した。 

安全施設については，２基以上の発電用原子炉施設間で共用す

る場合は発電用原子炉施設の安全性を損なうことのない設計とし

ており，設置許可基準規則第 12条第７項の共用設備に関する規則

に適合することを確認した。また，設置許可基準規則第 12条第７

項の相互接続設備に関する規則については，電気設備の一部が該

当するが，同様に発電用原子炉施設の安全性を損なうことのない

設計としており，適合することを確認した。 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

共用する設備の相違 

ただし，可燃性ガス濃度制御系の可搬式再結合装置については，

常設設備に変更し，かつ発電用原子炉施設間で共用しない設計に

変更する。詳細を2.2.3に示す。 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の可燃性

ガス濃度制御系の再

結合装置は，常設設

備。また，可燃性ガ

ス濃度制御系は共用

設備ではない 

一方，安全施設のうち重要安全施設については，該当する構築物

等のうち， 

・安全上特に重要な関連機能を有する中央制御室（下部中央制御

室を除く） 

・安全上特に重要な関連機能を有する中央制御室換気空調系（下

部中央制御室の換気を除く） 

が2 基以上の発電用原子炉施設間で共用する施設， 

・安全上特に重要な関連機能を有する非常用交流電源系 

 

 

が2 基以上の発電用原子炉施設間で相互に接続する施設となる。

これらの施設については，共用又は相互に接続することで安全性

が向上することから，設置許可基準規則第12 条第6 項に適合する

ことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全施設のうち重要安全施設については，東海第二発電所及

び東海発電所において共用又は相互に接続する施設は無いこと

から，設置許可基準規則第１２条第６項の共用設備に関する規

則に適合することを確認した。 

一方，安全施設のうち重要安全施設については，該当する構築

物等のうち， 

 ・安全上特に重要な関連機能を有する中央制御室 

 

 

 

が２基以上の発電用原子炉施設間で共用する施設， 

    ・安全上特に重要な関連機能を有する非常用メタクラ 

・安全上特に重要な関連機能を有する非常用コントロー

ルセンタ 

が２基以上の発電用原子炉施設間で相互に接続する施設となる。

これらの施設については，共用又は相互に接続することで安全性

が向上することから，設置許可基準規則第 12条第６項に適合する

ことを確認した。 

 

 

・設備の相違 

 

・設備の相違 

 

 

・設備の相違 

・設備の相違 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

共用する設備の相違 

これらの確認を行うにあたり，柏崎刈羽原子力発電所6 号及び7 

号炉において，重要度分類指針に示される安全施設の中から2 基

以上の発電用原子炉施設間で共用する系統を抽出した結果を別紙

2-1 に示す。 

系統の抽出にあたっては，「安全機能を有する電気・機械装置の

重要度分類指針」（JEAG4612-2010，社団法人日本電気協会）及び

「安全機能を有する計測制御装置の設計指針」（JEAG4611-2009，

社団法人日本電気協会）を参考とし，図2.2.1-1 に示す抽出フロ

これらの確認を行うにあたり，重要度分類指針に示される安

全施設の中から東海第二発電所及び東海発電所の原子炉施設間

で共用する系統を抽出した結果を添付 13に示す。 

 

系統の抽出にあたっては，安全機能を有する電気・機械装置

の重要度分類指針（ＪＥＡＧ4612-2010，社団法人日本電気協会)

及び安全機能を有する計測制御装置の設計指針（ＪＥＡＧ

4611-2009，社団法人日本電気協会)を参考とし，第 2.2-1 図に

これらの確認を行うにあたり，島根原子力発電所２号炉のすべ

ての構築物，系統又は機器を対象に，重要度分類指針に示される

安全施設の中から２基以上の発電用原子炉施設間で共用する系統

を抽出した結果を別紙 2-1に示す。 

機器等の抽出にあたっては，安全機能を有する電気・機械装置

の重要度分類指針（JEAG4612-2010，社団法人日本電気協会）及び

安全機能を有する計測制御装置の設計指針（JEAG4611-2009，社団

法人日本電気協会）を参考とし，図 2.2.1-1に示す抽出フローに
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ーに従って実施した。 

抽出された対象施設の一覧を表2.2.1-1 に示す。 

 

 

 

 

 

また，抽出した系統の概略図を別紙2-2 に示す。 

示す抽出フローに従って実施した。 

抽出された対象施設の一覧を第 2.2-1表に示す。 

 

 

 

 

 

また，抽出した系統の概略図を添付 14に示す。 

従って実施した。 

抽出された重要安全施設の一覧を表 2.2.1-1に，安全施設（重

要安全施設を除く）の一覧を表 2.2.1-2に示す。また，表 2.2.1-3

に示す２号炉と共用することとしていた１号炉の安全施設につい

ては，２号炉単独の運転を考えた場合，２号炉の運用に必要な容

量を有する設備を２号炉においても同様に設置していることか

ら，共用は取り止めることとする。 

なお，抽出した安全施設の設備概要図を別紙 2-2に示す。 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根は１号炉廃炉の

ため記載 

 

 

 

図 2.2.1-1 共用又は相互接続している安全施設の抽出フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2-1図 共用又は相互接続している安全施設の抽出フロー 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1-1 共用・相互接続設備の抽出フロー 

※１： 重要度分類指針に基づき安全機能の重要度を確認する。 

※２： 設計基準対象施設に属する安全施設であって，設置許可

基準規則第 12条の解釈 11に該当するものを抽出する。 
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表 2.2.1-1 共用・相互接続設備の抽出結果一覧（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2-1表 共用・相互接続設備の抽出結果一覧 

 

 

 

表 2.2.1-1 重要安全施設 

 

 

表 2.2.1-2 安全施設（重要安全施設を除く）（１／３） 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

共用する設備の相違 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

共用する設備の相違 
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表 2.2.1-1 共用・相互接続設備の抽出結果一覧（2/2） 

 

 表 2.2.1-2 安全施設（重要安全施設を除く）（２／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

共用する設備の相違 
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 表 2.2.1-2 安全施設（重要安全施設を除く）（３／３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

共用する設備の相違 
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  表 2.2.1-3 共用を取り止める 1号炉安全施設 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根は１号炉廃炉の

ため記載 

これらの確認において，「安全性を損なうことのない」こと，及

び「安全性が向上する」ことの判断基準は以下の通りとした。 

 

・「安全性を損なうことのない」こと 

：共用又は相互に接続することによって，要求される安全機能が

阻害されることがないよう配慮していること 

・「安全性が向上する」こと 

：各設備に要求される安全機能を満たしつつ，共用又は相互に接

続することのメリットを期待できるよう配慮していること 

 

 

詳細を 2.2.2 以降で示す。 

これらの確認において,「安全性を損なうことのない」こと，及

び「安全性が向上する」ことの判断基準は以下の通りとした。 

 

○「安全性を損なうことのない」こと 

：共用又は相互に接続することによって，要求される安全機

能が阻害されることがないよう配慮していること 

 

○「安全性が向上する」こと 

：各設備に要求される安全機能を満たしつつ,共用又は相互に

接続することのメリットを期待できるよう配慮しているこ

と 

詳細を 2.2.2以降で示す。 

 

これらの確認において，「安全性の向上」，及び「安全性を損な

わない」の判断基準は以下のとおりとした。 

 

・安全性の向上 

共用・相互接続対象の設備ごとに要求される安全機能を

満たしつつ，共用・相互接続化のメリットが期待されるよ

う配慮がなされている場合。 

・安全性を損なわない 

共用・相互接続によって当該設備に要求される安全機能

が阻害されることがないよう配慮されている場合。 

 

 詳細を 2.2.2以降で示す。 
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2.2.2 基準適合性（可燃性ガス濃度制御系を除く） 

2.2.2.1 重要安全施設 

表 2.2.1-1 に示す通り，重要安全施設のうち，2 基以上の発電

用原子炉施設間で共用する施設として， 

・中央制御室（下部中央制御室を除く） 

・中央制御室換気空調系（下部中央制御室の換気を除く） 

2 基以上の発電用原子炉施設間で相互に接続する施設として， 

・非常用交流電源系 

がある。 

これらの施設について，共用又は相互接続による安全性への影響

を確認した結果を表 2.2.2-1 及び表 2.2.2-2 に示す。 

2.2.2 基準適合性 

2.2.2.1 重要安全施設 

第 2.2-1表に示す通り，東海第二発電所及び東海発電所にお

いて共用又は相互に接続する施設は無いことから，設置許可基

準規則第１２条第６項の共用設備に関する規則に適合すること

を確認した。 

 

2.2.2 基準適合性 

2.2.2.1 重要安全施設 

表 2.2.1-1に示すとおり，重要安全施設のうち，２基以上の発

電用原子炉施設間で共用する施設として， 

 ・中央制御室 

 

２基以上の発電用原子炉施設間で相互に接続する施設として， 

・非常用メタクラ・非常用コントロールセンタ 

がある。 

これらの施設について，共用又は相互接続による安全性への影響

を確認した結果を表 2.2.2-1に示す。 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

共用する設備の相違 

表 2.2.2-1 重要安全施設 共用の適切性（1/2） 

 
 

 表 2.2.2-1 重要安全施設の基準適合性（１／２） 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

号炉間で共有してい

る安全施設の相違 

105



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表 2.2.2-1 重要安全施設 共用の適切性（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 2.2.2-1 重要安全施設の基準適合性（２／２） 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

号炉間で共有してい

る安全施設の相違 
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表 2.2.2-2 重要安全施設 相互接続の適切性 

 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

号炉間で共有してい

る安全施設の相違 

 

表 2.2.2-1 及び表 2.2.2-2 の通り，共用又は相互に接続すること

で安全性が向上することから，設置許可基準規則第 12 条第 6 項

に適合することを確認した。 

 表 2.2.2-1 のとおり，共用又は相互に接続することで安全性が向

上することから，設置許可規則第 12条第６号に適合することを確

認した。 

 

 

2.2.2.2 安全施設（重要安全施設を除く） 

表 2.2.1-1 に示す通り，重要安全施設を除く安全施設のうち，

2 基以上の発電用原子炉施設間で共用する施設は以下の通りであ

る。 

 

・中央制御室遮蔽 

・使用済燃料プール（使用済燃料貯蔵ラックを含む） 

・燃料プール冷却浄化系，燃料プール冷却浄化系の燃料プール入

口逆止弁 

・燃料取替機 

・原子炉建屋クレーン 

・圧力抑制室プール水排水系 

（圧力抑制室プール水サージタンク，ポンプ等） 

・液体廃棄物処理系（低電導度廃液系，高電導度廃液系） 

・固体廃棄物処理系 

（原子炉冷却材浄化系粉末樹脂沈降分離槽，使用済樹脂槽，濃縮

廃液タンク，固体廃棄物処理系固化装置，固体廃棄物処理建屋，

2.2.2.2 安全施設（重要安全施設を除く） 

第 2.2-1表に示す通り，重要安全施設を除く安全施設のうち，

東海第二発電所及び東海発電所において共用する施設は以下の

通りである。なお，相互に接続する施設は無いことを確認して

いる。 

・固体廃棄物処理系（セメント混練固化装置，雑固体廃棄物

焼却設備，雑固体減容処理設備，固体廃棄物貯蔵庫，固体

廃棄物作業建屋） 

・所内ボイラ設備，所内蒸気系 

・給水処理系（原水タンク，ろ過水貯蔵タンク，多目的タン

ク，純水貯蔵タンク） 

・緊急時対策所 

・通信連絡設備（衛星電話設備（固定型），衛星電話設備（携

帯型），電力保安通信用電話設備（固定電話機，ＰＨＳ端末

及びＦＡＸ），テレビ会議システム（社内），統合原子力防

災ネットワークに接続する通信連絡設備（テレビ会議シス

テム，ＩＰ電話及びＩＰ－ＦＡＸ），加入電話設備（加入電

2.2.2.2 安全施設（重要安全施設を除く） 

 表 2.2.1-2に示すとおり，重要安全施設を除く安全施設のうち，

２基以上の発電用原子炉施設間で共用又は相互接続する施設は以

下のとおりである。 

 

 ・中央制御室遮蔽 

・２号炉燃料取扱及び貯蔵設備 

（燃料プール，燃料プール冷却系，燃料取替機，原子炉建物

天井クレーン） 

 ・電気設備 

（220kV 送電線，220kV 開閉所，66kV 送電線，66kV 開閉所，

予備変圧器） 

・通信連絡設備 

  （電力保安通信用電話設備，衛星電話設備，無線通信設備，

専用電話設備） 

 ・発電所補助施設 

  （補助ボイラ（所内蒸気系含む），消火設備（水消火設備，泡

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

号炉間で共有してい

る安全施設の相違 

【東海第二】 

東海第二は相互接続

する安全施設なし 
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固体廃棄物貯蔵庫） 

・焼却炉建屋 

・使用済燃料輸送容器保管建屋 

・取水設備 

・放水設備 

・500kV 送電線及び 154kV 送電線 

・変圧器 

（起動用開閉所変圧器，起動変圧器，予備電源変圧器，工事用変

圧器，共通用高圧母線，共通用低圧母線） 

（油劣化防止装置，冷却装置を含む） 

・開閉所 

（超高圧開閉所機器，起動用開閉所機器，154kV 開閉所機器） 

・所内ボイラ設備 

・所内蒸気系及び戻り系 

・不活性ガス系 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 

・通信連絡設備（1 号，2 号，3 号，4 号，5 号，6 号及び 7 号

炉共用，6 号及び 7 号炉共用） 

・放射線監視設備 

（固定モニタリング設備，気象観測設備，焼却炉建屋排気筒放射

線モニタ，焼却炉建屋放射線モニタ） 

・津波監視カメラ 

・消火系 

（圧力調整用消火ポンプ，電動駆動消火ポンプ，ディーゼル駆動

消火ポンプ，ろ過水タンク，防火扉等） 

・安全避難通路 

・非常用照明 

これらの施設のうち， 

・焼却炉建屋 

・5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所 

・通信連絡設備（6 号及び 7 号炉共用） 

・津波監視カメラ 

・消火系（防火扉等） 

を除く施設については，共用により安全性を損なわない設計とす

ることで，設置（変更）許可を得ている。 

共用による安全性への影響を確認した結果を表 2.2.2-3 に示

す。 

話及び加入ＦＡＸ），専用電話設備（専用電話（ホットライ

ン）（地方公共団体向）） 

・放射線監視設備（固定モニタリング設備，気象観測設備，

放射能観測車，環境試料測定設備，出入管理室） 

・消火系（電動機駆動ポンプ，ディーゼル駆動消火ポンプ，

構内消火用ポンプ，ディーゼル駆動構内消火ポンプ，原水

タンク，ろ過水貯蔵タンク，多目的タンク） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共用による安全性への影響を確認した結果を第 2.2-2 表に示

す。 

消火設備）） 

・２号炉液体廃棄物処理系 

（タンク（床ドレンタンク，機器ドレンタンク，機器ドレン

処理水タンク，ランドリドレン収集タンク，ランドリドレ

ンサンプルタンク，ランドリドレンタンク，化学廃液タン

ク，凝縮水受タンク，処理水タンク，トーラス水受入タン

ク），ろ過・脱塩器（機器ドレンろ過脱塩器，凝縮水ろ過脱

塩器，機器ドレン脱塩器，凝縮水脱塩器，ランドリドレン

脱塩器，ランドリドレンろ過器），濃縮器（床ドレン濃縮器，

化学廃液濃縮器，ランドリドレン濃縮器）） 

・２号炉固体廃棄物処理系 

（タンク（ランドリドレン濃縮廃液タンク，濃縮廃液タンク，

原子炉浄化系樹脂貯蔵タンク，復水系樹脂貯蔵タンク，復

水系スラッジ貯蔵タンク，復水スラッジ分離タンク，機器

ドレンスラッジ分離タンク），ドラム詰装置，ランドリドレ

ン乾燥機）） 

・固体廃棄物処理系 

（雑固体廃棄物処理・焼却設備，サイトバンカ，固体廃棄物

貯蔵所）） 

・２号炉放射線管理施設 

（プロセス放射線モニタリング設備（液体廃棄物処理排水モ

ニタ），エリア放射線モニタリング設備（中央制御室モニタ，

廃棄物処理制御室モニタ）） 

・放射線管理施設 

（試料分析・測定設備（放射能測定設備），プロセス放射線モ

ニタリング設備（サイトバンカ建物排気筒モニタ），エリア

放射線モニタリング設備（サイトバンカ建物エリアモニ

タ），環境モニタリング設備（モニタリングポスト，移動式

モニタリング設備，気象観測設備）） 

 

  

 

 

 

 

共用又は相互接続による安全性への影響を確認した結果を表

2.2.2-2に示す。 
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表 2.2.2-3 安全施設 共用の適切性（1/6） 

 

（※1）使用済燃料の号炉間輸送に用いる使用済燃料構内輸送容器

については，「核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に

関する規則」における技術上の基準に適合した容器（核燃料輸送

物設計承認及び容器承認を取得した容器）を用いることから，発

電用原子炉施設としての重要度分類は対象外である。なお，本容

器は号炉に関わらず使用するものであり，号炉間輸送時は実用発

電用原子炉の設置，運転等に関する規則第 88条（工場又は事業所

において行われる運搬）を遵守し，輸送を行うことから，事業所

外運搬と同様に安全性が損なわれることはない。 

 

 

 

 

 

第 2.2-2表 安全施設 共用の適切性 

 

表 2.2.2-2 安全施設（重要安全施設を除く）の基準適合性（１

／５） 
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表 2.2.2-3 安全施設 共用の適切性（2/6） 

 

（※2）集中監視制御を行う 5 号炉廃棄物処理系制御室について

は，居住性の確保等の安全機能を有する施設ではないことから，

発電用原子炉施設としての重要度分類は対象外である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2.2-2 安全施設（重要安全施設を除く）の基準適合性（２／

５） 
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表 2.2.2-3 安全施設 共用の適切性（3/6） 

 

 表 2.2.2-2 安全施設（重要安全施設を除く）の基準適合性（３

／５） 
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表 2.2.2-3 安全施設 共用の適切性（4/6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 2.2.2-2 安全施設（重要安全施設を除く）の基準適合性（４／

５） 
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表 2.2.2-3 安全施設 共用の適切性（5/6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 2.2.2-2 安全施設（重要安全施設を除く）の基準適合性（５／

５） 
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表 2.2.2-3 安全施設 共用の適切性（6/6） 

 

   

 

また，表 2.2.1-1 に示す通り，重要安全施設を除く安全施設の

うち，2 基以上の発電用原子炉施設間で相互に接続する施設は以

下の通りである。 

・復水貯蔵槽，復水補給水系 

・計装用圧縮空気系，計装用圧縮空気設備 

第 2.2-2表の通り，共用とすることで安全性を損なうことは

ないことから，設置許可基準規則第１２条第７項の共用設備に

関する規則に適合することを確認した。 

なお，東海発電所の廃止措置計画認可申請書及び保安規定に

おいて，東海第二発電所と共用している設備での雑固体減容の

処理，雑固体廃棄物の焼却に関する放出管理及び被ばく評価の

記載が明確になっていないことから，速やかに明確にすること

としており，それがなされるまでの間，雑固体減容処理設備，

雑固体廃棄物焼却設備での東海発電所の廃棄物処理を見合わせ

る。 

 

表 2.2.2-2の通り，共用とすることで安全性を損なうことは

ないことから，設置許可基準規則第１２条第７項の共用設備に

関する規則に適合することを確認した。 
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これらの施設について，相互接続による安全性への影響を確認

した結果を表 2.2.2-4 に示す。 

   

表 2.2.2-4 安全施設 相互接続の適切性 

 

   

 

 

表 2.2.2-3 及び表 2.2.2-4 の通り，共用又は相互に接続するこ

とで安全性を損なわないことから，設置許可基準規則第 12 条第 7 

項に適合することを確認した。 

 

   

2.2.3 基準適合性（可燃性ガス濃度制御系） 

可燃性ガス濃度制御系は，図 2.2.3-1 に示す通り，6 号及び 7 号

炉共用の可搬式再結合装置を採用している。 

 

図 2.2.3-1 可燃性ガス濃度制御系 系統概略図（変更前） 

 

 

 

  ・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の可燃性

ガス濃度制御系の再

結合装置は当初から

常設設備。また，可

燃性ガス濃度制御系

は共用設備ではない 
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しかし，本系統については，図 2.2.3-2 に示す通り，単一設計

となっている配管の二重化を行うとともに，再結合装置を各号炉

1 台ずつ追加し，かつ常設設備に変更することとしている。 

   

 

図 2.2.3-2 可燃性ガス濃度制御系 系統概略図（変更後） 

   

従って，2 基以上の発電用原子炉施設間で共用又は相互に接続

することのない施設となることから，設置許可基準規則第 12 条

第 6 項及び第 7 項に適合することを確認した。 
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  別紙１－１ 

対象機器の抽出について 

 

  別紙図 1-1-1に示すフローに従い，島根原子力発電所２号炉

のすべての構築物，系統又は機器を対象に，重要度分類指針に

示される安全機能を担保する構築物，系統又は機器を抽出し，

重要度の特に高い安全機能を有するものについて，多重性又は

多様性及び独立性の確保を整理した。なお，各作業ステップの

確認内容を下記に示す。 

 

 

 

 

別紙図 1-1-1 対象機器抽出フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は安全施

設の抽出方法をフロ

ーにて示している。

柏崎 6/7 も抽出方針

は同様 

【東海第二】 

東 海 第 二 は 本 文

「2.1.1 長期間にわ

たり安全機能が要求

がされる単一機器の

抽出」にて同様のフ

ローを記載 
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別紙１－１ 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 抽出表 

 

 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 抽出表 

 

別紙１－２ 

重要度の特に高い安全機能を有する構築物，系統又は機器の抽出

について 

 

  島根原子力発電所２号炉のすべての構築物，系統又は機器を

対象として，重要度分類指針に示される安全機能を担保する構

築物，系統又は機器及び重要度の特に高い安全機能を有する構

築物，系統又は機器を抽出した結果を別紙表 1-2-1に示す。ま

た，設計基準事故解析において期待する異常影響緩和系につい

ても，重要度の特に高い安全機能を有する構築物，系統又は機

器に含める。なお，設計基準事故解析において期待する影響緩

和系の抽出については，別紙１－４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・資料構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は冒頭文

を記載 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

抽出設備の相違は炉

型及び系統構成の違

いによる 
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添付１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙表 1-2-1 重要度の特に高い安全機能を有する構築物，系統

又は機器の抽出結果 
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【補足】間接関連系について 

 

「重要度の特に高い安全機能を有する系統 抽出表」においては，

注記の通り，間接関連系は当該系の機能遂行に直接必要ない構築

物，系統及び機器であるため，記載を省略している。 

 

間接関連系の確認にあたっては，当該系及び直接関連系と同様に，

「安全機能を有する電気・機械装置の重要度分類指針」

（JEAG4612-2010，社団法人日本電気協会）及び「安全機能を有す

る計測制御装置の設計指針」（JEAG4611-2009，社団法人日本電気

協会）を参考として抽出しているが，ここではその妥当性を示す。 

 

（1）間接関連系と整理した構築物，系統及び機器が重要度の特に

高い安全機能を有する当該系の独立性を喪失させることがないか

の確認［同一機能内での区分分離の確認］ 

 

 

【補足】間接関連系について 

 

 重要度の特に高い安全機能を有する系統抽出表においては，当

該系の機能遂行に直接必要のない構築物，系統及び機器であるた

め，間接関連系の記載を省略している。 

 

 間接関連系の確認にあたっては，当該系及び直接関連系と同様

に，安全機能を有する電気・機械装置の重要度分類指針

（JEAG4612-2010，社団法人日本電気協会）及び安全機能を有す

る計測制御装置の設計指針（JEAG4611-2009，社団法人日本電気

協会）を参考として抽出しているが，ここではその妥当性を示す。 

 

 (1) 間接関連系と整理した構築物，系統及び機器が重要度の特

に高い安全機能を有する当該系の独立性を喪失させること

がないかの確認［同一機能内での区分分離の確認］ 

 

 

【補足】間接関連系について 

 

「別紙表 1-2-1 重要度の特に高い安全機能を有する構築物，

系統又は機器の抽出結果」においては，注記のとおり，間接関

連系は当該系の機能遂行に直接必要ない構築物，系統及び機器

であるため，記載を省略している。 

間接関連系の確認にあたっては，当該系及び直接関連系と同

様に「安全機能を有する電気・機械装置の重要度分類指針」

（JEAG4612-2010，社団法人日本電気協会）及び「安全機能を有

する計測制御装置の設計指針」（JEAG4611-2009，社団法人日本

電気協会）を参考として抽出しているが，ここではその妥当性

を示す。 

（１）間接関連系と整理した構築物，系統及び機器が重要度の特

に高い安全機能を有する当該系の独立性を喪失させることが

ないかの確認[同一機能内での区分分離の確認] 

 

 

 

133



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

間接関連系とは，当該系が安全機能を果たす上では必須ではない

もの，もしくは機能喪失時に当該系へ悪影響を与えるまでに時間

余裕があり代替手段の構築等で対応が可能なもの，と整理してい

る。具体的には，以下のような関連系が該当する。 

 

①当該系の安全機能要求以降に当該系の状態監視機能を有する関

連系 

（例：監視系，記録計） 

②当該系に課せられた設計条件を担保する上で必要であるが，そ

の関連系の機能喪失の発生から当該系の機能喪失発生までには

相当の時間余裕を有し，その間に補修又は代替手段が可能な関

連系 

（例：燃料プール冷却浄化系（使用済燃料プールの冷却機能を司

る範囲）） 

③当該系の安全機能を果たした後の排気，排水等を処理する関連

系 

（例：原子炉補機冷却海水系の排水ライン） 

④当該系の性能向上や環境改善などに直接係わり，その機能喪失

によっても当該系の安全機能が確保し得るものであって，さら

なる性能確保のための関連系 

（例：原子炉隔離時冷却系タービン／ポンプ室空調機） 

⑤当該系の安全機能要求以前の信頼性維持に直接係わる関連系 

（例：テストライン） 

 

⑥当該系の安全機能要求以前の待機状態維持に直接係わる関連系 

（例：非常用直流電源系充電器） 

 

 

これら間接関連系のうち，重要度の特に高い安全機能を有する系

統の間接関連系と整理した具体的な構築物，系統及び機器は以下

の通りである。 

   間接関連系とは，当該系が安全機能を果たす上では必須で

はないもの，もしくは機能喪失時に当該系へ悪影響を与える

までに時間余裕があり代替手段の構築等で対応が可能なも

の，と整理している。具体的には，以下のような関連系が該

当する。 

  ① 当該系の安全機能要求以降に当該系の状態監視機能を有

する関連系 

   （例：監視系，記録計） 

  ② 当該系に課せられた設計条件を担保する上で必要である

が，その関連系の機能喪失の発生から当該系の機能喪失

発生までには相当の時間余裕を有し，その間に補修又は

代替手段が可能な関連系 

   （例：燃料プール冷却浄化系（使用済燃料プールの冷却機

能を司る範囲） 

  ③ 当該系の安全機能を果たした後の排気，排水等を処理す

る関連系 

   （例：原子炉補機冷却海水系の排水ライン） 

  ④ 当該系の性能向上や環境改善などに直接係わり，その機

能喪失によっても当該系の安全機能が確保し得るもので

あって，さらなる性能確保のための関連系 

   （例：原子炉隔離時冷却系タービン／ポンプ室空調機） 

  ⑤ 当該系の安全機能要求以前の信頼性維持に直接係わる関

連系 

   （例：テストライン） 

  ⑥ 当該系の安全機能要求以前の待機状態維持に直接係わる

関連系 

   （例：直流電源系充電器） 

 

   これら間接関連系のうち，重要度の特に高い安全機能を有

する系統の間接関連系と整理した具体的な構築物，系統及び

機器は以下のとおりである。 

 

間接関連系とは，当該系が安全機能を果たす上で必須では

ないもの，若しくは機能喪失時に当該系へ悪影響を与えるま

でに時間余裕があり代替手段の構築等で対応が可能なもの，

と整理している。具体的には，以下のような関連系が該当す

る。 

①当該系の安全機能要求以降に当該系の状態監視機能を有

する関連系 

（例：監視系，記録計） 

②当該系に課せられた設計条件を担保する上で必要である

が，その関連系の機能喪失の発生から当該系の機能喪失

発生までには相当の時間余裕を有し，その間に補修又は

代替手段が可能な関連系 

（例：燃料プール冷却系（燃料プールの冷却機能を司る

範囲）） 

③当該系の安全機能を果たした後の排気，排水等を処理す

る関連系 

（例：非常用所内電源系の排気配管） 

④当該系の性能向上や環境改善などに直接係わり，その機

能喪失によっても当該系の安全機能が確保し得るもので

あって，さらなる性能確保のための関連系 

（例：原子炉隔離時冷却系タービン／ポンプ室空調機） 

⑤当該系の安全機能要求以前の信頼性維持に直接係わる関

連系 

（例：テストライン） 

⑥当該系の安全機能要求以前の待機状態維持に直接係わる

関連系 

（例：封水ライン） 

 

これら間接関連系のうち，重要度の特に高い安全機能を有する系

統の間接関連系と整理した具体的な構築物，系統及び機器は以下

のとおりである。 
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・炉型の相違 

【柏崎 6/7】 

ECCS構成設備の相違 

ABWR：低圧注水系，

高圧炉心注水

系，原子炉隔

離時冷却系及

び自動減圧系 

BWR5：低圧注水系，

高圧炉心スプ

レイ系，低圧

炉心スプレイ

系及び自動減

圧系 

 

これらの構築物，系統及び機器の故障によって当該系の独立性

を喪失させることがないことは全て確認しており，間接関連系と

整理したことは妥当である。 

（2）間接関連系と整理した構築物，系統及び機器が当該系とは異

なる安全施設の機能を阻害するような悪影響を与えることが

ないかの確認における整理［異なる機能間での区分分離の確

認］ 

 

各安全施設が間接関連系を含む他系統から悪影響を受けるか否

かの確認においては，安全重要度が低いクラスの系統や安全施設

以外からの影響も見る必要があり，影響を与える側から整理する

   これらの構築物，系統及び機器の故障によって当該系の独

立性を喪失させることはない。 

 

 (2) 間接関連系と整理した構築物，系統及び機器が当該系とは

異なる安全施設の機能を阻害するような悪影響を与えるこ

とがないかの確認における整理［異なる機能間での区分分

離の確認］ 

 

   各安全施設が間接関連系を含む他系統から悪影響を受ける

か否かの確認においては，安全重要度が低いクラスの系統や

安全施設以外からの影響も見る必要があり，影響を与える側

これらの構築物，系統及び機器の故障によって当該系の独

立性を喪失させることがないことはすべて確認しており，間

接関連系と整理したことは妥当である。 

（２）間接関連系と整理した構築物，系統及び機器が当該系とは

異なる安全施設の機能を阻害するような悪影響を与えること

がないかの確認における整理[異なる機能間での区分分離の

確認] 

 

各安全施設が間接関連系を含む他系統から悪影響を受ける

か否かの確認においては，安全重要度が低いクラスの系統や

安全施設以外からの影響も見る必要があり，影響を与える側
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よりも影響を受ける側から整理する方が妥当である。 

従って，影響を受ける側から見た場合に，耐震上の波及影響を

与えるものがないか，溢水源となるものがないか，火災源となる

ものがないか等，網羅的に抽出して確認している。（各条文の適合

性確認にて詳細は説明） 

 

このため，影響を与える側を間接関連系と整理するか否かは本

確認行為においては関係がない。 

 

上記（1）（2）から，間接関連系としての整理は妥当である。 

 

以上 

から整理するよりも影響を受ける側から整理する方が妥当で

ある。 

   したがって，影響を受ける側から見た場合に，耐震上の波

及的影響を与えるものがないか，溢水源となるものがないか，

火災源となるものがないか等，網羅的に抽出して確認してい

る。 

   このため，影響を与える側を間接関連系と整理するか否か

は本確認行為においては必要ない。 

 

 上記(1)及び(2)から，間接関連系としての整理は妥当である。 

 

から整理するよりも影響を受ける側から整理する方が妥当で

ある。 

従って，影響を受ける側から見た場合に，耐震上の波及的

影響を与えるものがないか，溢水源となるものがないか，火

災源となるものがないか等，網羅的に抽出して確認している。

（各条文の適合性確認にて詳細は説明） 

このため，影響を与える側を間接関連系と整理するか否か

は本確認行為においては関係がない。 

 

上記（１），（２）から，間接関連系としての整理は妥当である。 

 

以上 
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別紙１－２ 

重要度の特に高い安全機能を有する系統 

 
No. １ 

安全機能 《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉の緊急停止機能 

対象系

統・機器 

制御棒及び制御棒駆動系（制御棒駆動機構／水圧制御ユニット 

（スクラム機能）） 

多重性／

多様性 

制御棒は 205 本，制御棒を動作させる制御棒駆動機構は 205 体，制御

棒をスクラム動作させる水圧制御ユニットは 103 基（水圧制御ユニッ

ト１基に対し制御棒 2 本が動作（１基だけ制御棒 1 本を動作させるも

のがある））設置されている。 

制御棒駆動機構は１本の制御棒に対して１体ずつ設けられており，他の

制御棒駆動機構との接続箇所はない。また，水圧制御ユニットは当該ユ

ニットがスクラム動作させる制御棒とのみ接続しており，ユニット毎に

分離している。さらに，スクラム動作を行うためのスクラム弁，及びス

クラムパイロット弁は各水圧制御ユニットに個別に設けられている。 

上記より，制御棒及び制御棒駆動系は，独立した複数個の停止機能を持

ち，その数が高温停止に必要な数に対し十分な余裕を持っており，実質

的に幾つかの独立した停止機能とみなせることから，多重性を有してい

る。 

独立性 （１）制御棒及び制御棒駆動系は，想定される最も過酷な環境条件であ

る原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計して

いる。 

 

（２）制御棒及び制御棒駆動系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設

計している。また，溢水，火災による機器の損傷が発生した場合で

も制御棒が緊急挿入されるフェイルセーフ設計となっており，スク

ラム機能への影響はない。 

 

（３）電源喪失が発生した場合でも制御棒が緊急挿入されるフェイルセ

ーフ設計となっており，スクラム機能への影響はない。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該機能を

同時に喪失させない設計としており，独立性を有している。 

期間 使用時間はスクラム挿入時間である 2.80 秒以下（短期間） 
 

添付 2 

重要度の特に高い安全機能を有する系統・機器 整理表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１－３ 

重要度の特に高い安全機能を有する系統・機器の抽出結果 

 
No. １ 

安全機能 原子炉の緊急停止機能 

系統・機器 制御棒及び制御棒駆動系〔137個〕 

多重性又は 

多様性 

制御棒及び制御棒駆動水圧制御ユニットは 137 個設置して

おり，全制御棒の反応度は，原子炉スクラムにより過渡状

態を収束することができる反応度に対して十分な余裕があ

り，原子炉の停止に必要な制御棒の組み合わせは何通りも

考えられるため，多重性を有している。 

独立性 （１）制御棒及び制御棒駆動系は，想定される最も過酷な

環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全

に動作するよう設計している。 

 

（２）１つの制御棒駆動水圧制御ユニットは，１つの制御

棒に接続し，それぞれが系統分離されている。 

 

（３）制御棒駆動水圧制御ユニットは２箇所に分散配置し

ており，また，電源はそれぞれ区分Ⅰ，区分Ⅱの異な

る系統に接続され，電源喪失時には制御棒が挿入され

るフェイルセーフ設計としている。 

 

（４）制御棒及び制御棒駆動系は，いずれも耐震Ｓクラス

設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，機器の損傷が発生した場合でも制

御棒が緊急挿入され，機能喪失しないようフェイルセ

ーフ設計としている。 

 

（６）火災に対しては，機器の損傷が発生した場合でも制

御棒が緊急挿入され，機能喪失しないようフェイルセ

ーフ設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって制御棒及び制御

棒駆動系が同時に機能喪失することはないことから，独立

性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間はスクラム挿入時間（1.62秒以内（75％ストロー

ク））（短期間） 

 

別紙図 1-3-1：制御棒駆動系 系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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第 1-1 図 制御棒・制御棒駆動系 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-1 制御棒駆動系 系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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No. ２ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

未臨界維持機能 

対象系統・機器 制御棒 

ほう酸水注入系 

多重性／多様

性 

制御棒は内部に固体状のボロンカーバイドが充填されており，中

性子を吸収する構造となっている。原子炉スクラムにより挿入さ

れた制御棒は，ラッチ機構により機械的に全挿入位置に保持され

る。 

一方，ほう酸水注入系は，制御棒の後備設備として，五ほう酸ナ

トリウム水溶液を高圧ポンプにより原子炉内に注入し，五ほう酸

ナトリウム水溶液が原子炉内全域に行き渡ることにより中性子

を吸収する構造となっている。 

制御棒とほう酸水注入系は異なる機構により未臨界を維持する

ことが可能な設計となっており，多様性を有している。 

独立性 （１）制御棒及びほう酸水注入系は，想定される最も過酷な環境

条件（制御棒：原子炉冷却材喪失事故時，ほう酸水注入系：

制御棒が炉心に挿入できない状態が生じた事象初期）におい

て健全に動作するよう設計している。 

 

（２）制御棒及びほう酸水注入系は，いずれも耐震Ｓクラス設備

として設計している。また，溢水，火災については，制御棒

とほう酸水注入系の位置的分散を図るとともに，溢水，火災

の影響軽減対策等を実施することにより，同時に機能喪失し

ないよう設計している。 

 

（３）ほう酸水注入系のサポート系については，電源については

それぞれ異なる区分から供給しており，１系統のサポート系

の故障が他の系統の機能に影響を及ぼさないよう設計して

いる。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 制御棒の使用時間は挿入後その位置を維持する時間となるため

24 時間以上（長期間） 

ほう酸水注入系の使用時間はタンク内のほう酸水を全て注入す

るま 

での 3 時間（短期間） 
 

 
 
 
 
 
 

 
No. ２ 

安全機能 未臨界維持機能 

系統・機器 制御棒及び制御棒駆動系〔137個〕 

ほう酸水注入系〔100％〕 

多重性又は 

多様性 

制御棒及び制御棒駆動系は，制御棒を炉心に挿入すること

により，また，ほう酸水注入系は，炉心にほう酸水を注入

することにより，それぞれ炉心の未臨界を維持するもので

あり，多様性を有している。 

独立性 （１）制御棒及び制御棒駆動系は，想定される最も過酷な

環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全

に動作するよう設計している。 

 

（２）制御棒及び制御棒駆動系とほう酸水注入系は系統が

分離されている。 

 

（３）ほう酸水注入系は，動的機器が多重化されており，

電源は，それぞれ区分Ⅰ，区分Ⅱの異なる区分から供

給することで，１系統の電源故障により両系統が機能

喪失しないよう設計されている。 

 

（４）制御棒及び制御棒駆動系とほう酸水注入系は，いず

れも耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により制御棒及び制御

棒駆動系とほう酸水注入系が同時に機能を喪失しない

設計とする。 

 

（６）火災に対しては，制御棒及び制御棒駆動系とほう酸

水注入系が同時に機能喪失しないよう，離隔等による

系統分離を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって制御棒及び制御

棒駆動系とほう酸水注入系が同時に機能喪失することはな

いことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

制御棒及び制御棒駆動系の使用期間は，制御棒挿入後，そ

の位置を維持する時間となるため 24時間以上（長期間） 

ほう酸水注入系の使用期間は，タンク内のほう酸水をすべ

て注入するまでの約２時間（短期間） 

 

別紙図 1-3-1：制御棒駆動系 系統概要図 

別紙図 1-3-2：ほう酸水注入系 系統概要図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
・設備の相違 
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第 2-1図 制御棒及び制御棒駆動系／ほう酸水注入系 系統概略

図 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-2 ほう酸水注入系 系統概要図 
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No. ３ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

対象系統・機器 逃がし安全弁（安全弁としての開機能） 

多重性／多様

性 

逃がし安全弁（安全弁としての開機能）は18 弁あり，各弁に対

して個別に駆動用バネが設置されており，多重性を有している。 

独立性 （１）逃がし安全弁は，想定される最も過酷な環境条件である原

子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計して

いる。 

 

（２）逃がし安全弁は，耐震Ｓクラス設備として設計している。

また，溢水については冷却材喪失事故時の環境条件下におい

ても動作可能な設計とし，火災については，逃がし安全弁が

窒素充填された原子炉格納容器内に設置されていることか

ら，火災の影響により機能喪失しない設計としている。 

 

（３）逃がし安全弁は４本の主蒸気配管に分散して配置する設計

としており，また，安全弁としての機能は各弁に個別に設置

された駆動バネにより確保しており，サポート系を必要とし

ない設計としている。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 1 回あたりの使用時間は極短時間であり，事象全体での使用時間

も24時間未満（短期間） 

系統概略図 12 条-別紙1-2-3-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

 

 

No. ３ 

安全機能 原子炉冷却材圧力バウンダリの過圧防止機能 

系統・機器 逃がし安全弁（安全弁としての開機能）〔12台〕 

多重性又は 

多様性 

逃がし安全弁は 12台設置しており多重性を有している。 

独立性 （１）逃がし安全弁は，想定される最も過酷な環境条件で

ある原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

 

（２）逃がし安全弁はそれぞれ系統分離されており，バネ

式の駆動機構も１台ずつ設置している。 

 

（３）逃がし安全弁は４本の主蒸気管に分散配置されてい

る。 

 

（４）逃がし安全弁は，耐震Ｓクラス設備として設計して

いる。 

 

（５）溢水に対しては，溢水の影響を受けない静的機器で

あるため，影響ない。 

 

（６）火災に対しては，逃がし安全弁を窒素充填された原

子炉格納容器内に設置し，機能喪失しない設計として

いる。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって逃がし安全弁が

同時に機能喪失することはないことから，独立性を有して

いる。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は，事故時等において逃がし安全弁の手動逃がし

機構等により原子炉の減圧を行うまでであり 24 時間未満

（短期間） 

 

別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）

系統概要図 
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第 3-1図 逃がし安全弁／自動減圧系 系統概略図 

 

 

 

別紙図 1-3-3 逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）

系統概要図 
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No. ４ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能 

対象系統・機器 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

多重性／多様

性 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は３系統あり，それぞ

れの系統を用いて崩壊熱の除去が可能であることから，多重性を

有している。 

独立性 （１）残留熱除去系は３系統とも，想定される最も過酷な環境条

件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

（２）残留熱除去系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計し

ている。また，溢水，火災については，位置的分散を図ると

ともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施することにより，

３系統が同時に機能喪失しないよう設計している。 

（３）３系統の設備は，１系統の故障が他のすべての系統に波及

しないよう，それぞれ区画されたエリアに分離，又は位置的

分散を図るように配置する設計としている。サポート系につ

いても，電源については基本的にはそれぞれ異なる区分か

ら，冷却水については主系統と同一の区分から供給してお

り，１系統のサポート系の故障が他のすべての系統に影響を

及ぼさないよう設計している。 

なお，格納容器外側隔離弁の電源区分については，残留熱除去系

に 

よる注水機能よりも格納容器バウンダリ機能を優先することか

ら， 

主系統と電源を分離している。そこで，主系統が他の系統の故障

により機能喪失することを防ぐために，格納容器外側隔離弁につ

いては以下の通り手動操作ができるよう設計している。 

・区分Ⅰ電源喪失時 

：区分Ⅱの電源が使用可能な場合は残留熱除去系ポンプ（Ｂ）

を使用し，区分Ⅰ電源の外側隔離弁１弁を手動開 

区分Ⅲの電源が使用可能な場合は残留熱除去系ポンプ（Ｃ）

を使用し，区分Ⅰ電源の外側隔離弁１弁を手動開 

・区分Ⅱ電源喪失時 

：区分Ⅰの電源が使用可能な場合は残留熱除去系ポンプ（Ａ）

を使用し，区分Ⅱ電源の外側隔離弁１弁を手動開 

区分Ⅲの電源が使用可能な場合は残留熱除去系ポンプ（Ｃ）を使

用し，区分Ⅰ電源の外側隔離弁１弁を電動又は手動開 

・区分Ⅲ電源喪失時 

：区分Ⅰの電源が使用可能な場合は残留熱除去系ポンプ（Ａ）

を使用し，区分Ⅱ電源の外側隔離弁１弁を電動又は手動開 

区分Ⅱの電源が使用可能な場合は残留熱除去系ポンプ（Ｂ）

を使用し，区分Ⅰ電源の外側隔離弁１弁を電動又は手動開 

この手動操作性について簡易評価したところ，原子炉停止時冷

却モードが必要な状況下において，弁操作場所の線量率は約

1mSv/h 以下であり，弁開操作に必要な時間を約1 時間と見積も

ったとしても，弁操作時の被ばく線量は100mSv を下回る。 

また，残留熱除去系にはタイラインがあるが，タイラインの破

損により同時に系統機能を喪失しないために適切に弁を設置し

ており，その弁も耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙1-2-4-3 ページ参照 
 

 

 

 

 

 

 

No. ４ 

安全機能 原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能 

系統・機器 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

逃がし安全弁（手動逃がし機能）又は自動減圧系（手動逃

がし機能）により原子炉からの発生蒸気をサプレッショ

ン・チェンバのプール水中に逃がして，原子炉を減圧させ

るとともに，原子炉隔離時冷却系〔100％〕又は高圧炉心ス

プレイ系〔100％〕で原子炉水位を維持し，残留熱除去系（サ

プレッション・プール水冷却モード）〔100％×２系統〕に

よりサプレッション・プール水の冷却を行うことにより崩

壊熱の除去を行う。なお，原子炉隔離時冷却系により原子

炉へ注水した場合，原子炉の圧力が十分に下がった後には，

注水手段を低圧炉心スプレイ系〔100％〕又は残留熱除去系

（低圧注水モード）〔100％×３系統〕に切替る（これらの

崩壊熱除去を，以下「フィードアンドブリードによる除熱」

という）。 

多重性又は 

多様性 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は原子炉からの

崩壊熱を直接除去するのに対し，フィードアンドブリード

による除熱はサプレッション・チェンバのプール水を冷却

することにより崩壊熱の除去を行うものであり，多様性を

有している。 

なお，フィードアンドブリードによる除熱について，原子

炉の冷却について評価を行い，原子炉隔離時冷却系，高圧

炉心スプレイ系が自動起動することにより，燃料被覆管温

度の最高温度は初期値を上回ることなく，原子炉の水位が

適切に維持されることを解析により確認している。 

独立性 （１）各系統はいずれも想定される最も過酷な環境条件で

ある原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

 

（２）崩壊熱の除去は残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）又は残留熱除去系（サプレッション・プール水

冷却モード）にて行う。これらはいずれも，残留熱除

去系Ａ系又は残留熱除去系Ｂ系の機能の一部であり，

残留熱除去系Ａ系，残留熱除去系Ｂ系は原子炉停止時

冷却モードの一部及び燃料プール冷却系への接続配管

を除き系統分離が図られている。燃料プール冷却系へ

の接続配管は，通常時，複数の止め弁（MS-1）で分離

されている。また，フィードアンドブリードによる除

熱における原子炉への注水は，原子炉隔離時冷却系，

高圧炉心スプレイ系等により行うが，これらは残留熱

除去系に対して系統が分離されている。 

 

（３）残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モー

ド）はそれぞれ区分Ⅰ，区分Ⅱから電源を供給してお

り，冷却水についても主系統と同一区分から供給して

いる。原子炉の減圧を行う逃がし安全弁（手動逃がし

機能）の電源は，直流区分Ⅰ，直流区分Ⅱに分離され

ており，自動減圧系（手動逃がし機能）は直流区分Ⅰ，

直流区分Ⅱそれぞれの電源で動作させることができ

る。原子炉への注水を行う系統は，原子炉隔離時冷却

系は直流区分Ⅱ，残留熱除去系（低圧注水モード）Ａ

系及び低圧炉心スプレイ系は区分Ⅰ，残留熱除去系（低

圧注水モード）Ｂ系及び残留熱除去系（低圧注水モー

ド）Ｃ系は区分Ⅱ，高圧炉心スプレイ系は区分Ⅲの電

源が供給されている。このように，１系統のサポート

 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 
柏崎 6/7 は残留熱除
去系（原子炉停止時冷
却モード）が 3系統あ
ることで多重性を有
しているが，島根２号
炉及び東海第二は当
該系統が１系統であ
り，フィードアンドブ
リードによる除熱に
より多様性を有する
ことを説明している 
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機能の故障が他のすべての系統に影響を及ぼさない設

計としている。 

 

（４）残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）とフィー

ドアンドブリードによる除熱に期待する系統は，いず

れも耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード）とフィードアンドブリードによる除熱が同時

に機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行う

とともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）とフィードアンドブリードによる

除熱が同時に機能喪失することはないことから，独立性を

有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-4：残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）系統概

要図 

別紙図 1-3-5：残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図 

別紙図 1-3-6：残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モ

ード）系統概要図 

別紙図 1-3-7：原子炉隔離時冷却系 系統概要図 

別紙図 1-3-8：高圧炉心スプレイ系 系統概要図 

別紙図 1-3-9：低圧炉心スプレイ系 系統概要図 
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第 4-1図 残留熱除去系(原子炉停止時冷却系) 系統概略図 

 

別紙図 1-3-4 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）系統概

要図 

  

 

 

 

別紙図 1-3-5 残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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第 4-4図 残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系） 系統

概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-6 残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モ

ード）系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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第 4-2図 原子炉隔離時冷却系／高圧炉心スプレイ系 系統概略図 

 

 

 

 

別紙図 1-3-7 原子炉隔離時冷却系 系統概要図 

 

 

別紙図 1-3-8 高圧炉心スプレイ系 系統概要図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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第 4-3図 逃がし安全弁／自動減圧系 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-9 低圧炉心スプレイ系 系統概要図 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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 原子炉への注水及びサプレッション・プール冷却による 

崩壊熱除去の成立性について 

 

1. 目的 

原子炉停止後における除熱のための崩壊熱除去機能において，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の代替として以下の手段に

よる崩壊熱の除去が成立することを確認する。 

・代替手段：原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系を用

いた原子炉への注水後，逃がし安全弁（手動逃が

し機能），自動減圧系（手動逃がし機能）により

サプレッション・プールに移行した崩壊熱を残留

熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によ

り除去する。 

具体的な確認方法として，原子炉停止時冷却系を使用する時期

における炉心の崩壊熱に対して，代替手段による原子炉への注水

流量及びサプレッション・プールの除熱量が十分であることを確

認する。 

 

〔フィードアンドブリードによる除熱の成立性評価〕 

 

 原子炉への注水量，崩壊熱除去の観点から，フィードアンドブ

リードによる除熱の成立性を評価する。 

原子炉圧力が低圧時のフィードアンドブリードによる除熱に期

待する機能と電源区分を別紙表 1-3-1に示す。 

また，この「フィードアンドブリードによる除熱」の区分Ⅰ又

は区分Ⅱにおける系統概要図をそれぞれ別紙図 1-3-ａ，1-3-bに

示す。 

 

 

別紙表 1-3-1 フィードアンドブリードによる除熱に期待する機

能と電源区分 

 

区分Ⅰ 区分Ⅱ 系統図 

原 子 炉 の

減圧 

・逃がし安全弁（手

動逃がし機能） 

〔区分Ⅰ〕 

・逃がし安全弁（手

動逃がし機能） 

〔区分Ⅱ〕 

別紙図 1-3-3 

・自動減圧系（手動

逃がし機能） 

〔区分Ⅰ〕 

・自動減圧系（手

動逃がし機能） 

〔区分Ⅱ〕 

原 子 炉 へ

の注水 

・残留熱除去系（低

圧注水モード） 

〔区分Ⅰ×１系統〕 

 

 

・低圧炉心スプレイ

系 

・残留熱除去系（低

圧注水モード） 

〔区分Ⅱ×２系

統〕 

 

 

別紙図 1-3-5 

（残留熱除去系

（低圧注水モー

ド）） 

 

別紙図 1-3-9 

（低圧炉心スプ

レイ系） 

崩 壊 熱 の

除去 

・残留熱除去系（サ

プレッション・プー

ル水冷却モード） 

〔区分Ⅰ〕 

残留熱除去系（サ

プレッション・プ

ール水冷却モー

ド） 

〔区分Ⅱ〕 

別紙図 1-3-6 

 

 

 

 

 

 

 
 

・設備の相違 
【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7 は残留熱除
去系（原子炉停止時
冷却モード）が 3 系
統あることで多重性
を有しているが，島
根２号炉及び東海第
二は当該系統が１系
統であり，フィード
アンドブリードによ
る除熱により多様性
を有することを説明
している 

電源 

区分 

機能 
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別紙図１-3-a フィードアンドブリードによる除熱（区分Ⅰ）の

系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-b フィードアンドブリードによる除熱（区分Ⅱ）の

系統概要図 
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 2. 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の使用時期について 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の最高使用圧力は原子炉

圧力 0.93MPa[gage]であり，このときの飽和温度は約 181.2℃とな

る。 

定格運転時の原子炉圧力 6.93MPa[gage]に相当する飽和温度は

約 285.8℃であることから，原子炉停止後に最大温度変化率（55℃

／h）で冷却を行った場合，最短で原子炉停止から約 1.9時間後に

原子炉停止時冷却系を使用する可能性がある。 

 

 

 

3. 原子炉への注水流量の妥当性について 

原子炉停止後の崩壊熱の推移を第 1図に示す。 

原子炉停止後約 1.9 時間（約 6,847 秒）が経過すると，崩壊熱

は定格熱出力の 1.4％未満となる。 

定格熱出力は 3,293MWであるため，その 1.4％である 46.1MWの

崩壊熱による冷却材の蒸発を補えるだけの注水ができれば，燃料

の冠水状態を維持することができる。 

保守的に，原子炉圧力容器の最高使用圧力（8.62MPa[gage]）条

件下で冷却材の蒸発潜熱のみに期待する場合，原子炉水位を維持

するために必要となる注水流量は約 119m３／hとなる。 

原子炉隔離時冷却系の注水流量は約 136m３／h以上，高圧炉心ス

プレイ系の注水流量は約 1,440m３／hであるため，どちらかの系統

による注水を実施することにより炉心の冠水を維持することがで

きる。 

 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の使用時期について 

 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は原子炉停止後，

復水器等で冷却し，原子炉冷却材圧力・温度が下がったのちに

炉心を冷却する機能である。 

本系統は，原子炉圧力 0.88MPa[gage]以下で使用するもので

あり，この時の飽和温度は約 179℃である。定格運転時の原子

炉圧力 6.93MPa[gage]に相当する飽和温度は約 286℃であるこ

とから，原子炉停止後に最大温度変化率（55℃/h）で冷却を行

った場合を想定すると，最短で原子炉停止から約 1.9時間後に

原子炉停止時冷却モードを使用する可能性がある。 

 

1． 原子炉への注水量について 

  原子炉水位が低下した場合，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心

スプレイ系はそれぞれ原子炉水位レベル２，レベル１Ｈで自動

起動する。ここでは，通常運転時に原子炉の水位低下が厳しい

事象である全給水喪失が発生し，原子炉隔離時冷却系，高圧炉

心スプレイ系が自動起動した場合の解析をそれぞれ実施した。

その結果を別紙図 1-3-cに示すが，炉心は冠水を維持するため，

燃料被覆管温度は上昇しない。残留熱除去系（原子炉停止時冷

却モード）は原子炉停止から約 1.9 時間後以降に使用する系統

であり，この場合の水位低下は更に緩慢となるため，原子炉隔

離時冷却系，高圧炉心スプレイ系起動時に燃料が露出すること

はない。 

 また，原子炉停止後の崩壊熱の推移を別紙図 1-3-dに示すが，

原子炉停止後約 1.9 時間経過すると，崩壊熱は定格熱出力の

1.4％未満となるため，島根２号炉の定格熱出力 2,436MW の

1.4％である 34.1MWの崩壊熱による蒸発量を補えるだけの注水

量があれば，冠水を維持することができる。保守的に，原子炉

圧力容器の最高使用圧力（8.62MPa[gage]）において，冷却材

の蒸発潜熱のみに期待した場合でも必要注水量は約 89m3/h で

あり，原子炉隔離時冷却系の注水流量 91 m3/h，高圧炉心スプ

レイ系の注水流量 1,050 m3/hは，これを上回る。 

 

2． 崩壊熱の除去について 

  残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）によ

り，サプレッション・プール水の除熱を行う場合，残留熱除去

系の熱交換器による除熱量はサプレッション・プール水温に依

存しており，水温が高くなるに従って除熱量も大きくなる。こ
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第 1図 原子炉停止後の崩壊熱の推移 

 

（軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能評価に用いる崩壊熱デ

ータについて（平成 4年 6月 11日原子力安全委員会了承）抜粋，

一部加筆） 

4. サプレッション・プールの除熱量の妥当性について 

残留熱除去系（サプレッション・プール冷却系）によるサプ

レッション・プールの除熱量については，定格熱出力の 1.4％

に相当する 46.1MWの崩壊熱が全量サプレッション・プールに移

行した場合であっても，サプレッション・プール水温がその制

限である 104℃を超えなければ，十分な除熱能力を有している

と言える。 

残留熱除去系の熱交換器による除熱量はサプレッション・プ

ール水温に依存しており，水温が高くなると除熱量は大きくな

ることから，ある水温において除熱量が崩壊熱を上回ることが

確認されれば，それ以上の水温上昇は起こらない。 

ここで，サプレッション・プール水温が 100℃のときの除熱

量は約 45.6×10６kcal／h（＝約 53MW）であり，炉心で発生する

崩壊熱 46.1MWを上回るため，水温は 100℃以上に上昇すること

はない。 

したがって，サプレッション・プール冷却系の運転を行うこ

とにより，サプレッション・プール水温は制限値である 104℃

を超えることはない。 

 

5. 結論 

上記の結果より，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の代

替手段による原子炉への注水量及びサプレッション・プールの

除熱量は，十分な容量を有している。 

また，原子炉の崩壊熱は時間とともに減少し，崩壊熱の除去

に要する注水量及び除熱量も減少するため，原子炉停止時冷却

系の代替手段によって燃料の冠水状態を維持し，サプレッショ

ン・プール水温も制限値未満の状態を維持することが可能であ

る。 

したがって，原子炉への注水及びサプレッション・プールの

冷却による崩壊熱の除去は原子炉停止時冷却系の代替手段とし

て成立すると考えられる。 

 

 

 

のため，ある水温において除熱量が崩壊熱を上回ることが確認

されれば，それ以上の水温上昇は起こらない。 

 

 ここで，サプレッション・プール水温を 100℃とした場合，

残留熱除去系熱交換器による除熱量は約 29.8×106kcal/h（＝

約 34.7MW）であり，定格熱出力の 1.4％に相当する 34.1MWの崩

壊熱を上回る。 

 したがって，残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却

モード）による除熱を行うことにより，サプレッション・プー

ル水の温度は最高使用温度 104℃を上回ることはない。 

 

上記より，フィードアンドブリードにより除熱する場合の原子

炉への注水量，除去することができる崩壊熱量はそれぞれ必要量

を満足するため，フィードアンドブリードによる除熱は成立する。 

 

（原子炉隔離時冷却系が自動起動した場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（高圧炉心スプレイ系が自動起動した場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-c 全給水喪失時の原子炉水位 

 

 

有効燃料棒頂

有効燃料棒底

有効燃料棒頂

有効燃料棒底
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別紙図 1-3-d 原子炉停止後の崩壊熱の推移 

（軽水型動力炉の非常用炉心冷却系の性能

評価に用いる崩壊熱データについて（平成

４年６月 11日原子力安全委員会了承）抜

粋，一部加筆） 
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No. ５ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場合の

注水機能 

対象系統・機器 原子炉隔離時冷却系 

高圧炉心注水系 

多重性／多様

性 

原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は，いずれも高圧で原子炉

への注水を行う系統であるが，原子炉隔離時冷却系は，原子炉で

発生する蒸気を用いてタービンを回転させ，このタービンにより

駆動されるポンプにより原子炉への注水を行う。一方，高圧炉心

注水系は，電動機により駆動されるポンプにより原子炉への注水

を行う系統であり，２系統設置されている。 

これら異なる駆動原理により，複数の高圧注水手段を確保してい

ることから，多重性／多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は，想定される最も

過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全

に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は，いずれも耐震Ｓ

クラス設備として設計している。また，溢水，火災について

は，位置的分散を図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策

等を実施することにより，３系統が同時に機能喪失しないよ

う設計している。 

 

（３）３系統の設備は，１系統の故障が他のすべての系統に波及

しないよう，それぞれ区画されたエリアに分離して配置する

設計としている。サポート系についても，電源については，

原子炉隔離時冷却系の原子炉格納容器隔離弁を除きそれぞれ

異なる区分から，冷却水については主系統と同一の区分から

供給しており，１系統のサポート系の故障が他のすべての系

統に影響を及ぼさないよう設計している。 

なお，原子炉隔離時冷却系の原子炉格納容器隔離弁は，原子炉格

納容器バウンダリ機能を持つことから，内側隔離弁と外側隔

離弁の電源を分離している。しかし，高圧炉心注水系の 1 系

統は，原子炉格納容器隔離弁と異なる区分から給電しており，

少なくとも 1 系統の高圧注水機能を確保できる設計として

いる。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

なお，水源はサプレッション・プール及び復水貯蔵槽の独立した

２つの水源を有している。 

期間 使用時間は24 時間未満（短期間） 
 

 

 

 

 

No. ５ 

安全機能 原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場

合の注水機能 

系統・機器 原子炉隔離時冷却系〔100％〕 

高圧炉心スプレイ系〔100％〕 

多重性又は 

多様性 

原子炉隔離時冷却系は，タービン駆動のポンプにより原子

炉への注水を行う系統であり，一方，高圧炉心スプレイ系

は電動のポンプにより注水を行う系統である。このように，

動作原理が異なるポンプにより原子炉への注水を行うこと

から，多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系は，想

定される最も過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失

事故時において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系は系統

が分離されている。 

 

（３）原子炉隔離時冷却系の電源は直流区分Ⅱであり，一

方，高圧炉心スプレイ系の電源は区分Ⅲであり，冷却

水については主系統と同一の区分から供給しているた

め，１系統のサポート機能の喪失により両系統が機能

喪失しないよう設計している。 

 

（４）原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系は，い

ずれも耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。  

 

（６）火災に対しては，原子炉隔離時冷却系と高圧炉心ス

プレイ系が同時に機能喪失しないよう，離隔等による

系統分離を行うとともに，影響軽減対策等を行う設計

としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉隔離時冷

却系と高圧炉心スプレイ系が同時に機能喪失することはな

いことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は原子炉の減圧を行うまでであり 24時間未満（短

期間） 

 

別紙図 1-3-7：原子炉隔離時冷却系 系統概要図 

別紙図 1-3-8：高圧炉心スプレイ系 系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
・設備の相違 
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第 5-1図 原子炉隔離時冷却系／高圧炉心スプレイ系 系統概略図 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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No. ６ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場合の

圧力逃がし機能 

対象系統・機器 逃がし安全弁（手動逃がし機能）〔12台〕 

自動減圧系（手動逃がし機能） 

多重性／多様

性 

逃がし安全弁（手動逃がし機能）は 18 弁設置されており，この

うち 8 弁は自動減圧系（手動逃がし機能）を兼ねている。これら

の弁には，全ての弁に対してそれぞれ個別にアキュムレータが設

けられ，個別に動作させることが可能な設計としており，多重性

を有している。 

独立性 （１）逃がし安全弁及び自動減圧系は，想定される最も過酷な環

境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作す

るよう設計している。 

 

（２）自動減圧系（手動逃がし機能）は，いずれも耐震Ｓクラス

設備として設計している。また，溢水については原子炉冷却

材喪失事故時の環境条件下においても動作可能な設計とし，

火災については，逃がし安全弁が窒素充填された原子炉格納

容器内に設置されていることから，火災の影響により機能喪

失しない設計としている。 

 

（３）逃がし安全弁は４本の主蒸気配管に分散して配置する設計

としている。サポート系について，自動減圧系（手動逃がし

機能）の電源については２区分から供給しており，１区分の

故障によっても機能に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は減圧状態維持のため 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-3-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

第 6-1図 逃がし安全弁／自動減圧系 系統概略図 

 

 

No. ６ 

安全機能 原子炉停止後における除熱のための原子炉が隔離された場

合の圧力逃がし機能 

系統・機器 逃がし安全弁（手動逃がし機能）〔12台〕 

自動減圧系（手動逃がし機能）〔６台〕 

多重性又は 

多様性 

逃がし安全弁（手動逃がし機能）は 12台，うち６台は自動

減圧系（手動逃がし機能）も有しており，多重性・多様性を

有している。 

独立性 （１）逃がし安全弁及び自動減圧系は，想定される最も過酷

な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健

全に動作するよう設計している。 

 

（２）逃がし安全弁は４本の主蒸気管に分散配置されてい

る。 

 

（３）逃がし安全弁（手動逃がし機能）の電源は直流区分Ⅰ，

直流区分Ⅱに分離されており，自動減圧系（手動逃がし

機能）は直流区分Ⅰ，直流区分Ⅱそれぞれの電源で動作

させることができる。 

 

（４）逃がし安全弁（手動逃がし機能）及び自動減圧系（手

動逃がし機能）は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設

計している。 

 

（５）溢水に対しては，機器を耐ＬＯＣＡ仕様にすることで

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，逃がし安全弁（手動逃がし機能）及

び自動減圧系（手動逃がし機能）を窒素充填された原子

炉格納容器内に設置し，機能喪失しない設計としてい

る。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって逃がし安全弁（手

動逃がし機能）と自動減圧系（手動逃がし機能）が同時に機

能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は減圧状態維持のため 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）

系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
・設備の相違 
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No. ７ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内高圧

時における注水機能 

対象系統・機器 原子炉隔離時冷却系 

高圧炉心注水系 

多重性／多様

性 

原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は，いずれも高圧で原子炉

への注水を行う系統であるが，原子炉隔離時冷却系は，原子炉で

発生する蒸気を用いてタービンを回転させ，このタービンにより

駆動されるポンプにより原子炉への注水を行う。一方，高圧炉心

注水系は，電動機により駆動されるポンプにより原子炉への注水

を行う系統であり，２系統設置されている。 

これら異なる駆動原理により，複数の高圧注水手段を確保してい

ることから，多重性／多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は，想定される最も

過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全

に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉隔離時冷却系と高圧炉心注水系は，いずれも耐震Ｓ

クラス設備として設計している。また，溢水，火災について

は，位置的分散を図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策

等を実施することにより，３系統が同時に機能喪失しないよ

う設計している。 

 

（３）３系統の設備は，１系統の故障が他のすべての系統に波及

しないよう，それぞれ区画されたエリアに分離して配置する

設計としている。サポート系についても，電源については，

原子炉隔離時冷却系の原子炉格納容器隔離弁を除きそれぞ

れ異なる区分から，冷却水については主系統と同一の区分か

ら供給しており，１系統のサポート系の故障が他のすべての

系統に影響を及ぼさないよう設計している。 

なお，原子炉隔離時冷却系の原子炉格納容器隔離弁は，原子炉

格納容器バウンダリ機能を持つことから，内側隔離弁と外側隔離

弁の電源を分離している。しかし，高圧炉心注水系の 1 系統は，

原子炉格納容器隔離弁と異なる区分から給電しており，少なくと

も 1 系統の高圧注水機能を確保できる設計としている。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

なお，水源はサプレッション・プール及び復水貯蔵槽の独立し

た２つの水源を有している。 

期間 使用時間は 24 時間未満（短期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. ７ 

安全機能 事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内

高圧時における注水機能 

系統・機器 高圧炉心スプレイ系 

設計基準事故「原子炉冷却材喪失」においては，自動減圧

系により原子炉を減圧し，低圧炉心スプレイ系，残留熱除

去系（低圧注水モード）〔３系統〕により原子炉への注水を

行う。 

多重性又は 

多様性 

ＢＷＲでの事故後高圧時における炉心冷却は，高圧炉心ス

プレイ系と「自動減圧系による原子炉減圧及び低圧非常用

炉心冷却系」にて行える設計としており，設計基準事故「原

子炉冷却材喪失」では高圧炉心スプレイ系の故障を仮定し

た評価を行い，判断基準を満足して事象を収束することが

できることを確認している（解析結果の概要を別紙表 1-3-2

に示す）。従って，高圧炉心スプレイ系と「自動減圧系によ

る原子炉減圧及び低圧非常用炉心冷却系」による機能は同

等であり，多様性を有している。 

独立性 （１）各系統はいずれも想定される最も過酷な環境条件で

ある原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

 

（２）高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，残留熱

除去系（低圧注水モード）Ａ系，残留熱除去系（低圧

注水モード）Ｂ系，残留熱除去系（低圧注水モード）

Ｃ系はそれぞれ系統が分離されている。なお，残留熱

除去系（低圧注水モード）Ａ系及び残留熱除去系（低

圧注水モード）Ｂ系については，燃料プール冷却系へ

の配管で相互に接続しているが，通常時，複数の止め

弁（MS-1）で分離されている。 

 

（３）残留熱除去系（低圧注水モード）Ａ系と低圧炉心ス

プレイ系は区分Ⅰ，残留熱除去系（低圧注水モード）

Ｂ系と残留熱除去系（低圧注水モード）Ｃ系は区分Ⅱ，

高圧炉心スプレイ系は区分Ⅲの電源が供給されてお

り，冷却水については主系統と同一の区分から供給さ

れていることから，１系統のサポート機能の故障が他

のすべての系統に影響を及ぼさないよう設計されてい

る。 

 

（４）高圧炉心スプレイ系と「自動減圧系による原子炉減

圧及び低圧非常用炉心冷却系」は，いずれも耐震Ｓク

ラス設備として設計している。 

 

（５）逃がし安全弁は４本の主蒸気管に分散配置されてお

り，自動減圧系は直流区分Ⅰ，直流区分Ⅱそれぞれの

電源で動作させることができる。 

 

（６）溢水に対しては，位置的分散により複数系統すべて

が同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 

ECCS構成設備の相違 

ABWR：低圧注水系，高

圧炉心注水系，

原子炉隔離時

冷却系及び自

動減圧系 

BWR5：低圧注水系，高
圧炉心スプレ
イ系，低圧炉心
スプレイ系及
び自動減圧系 
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（７）火災に対しては，高圧炉心スプレイ系と「自動減圧

系による原子炉減圧及び低圧非常用炉心冷却系」が同

時に機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行

うとともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

上記より，共通要因又は従属要因によって高圧炉心スプレ

イ系と「自動減圧系による原子炉減圧及び低圧非常用炉心

冷却系」が同時に機能喪失することはないことから，独立

性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は原子炉の減圧を行うまでであり 24時間未満（短

期間） 

 

別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）

系統概要図 

別紙図 1-3-5：残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図  

別紙図 1-3-8：高圧炉心スプレイ系 系統概要図 

別紙図 1-3-9：低圧炉心スプレイ系 系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙表 1-3-2 原子炉冷却材喪失（中小破断事故）の解析結果 

 

〔ＭＯＸ燃料を装荷したサイクル以降〕 

 解析結果 

判断基準 ＭＯＸ燃料 ９×９燃料 

（Ａ型） 

９×９燃料 

（Ｂ型） 

燃料被覆管最高

温度 

約 526℃ 約 589℃ 約 595℃ 1200℃以下 

燃料被覆管の化

学量論的酸化量 

極めて小さい 同左 同左 15％以下 

炉心全体の水素

発生量 

無視し得る 

程度 

同左 同左 十分低い値

であること 

長期崩壊熱除去 非常用炉心冷

却系ポンプ１

台により長期

間の崩壊熱除

去可能 

同左 同左 燃料の変形

を考慮して

も，崩壊熱の

除去が長期

間にわたっ

て可能であ

ること 
 

・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は LOCA 時
に高圧炉心スプレイ
系が故障した場合の
「自動減圧系による
原子炉減圧及び低圧
非常用炉心冷却系」に
よる機能が成立する
ことを示すため，解析
結果を記載している 
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第 7-1図 高圧炉心スプレイ系 系統概略図  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

159



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7-2図 低圧炉心スプレイ系 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7-3図 残留熱除去系（低圧注水系） 系統概略図  

 

 

 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・資料構成の相違 
【東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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第 7-4図 逃がし安全弁／自動減圧系 系統概略図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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No. ８ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内低圧

時における注水機能 

対象系統・機器 残留熱除去系（低圧注水モード） 

高圧炉心注水系 

多重性／多様

性 

残留熱除去系（低圧注水モード）は３系統，高圧炉心注水系は２

系統あり，それぞれの系統を用いて原子炉への注水が可能である

ことから，多重性を有している。 

独立性 （１）残留熱除去系と高圧炉心注水系は，想定される最も過酷な

環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 

 

（２）残留熱除去系と高圧炉心注水系は，いずれも耐震Ｓクラス

設備として設計している。また，溢水，火災については，残

留熱除去系（低圧注水モード）の３系統及び高圧炉心注水系

の２系統がすべて機能喪失しないよう位置的分散を図ると

ともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施することにより，

同時に機能喪失しないよう設計している。 

 

（３）各系統の設備は，１系統の故障が他のすべての系統に波及

しないよう，それぞれ区画されたエリアに分離，又は位置的

分散を図るよう配置する設計としている。サポート系につい

ても，電源についてはそれぞれ異なる区分から，冷却水につ

いては主系統と同一の区分から供給しており，１系統のサポ

ート系の故障が他のすべての系統に影響を及ぼさないよう

設計している。 

 

また，残留熱除去系にはタイラインがあるが，タイラインの破

損により同時に系統機能を喪失しないために適切に弁を設置し

ており，その弁も耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 残留熱除去系は 12 条-別紙 1-2-8-2 ページ参照 

高圧炉心注水系は 12 条-別紙 1-2-7-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

 

No. ８ 

安全機能 事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内

低圧時における注水機能 

系統・機器 低圧炉心スプレイ系 

残留熱除去系（低圧注水モード）〔３系統〕 

高圧炉心スプレイ系 

多重性又は 

多様性 

低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水モード）及

び高圧炉心スプレイ系によって，多様性を有している。ま

た，残留熱除去系（低圧注水モード）は，３系統設置して

おり，多重性を有している。 

独立性 （１）各系統はいずれも想定される最も過酷な環境条件で

ある原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

 

（２）高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，残留熱

除去系（低圧注水モード）Ａ系，残留熱除去系（低圧

注水モード）Ｂ系，残留熱除去系（低圧注水モード）

Ｃ系はそれぞれ系統が分離されている。なお，残留熱

除去系（低圧注水モード）Ａ系及び残留熱除去系（低

圧注水モード）Ｂ系については，燃料プール冷却系へ

の配管で相互に接続しているが，通常時，複数の止め

弁（MS-1）で分離されている。 

 

（３）残留熱除去系（低圧注水モード）Ａ系と低圧炉心ス

プレイ系は区分Ⅰ，残留熱除去系（低圧注水モード）

Ｂ系と残留熱除去系（低圧注水モード）Ｃ系は区分Ⅱ，

高圧炉心スプレイ系は区分Ⅲの電源が供給されてお

り，冷却水については主系統と同一の区分から供給さ

れていることから，１系統のサポート機能の故障が他

のすべての系統に影響を及ぼさないよう設計されてい

る。 

 

（４）低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）及び高圧炉心スプレイ系は，いずれも耐震Ｓクラ

ス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により複数系統すべて

が同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，低圧炉心スプレイ系，残留熱除去

系（低圧注水モード）及び高圧炉心スプレイ系が同時

に機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行う

とともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって低圧炉心スプレ

イ系，残留熱除去系（低圧注水モード），高圧炉心スプレイ

系が同時に機能喪失することはないことから，独立性を有

している。 

 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-5：残留熱除去系（低圧注水モード）系統概要図 

別紙図 1-3-8：高圧炉心スプレイ系 系統概要図 

別紙図 1-3-9：低圧炉心スプレイ系 系統概要図 

 

 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 

ECCS構成設備の相違 

ABWR：低圧注水系，高
圧炉心注水系，
原子炉隔離時
冷却系及び自
動減圧系 

BWR5：低圧注水系，高
圧炉心スプレ
イ系，低圧炉心
スプレイ系及
び自動減圧系 
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第 8-1図 低圧炉心スプレイ系 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8-2図 残留熱除去系（低圧注水系） 系統概略図 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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第 8-3図 高圧炉心スプレイ系 系統概略図 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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No. ９ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための 

原子炉内高圧時における減圧系を作動させる機能 

対象系統・機器 自動減圧系 

多重性／多様

性 

逃がし安全弁は 18 弁設置されており，このうち 8 弁は自動減圧

系（自動逃がし機能）を兼ねている。これらの弁には，全ての弁

に対してそれぞれ個別にアキュムレータが設けられ，個別に動作

させることが可能な設計としており，多重性を有している。 

独立性 （１）自動減圧系は，想定される最も過酷な環境条件である原子

炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計して

いる。 

 

（２）自動減圧系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計して

いる。また，溢水については原子炉冷却材喪失事故時の環境

条件下においても動作可能な設計とし，火災については，逃

がし安全弁が窒素充填された格納容器内に設置されている

ことから，火災の影響により機能喪失しないよう設計してい

る。 

 

（３）逃がし安全弁は４本の主蒸気配管に分散して配置する設計

としている。サポート系について，自動減圧系の電源につい

ては２区分から供給しており，１区分の故障によっても機能

に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用期間は自動減圧系により原子炉の減圧を行うまでであり 24

時間未満（短期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-3-2 ページ参照 
 

 

 

第 9-1図 逃がし安全弁／自動減圧系 系統概略図 

 

No. ９ 

安全機能 事故時の原子炉の状態に応じた炉心冷却のための原子炉内

高圧時における減圧系を作動させる機能 

系統・機器 自動減圧系〔６台〕 

多重性又は 

多様性 

自動減圧系は６台設置しており，多重性を有している。 

独立性 （１）自動減圧系は，想定される最も過酷な環境条件であ

る原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよ

う設計している。 

 

（２）逃がし安全弁は４本の主蒸気管に分散配置されてい

る。 

 

（３）自動減圧系は直流区分Ⅰ，直流区分Ⅱそれぞれの電

源で動作させることができる。 

 

（４）自動減圧は，耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，機器を耐ＬＯＣＡ仕様にすること

で機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，自動減圧系を窒素充填された原子

炉格納容器内に設置し，機能喪失しない設計としてい

る。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって自動減圧系が機

能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は自動減圧系により原子炉の減圧を行うまでであ

り 24時間未満（短期間） 

 

別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）

系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
・設備の相違 
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No. １０ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出た場所の 

雰囲気中の放射性物質の濃度低減機能 

対象系統・機器 非常用ガス処理系 

多重性／多様

性 

非常用ガス処理系排風機及び出入口弁は２系統設置されており，

多 

重性を有している。 

一方，静的機器の一部（配管の一部，フィルタユニット）は単一

設計であり，基準適合性に関する更なる検討が必要である。 

独立性 （１）非常用ガス処理系は，２系統とも，想定される最も過酷な

環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 

 

（２）非常用ガス処理系は，耐震Ｓクラス設備として設計してい

る。また，溢水については影響軽減対策を実施し，火災につ

いても火災の発生防止対策を実施するとともに２系統の排

風機・乾燥装置並びにサポート系である室内空調機間への耐

火壁及び感知設備・自動消火設備を設置することで，機能喪

失しないよう設計している。 

 

（３）２系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う配置する設計としている。また，サポート系についても，

電源についてはそれぞれ異なる区分から供給しており，１系

統のサポート系の故障が他の系統に影響を及ぼさないよう

設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-10-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. １０ 

安全機能 格納容器内又は放射性物質が格納容器内から漏れ出た場所

の雰囲気中の放射性物質の濃度低減機能 

系統・機器 非常用ガス処理系〔100％×２系統〕 

多重性又は 

多様性 

非常用ガス処理系の動的機器は２重化しており，多重性を

有している。 

ただし，配管の一部は単一設計となっているため，要求事

項に対する基準適合性を確認する必要がある。 

独立性 （１）非常用ガス処理系は，想定される最も過酷な環境条

件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作

するよう設計している。 

 

（２）非常用ガス処理系の動的機器等２重化している範囲

は，系統分離が図られている。 

   なお，前置ガス処理装置及び後置ガス処理装置出口

にタイラインがあるが，通常時，止め弁（MS-1）で分

離している。 

 

（３）非常用ガス処理系の動的機器の電源は区分Ⅰ，区分

Ⅱそれぞれから供給されており，１系統のサポート機

能の故障により両系統が機能喪失しないよう設計され

ている。 

 

（４）非常用ガス処理系は，耐震Ｓクラス設備として設計

している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，火災の発生を防止する設計とする

とともに，２系統の排気ファン及び前置，後置ガス処

理装置間への耐火壁及び感知設備・全域ガス消火設備

を設置することで，機能喪失しないような設計として

いる。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって非常用ガス処理

系の系統区分が異なる動的機器が同時に機能喪失すること

はないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-10：非常用ガス処理系 系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 
島根２号炉のフィル
タは多重化されてい
る 
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第 10-1図 原子炉建屋ガス処理系 系統概略図 

 

別紙図 1-3-10 非常用ガス処理系 系統概要図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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No. １１ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

格納容器の冷却機能 

対象系統・機器 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却モード） 

（格納容器スプレイ冷却系） 

多重性／多様

性 

格納容器スプレイ冷却系は２系統あり，それぞれの系統を用いて

格納容器スプレイ冷却が可能であることから，多重性を有してい

る。一方，静的機器の一部（格納容器スプレイ・ヘッダ（ドライ

ウェル，サプレッション・チェンバ））は単一設計であり，基準

適合性に関する更なる検討が必要である。 

独立性 （１）格納容器スプレイ冷却系は，２系統とも，想定される最も

過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健

全に動作するよう設計している。 

 

（２）格納容器スプレイ冷却系は，いずれも耐震Ｓクラス設備と

して設計している。また，溢水，火災については，原子炉建

屋内の機器は２系統がすべて機能喪失しないよう位置的分

散を図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施する

ことにより，同時に機能喪失しないよう設計している。 

 

（３）２系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離，又は位置的分散を図

るよう配置する設計としている。サポート系についても，電

源についてはそれぞれ異なる区分から，冷却水については主

系統と同一の区分から供給しており，１系統のサポート系の

故障が他のすべての系統に影響を及ぼさないよう設計して

いる。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は運転モード切替以降 24 時間以上（長期間） 
 

 

 

 

 

No. １１ 

安全機能 格納容器の冷却機能 

系統・機器 残留熱除去系（格納容器冷却モード）〔100％×２系統〕 

多重性又は 

多様性 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）の動的機器は２重化

しており，多重性を有している。 

ただし，スプレイヘッダ（サプレッション・チェンバ側）

は単一設計となっているため，要求事項に対する基準適合

性を確認する必要がある。 

独立性 （１）残留熱除去系（格納容器冷却モード）は，想定され

る最も過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時

において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）残留熱除去系（格納容器冷却モード）の動的機器等

２重化している範囲は，系統分離が図られている。な

お，燃料プール冷却系への接続配管は，通常時，複数

の止め弁（MS-1）で分離されている。 

 

（３）残留熱除去系（格納容器冷却モード）の動的機器の

電源は区分Ⅰ，区分Ⅱそれぞれから供給されており，

１系統のサポート機能の故障により両系統が機能喪失

しないよう設計されている。 

 

（４）残留熱除去系（格納容器冷却モード）は，耐震Ｓク

ラス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，残留熱除去系（格納容器冷却モー

ド）２系統が同時に機能喪失しないよう，隔離等によ

る系統分離を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって残留熱除去系（格

納容器冷却モード）の系統区分が異なる動的機器が同時に

機能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-11：残留熱除去系（格納容器冷却モード）系統概要図 
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第 11-1図 残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却系） 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-11 残留熱除去系（格納容器冷却モード）系統概要図
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No. １２ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

格納容器内の可燃性ガス制御機能 

対象系統・機器 可燃性ガス濃度制御系 

多重性／多様

性 

可燃性ガス濃度制御系は２系統あり，それぞれの系統を用いて可

燃性ガスの制御が可能であることから，多重性を有している。 

独立性 （１）可燃性ガス濃度制御系は，２系統とも，想定される最も過

酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全

に動作するよう設計している。 

 

（２）可燃性ガス濃度制御系は，いずれも耐震Ｓクラス設備とし

て設計している。また，溢水については影響軽減対策を実施

し，火災についても火災の発生防止対策を実施するとともに

２系統の再結合装置並びにサポート系の室内空調機間への

耐火壁及び感知設備・自動消火設備を設置することで，機能

喪失しないよう設計している。 

 

（３）２系統の再結合装置は，１系統の故障が他の系統に波及し

ないよう，それぞれ位置的分散を考慮して配置する設計とし

ている。また，サポート系についても，電源についてはそれ

ぞれ異なる区分から，冷却水については主系統と同一の区分

から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系統に

影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-12-2 ページ参照 
 

 

 

 

No. １２ 

安全機能 格納容器内の可燃性ガス制御機能 

系統・機器 可燃性ガス濃度制御系〔100％×２系統〕 

多重性又は 

多様性 

可燃性ガス濃度制御系は２系統設置しており，多重性を有

している。 

独立性 （１）可燃性ガス濃度制御系は，想定される最も過酷な環

境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に

動作するよう設計している。 

 

（２）可燃性ガス濃度制御系は２系統あり，系統分離が図

られている。 

 

（３）可燃性ガス濃度制御系の動的機器の電源は区分Ⅰ，

区分Ⅱそれぞれから供給されており，１系統のサポー

ト機能の故障により両系統が機能喪失しないよう設計

されている。 

 

（４）可燃性ガス濃度制御系は，耐震Ｓクラス設備として

設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，火災の発生を防止する設計とする

とともに，２系統のブロア，加熱器，再結合器，冷却

器及びセパレータ間への耐火壁及び感知設備・全域ガ

ス消火設備を設置することで，機能喪失しないような

設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって可燃性ガス濃度

制御系のすべての系統が同時に機能喪失することはないこ

とから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-12：可燃性ガス濃度制御系 系統概要図 
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第 12-1図 可燃性ガス濃度制御系 系統概略図 

 

別紙図 1-3-12 可燃性ガス濃度制御系 系統概要図 
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原子炉格納容器 

原
子
炉
圧
力
容
器 

MO MO 
加熱器 

再 

結 

合 

器 

ブロア 

残留熱除去系Ａ系
（区分Ⅰ）より 

冷却器 セパレータ 

加熱器 

再 

結 

合 

器 

セパレータ 冷却器 

残留熱除去系Ｂ系
（区分Ⅱ）より 
 

ブロア 

別紙図 13 可燃性ガス濃度制御系 系統概要図 

MO 

MO 

MO MO 

6.9kV 非常用母線 
（区分Ⅱ） 

6.9kV 非常用母線 
（区分Ⅰ） 

非常用ディーゼル 
発電機（区分Ⅱ）より 外部電源より 

非常用ディーゼル 
発電機（区分Ⅰ）より 外部電源より 

MO 

MO 

区分Ⅰ： 

区分Ⅱ： 

耐火壁による分離： 

凡例 
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No. １３ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用交流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

対象系統・機器 非常用交流電源系 

多重性／多様

性 

非常用交流電源系は３区分あり，多重性を有している。 

独立性 （１）非常用交流電源系は，いずれも二次格納施設外の環境条件

として，非常用電気品区域換気空調系によって温度制御され

た状態において健全に動作するよう設計している。一部の電

路については，想定される最も苛酷な環境条件として原子炉

冷却材喪失事故時において健全に動作するよう設計してい

る。 

 

（２）非常用交流電源系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設

計している。また，溢水，火災については，位置的分散を図

るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施することに

より，同時に機能喪失しないよう設計している。 

 

（３）３系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離，又は必要な離隔距離

を確保して配置する設計としている。また，外部電源の受電

ルートには遮断器を設け，電気事故が発生した場合，故障箇

所を隔離し，他の系統へ影響を及ぼさない設計としている。

サポート系についても，空調系についてはそれぞれ異なる区

分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系統

に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-13-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. １３ 

安全機能 非常用交流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機

能 

系統・機器 非常用電源系（交流）〔３区分〕 

多重性又は 

多様性 

非常用電源系（交流）は３区分設置しており，多重性を有

している。 

独立性 （１）非常用電源系（交流）はいずれも二次格納施設外の

環境条件において，空調機によって温度管理された状

態で健全に動作するよう設計している。 

 

（２）非常用電源系（交流）の電路は，一方の電気系統に

単一故障が発生しても他の回路に波及しないよう，系

統毎に分離したケーブル・トレイ及び電線管（貫通部

を含む）を使用して敷設することにより，区分間は物

理的に分離している。また，異なる区分間を接続する

電路には複数の遮断器を設置しており，電気事故が発

生した場合でも確実に電気的な分離ができるよう設計

している。 

 

（３）非常用電源系（交流）は，耐震Ｓクラス設備として

設計している。 

 

（４）溢水に対しては，位置的分散により３区分が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（５）火災に対しては，非常用電源系（交流）３区分が同

時に機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行

うとともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって非常用電源系（交

流）のすべての系統が同時に機能喪失することはないこと

から，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-13：交流電源設備単線結線図 
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第 13-1図 非常用所内電源設備 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-13 交流電源設備単線結線図 
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No. １４ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用直流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機能 

対象系統・機器 非常用直流電源系 

多重性／多様

性 

非常用直流電源系は４区分あり，多重性を有している。 

独立性 （１）非常用直流電源系は，いずれも二次格納施設外の環境条件

として，コントロール建屋計測制御電源盤区域換気空調系に

よって温度制御された状態において健全に動作するよう設

計している。一部の電路については，想定される最も苛酷な

環境条件として原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 

 

（２）非常用直流電源系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設

計している。また，溢水，火災については，位置的分散を図

るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施することに

より，４系統のうち２系統以上が同時に機能喪失しないよう

設計している。 

 

（３）４系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離，又は必要な離隔距離

を確保して配置する設計としている。また，異なる区分の非

常用直流電源系を接続する場合，充電器に遮断器を設け，電

気事故が発生した場合，故障箇所を隔離し，他の系統へ影響

を及ぼさない設計としている。サポート系の空調系について

は，１系統の故障が他の系統に影響を及ぼさないよう設計し

ている。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-14-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. １４ 

安全機能 非常用直流電源から非常用の負荷に対し電力を供給する機

能 

系統・機器 非常用電源系（直流） 

多重性又は 

多様性 

非常用電源系（直流）の直流電源系，中性子計装系はそれ

ぞれ〔３区分〕，〔２区分〕設置しており，それぞれ多重性

を有している。 

独立性 （１）非常用電源系（直流）はいずれも二次格納施設外の

環境条件において，空調機によって温度管理された状

態で健全に動作するよう設計している。 

 

（２）非常用電源系（直流）の電路は，一方の電気系統に

単一故障が発生しても他の回路に波及しないよう，系

統毎に分離したケーブル・トレイ及び電線管（貫通部

を含む）を使用して敷設することにより，区分間は物

理的に分離している。 

 

（３）非常用電源系（直流）は，耐震Ｓクラス設備として

設計している。 

 

（４）溢水に対しては，位置的分散により,それぞれの複数

区分すべてが同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（５）火災に対しては，非常用電源系（直流）の直流電源

系は３区分，中性子計装系は２区分が同時に機能喪失

しないよう，離隔等による系統分離を行うとともに，

影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって非常用電源系（直

流）のすべての系統が同時に機能喪失することはないこと

から，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-14：直流電源設備単線結線図 
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第 14-1図 非常用所内電源設備（直流電源系） 系統概略図 

 

 

 

 

 

  

別紙図 1-3-14 直流電源設備単線結線図 
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＜空調機＞ 

Ⅰ，Ⅱ区分の電気室の空調機は中央制御室換気系であり，Ⅰ，Ⅱ区分とⅢ区分で独立した電気室の空調機には，

それぞれの区分（中央制御室換気系（区分Ⅰ，Ⅱ），Ⅲ）に応じた電源及び冷却水を供給している。 

凡例 

区分Ⅰ： 

区分Ⅱ： 

区分Ⅲ： 

充
電
器 

充
電
器 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

B-原子炉中性子 
計装用蓄電池 

A-原子炉中性子 
計装用蓄電池 

B-原子炉中性子 
計装用母線 

A-原子炉中性子 
計装用母線 

充
電
器 

充
電
器 

460V 母線 

(SA) 

230V系蓄電池 
(常用) 

230V系蓄電池 
(RCIC) 

230V系直流盤（常用） 
230V系 

直流盤（RCIC） 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

充
電
器 

充
電
器 

充
電
器 

充
電
器 

充
電
器 

充
電
器 

B1-115V系 

蓄電池(SA) 

SA用 115V系 

蓄電池 

B-115V系 

蓄電池 

A-115V系 

蓄電池 

A-115V系直流盤 B-115V系直流盤 

B-115V系 

直流盤(SA) 

高圧炉心 

スプレイ系蓄電池 

高圧炉心 
スプレイ系直流盤 

中央分電盤 
ＳＡ対策設備

用分電盤（１） 

ＳＡ対策設備

用分電盤（２） 

460V 母線 

(区分Ⅲ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(SA) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

計
装
設
備 

高
圧
代
替
注
水
系
電
源 

Ａ
計
装
用
無
停
電
電
源 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
制
御 

遮
断
器
操
作
回
路 

非
常
用
照
明 

安
全
保
護
系
論
理
回
路 

逃
が
し
安
全
弁
制
御
回
路 

Ｂ
計
装
用
無
停
電
電
源 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
制
御 

遮
断
器
操
作
回
路 

非
常
用
照
明 

遮
断
器
操
作
回
路 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系 

論
理
回
路 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
制
御 

計
装
設
備 

安
全
保
護
系
論
理
回
路 

逃
が
し
安
全
弁
制
御
回
路 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系 

制
御
電
源 

計
装
設
備 

計
算
機
用
無
停
電
電
源 

非
常
用
密
封
油
ポ
ン
プ 

給
水
ポ
ン
プ
・
タ
ー
ビ
ン 

非
常
用
油
ポ
ン
プ 

再
循
環
Ｍ
Ｇ 

非
常
用
油
ポ
ン
プ 

タ
ー
ビ
ン
非
常
用
油
ポ
ン
プ 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
機
器 

中
性
子
源
及
び 

中
間
領
域
計
装 

中
性
子
源
及
び 

中
間
領
域
計
装 
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No. １５ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用の交流電源機能 

対象系統・機器 非常用ディーゼル発電機 

多重性／多様

性 

非常用ディーゼル発電機は３系統あり，多重性を有している。 

独立性 （１）非常用ディーゼル発電機は，いずれも二次格納施設外の

環境条件として，非常用電気品区域換気空調系によって温

度制御された状態において健全に動作するよう設計してい

る。一部の電路については，想定される最も苛酷な環境条

件として原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

 

（２）非常用ディーゼル発電機は，いずれも耐震Ｓクラス設備

として設計している。また，溢水，火災については，位置

的分散を図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実

施することにより，２系統以上が同時に機能喪失しないよ

う設計している。 

 

（３）非常用ディーゼル発電機は，１系統の故障が他の系統に

波及しないよう，それぞれ区画されたエリアに分離，又は

必要な離隔距離を確保して配置する設計としている。サポ

ート系についても，電源についてはそれぞれ異なる区分か

ら，冷却水については主系統と同一の区分から，空調系に

ついてはそれぞれ異なる区分から供給しており，１系統の

サポート系の故障が他の系統に影響を及ぼさないよう設計

している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当

該機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有して

いる。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-15-2～5 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. １５ 

安全機能 非常用の交流電源機能 

系統・機器 ディーゼル発電設備〔３区分〕 

多重性又は 

多様性 

ディーゼル発電設備は非常用ディーゼル発電機２台及び高

圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機１台の３区分設置して

いる。また，各々のディーゼル発電機には専用のサポート

系（潤滑油系，冷却水系及び燃料移送系）を設置しており，

多重性を有している。 

独立性 （１）ディーゼル発電設備はいずれも二次格納施設外の環

境条件において，送風機によって温度管理された状態で

健全に動作するよう設計している。 

 

（２）ディーゼル発電設備及び専用のサポート系は，系統

分離されている。 

 

（３）ディーゼル発電設備，サポート系は，区分毎に区画

された箇所に分散配置している。また，燃料移送系のう

ち区分Ⅰ及び区分Ⅲはタイラインで接続しているが，通

常時タイラインは複数の止め弁で分離している。 

 

（４）ディーゼル発電設備は，耐震Ｓクラス設備として設

計している。 

 

（５）各ディーゼル発電機は各々が接続する区分の直流電

源設備により発電を開始することができる。また，各々

が接続する非常用高圧母線に交流電源を供給すること

で自らの区分のサポート系を運転継続することが可能

で，外部電源の喪失及び他のディーゼル発電機の起動失

敗による影響はない。 

 

（６）溢水に対しては，位置的分散により３区分が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（７）火災に対しては，ディーゼル発電設備３区分が同時

に機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行う

ととともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によってすべてのディー

ゼル発電設備が同時に機能喪失することはないことから，

独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-15：非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）系統概

要図 

別紙図 1-3-16～17：非常用ディーゼル発電設備（区分Ⅰ，Ⅱ）系

統概要図 

別紙図 1-3-18：高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備（区分Ⅲ） 

系統概要図 
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第 15-1 図 ディーゼル発電機設備燃料輸送系 系統概略図 

 

 
 

第 15-2-1図 ディーセル発電機設備（２Ｃ） 系統概略図 

 

 
 

別紙図 1-3-15 非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系） 系統

概要図

 
別紙図 1-3-16 非常用ディーゼル発電設備（区分Ⅰ） 系統概

要図 
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第 15-2-2図 ディーゼル発電機設備（２Ｄ） 系統概略図 

 

 

第 15-2-3図 ディーゼル発電機設備（ＨＰＣＳ） 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-17 非常用ディーゼル発電設備（区分Ⅱ） 系統概要  

図 

 

 

別紙図 1-3-18 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備（区分Ⅲ） 

系統概要図 
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第 15-3図 ディーゼル室換気系 系統概略図 
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No. １６ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用の直流電源機能 

対象系統・機器 非常用直流電源系 

多重性／多様

性 

非常用直流電源系は４区分あり，多重性を有している。 

独立性 （１）非常用直流電源系は，いずれも二次格納施設外の環境条件

として，コントロール建屋計測制御電源盤区域換気空調系に

よって温度制御された状態において健全に動作するよう設

計している。一部の電路については，想定される最も苛酷な

環境条件として原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 

 

（２）非常用直流電源系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設

計している。また，溢水，火災については，位置的分散を図

るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施することに

より，４系統のうち２系統以上が同時に機能喪失しないよう

設計している。 

 

（３）４系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離，又は必要な離隔距離

を確保して配置する設計としている。また，異なる区分の非

常用直流電源系を接続する場合，充電器に遮断器を設け，電

気事故が発生した場合，故障箇所を隔離し，他の系統へ影響

を及ぼさない設計としている。サポート系の空調系について

は，１系統の故障が他の系統に影響を及ぼさないよう設計し

ている。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-14-2 ページ参照 
 

 

 

第 16-1図 非常用所内電源設備（直流電源系） 系統概略図 

 

No. １６ 

安全機能 非常用の直流電源機能 

系統・機器 直流電源設備 

多重性又は 

多様性 

直流電源設備の直流電源系，中性子計装系はそれぞれ〔３区分〕，〔２

区分〕設置しており，それぞれ多重性を有している。 

独立性 （１）直流電源設備はいずれも二次格納施設外の環境条件におい

て，空調機によって温度管理された状態で健全に動作するよう設

計している。 

 

（２）直流電源設備は，系統分離されている。 

 

（３）直流電源設備は，区分毎に区画された箇所に分散配置してい

る。 

 

（４）各直流電源設備の蓄電池は，通常各々が接続する区分の非常

用低圧母線に接続する充電器により充電されており，交流電源

喪失時には各蓄電池によって各々の直流電源負荷に電気を供

給する。 

 

（５）直流電源設備は，耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

（６）溢水に対しては，位置的分散により，それぞれの複数区分す

べてが同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（７）火災に対しては，直流電源設備の直流電源系は３区分，中性

子計装系は２区分が同時に機能喪失しないよう，離隔等による

系統分離を行うとともに，影響軽減対策等を行う設計としてい

る。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によってすべての直流電源設備が

同時に機能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-14：直流電源設備単線結線図 

 
 
 
・設備の相違 

180



 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

No. １７ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

非常用の計測制御用直流電源機能 

対象系統・機器 計測制御用電源設備 

多重性／多様

性 

計測制御用電源設備は４区分あり，多重性を有している。 

独立性 （１）計測制御用電源設備は，いずれも二次格納施設外の環境条

件として，コントロール建屋計測制御電源盤区域換気空調系

によって温度制御された状態において健全に動作するよう設

計している。一部の電路については，想定される最も苛酷な

環境条件として原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作

するよう設計している。 

 

（２）計測制御用電源設備は，いずれも耐震Ｓクラス設備として

設計している。また，溢水，火災については，位置的分散を

図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施すること

により，２系統以上が同時に機能喪失しないよう設計してい

る。 

 

（３）４系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離，又は必要な離隔距離

を確保して配置する設計としている。サポート系の空調系に

ついては，１系統の故障が他の系統に影響を及ぼさないよう

設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-17-2 ページ参照 
 

 

 

 

No. １７ 

安全機能 非常用の計測制御用直流電源機能 

系統・機器 計測制御用電源設備 

多重性又は 

多様性 

計測制御用電源設備の計装交流電源，原子炉保護系交流電

源はそれぞれ〔３区分〕，〔２区分〕設置しており，それぞ

れ多重性を有している。 

独立性 （１）計測制御用電源設備はいずれも二次格納施設外の環

境条件において，空調機によって温度管理された状態

で健全に動作するよう設計している。 

 

（２）計測制御用電源設備の電路は，一方の電気系統に単

一故障が発生しても他の回路に波及しないよう，系統

毎に分離したケーブル・トレイ及び電線管（貫通部を

含む）を使用して敷設することにより，区分間は物理

的に分離している。 

 

（３）計測制御用電源設備は，耐震Ｓクラス設備として設

計している。 

 

（４）溢水に対しては，位置的分散により，それぞれの複

数区分すべてが同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（５）火災に対しては，計測制御用電源設備の計装交流電

源は３区分，原子炉保護系交流電源は２区分が同時に

機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行うと

ともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によってすべての計測制

御用電源設備が同時に機能喪失することはないことから，

独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-19：計測制御用電源設備単線結線図 
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第 17-1図 計装用電源設備 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-19 計測制御用電源設備単線結線図 
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凡例 

区分Ⅰ： 

区分Ⅱ： 

区分Ⅲ： 

460V C/C 

（区分Ⅰ） 

460V C/C 

（区分Ⅱ） 

460V C/C 

（区分Ⅲ） 

DC115V- 

Ａ母線 

460V C/C 

（区分Ⅰ） 

460V C/C 

（区分Ⅱ） 

DC115V- 

Ｂ母線 

はずみ車 はずみ車 

Ｍ 

Ｇ 

Ｍ 

Ｇ 

ＡＣ－ＤＣ 

ＤＣ－ＡＣ 

ＡＣ－ＤＣ 

ＤＣ－ＡＣ 

コンバータ 

インバータ 

コンバータ 

インバータ 

計装用 

変圧器 

105V 

計装母線 

Ａ Ｂ 105V 

計装母線 

Ａ Ｂ 

ス
ク
ラ
ム
回
路 

Ａ 

ス
ク
ラ
ム
回
路 

Ｂ 
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
制
御 

隔
離
弁
制
御 

出
力
領
域
計
装 

原
子
炉
制
御
系 

タ
ー
ビ
ン
制
御
系 

プ
ロ
セ
ス
放
射
線
モ
ニ
タ 

隔
離
弁
制
御 

出
力
領
域
計
装 

原
子
炉
制
御
系 

タ
ー
ビ
ン
制
御
系 

プ
ロ
セ
ス
放
射
線
モ
ニ
タ 

一
般
計
装
電
源 

Ｒ
／
Ｂ 

一
般
計
装
電
源 

Ｔ
／
Ｂ 

一
般
計
装
電
源 

Ｒ
Ｗ
／
Ｂ 

一
般
計
装
電
源 

Ｃ
／
Ｂ
‐
Ａ 

一
般
計
装
電
源 

Ｃ
／
Ｂ
‐
Ｂ 

105V-Ａ 

原子炉保護系 

母線（区分Ⅰ） 

105V-Ｂ 

原子炉保護系 

母線（区分Ⅱ） 

105V- 

一般計装母線 

105V-Ａ計装用 

無停電母線 

105V-Ｂ計装用 

無停電母線 

105V- 

一般計装母線 

Ａ-105V 交流 

無停電電源装置 

（静止型） 

Ｂ-105V 交流 

無停電電源装置 

（静止型） 

※１ ※１ ※２ ※２ 

※３ 

計装用 

変圧器 

＜空調機＞ 

Ⅰ，Ⅱ区分の電気室の空調機は中央制御室換気系であり，Ⅰ，Ⅱ区分とⅢ区分で独立した電気室の空調機には，

それぞれの区分（中央制御室換気系（区分Ⅰ，Ⅱ），Ⅲ）に応じた電源及び冷却水を供給している。 

※１：同一設備の再掲 

※２：同一設備の再掲 

※３：電源切り替えにより区分Ⅰ又は区分Ⅱから受電可能 
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No. １８ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

補機冷却機能 

対象系統・機器 原子炉補機冷却水系 

多重性／多様

性 

原子炉補機冷却水系は３系統あり，それぞれの系統を用いて補機

の冷却が可能であることから，多重性を有している（なお，１区

分あたりポンプは２台（１台は通常時予備））。 

独立性 （１）原子炉補機冷却水系は，二次格納施設内外の環境条件とし

て通常運転時において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉補機冷却水系は，いずれも耐震Ｓクラス設備として

設計している。また，溢水，火災については，位置的分散を

図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施すること

により，２系統以上が同時に機能喪失しないよう設計してい

る。 

 

（３）３系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離して配置する設計とし

ている。サポート系についても，電源についてはそれぞれ異

なる区分から，冷却水（海水系）については主系統と同一の

区分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系

統に影響を及ぼさないよう設計している。また，原子炉補機

冷却水系にはプラント停止中の設備点検時に用いるタイラ

インがあり，タイラインは常用系に設置されているが，非常

時には常用系は弁により自動で隔離されることから，タイラ

インの破損により同時に系統機能を喪失しない設計となっ

ている。その弁も耐震Ｓクラス設備として設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-18-2 ページ参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. １８ 

安全機能 補機冷却機能 

系統・機器 原子炉補機冷却系〔100％×３系統〕 

多重性又は 

多様性 

原子炉補機冷却系は３系統設置しており，多重性を有して

いる。 

独立性 （１）原子炉補機冷却系は，二次格納施設外の環境条件に

おいて，空調機によって温度管理された状態で健全に

動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉補機冷却系（区分Ⅰ）と原子炉補機冷却系（区

分Ⅱ）は，各区分内の配管は MS-1であり信頼性が高く，

電動弁及び逆止弁により系統分離が図られている。通

常時はこのうちどちらかが運転しており，当該区分の

非常用系機器及び常用系機器の冷却を行うが，事故に

より原子炉水位低（レベル１）等が発生した時には電

動弁（MS-1）を閉止することにより常用系の切り離し

を行う。また，各区分のサージタンク出口配管にはタ

イラインがあるが，通常時，複数の止め弁（MS-1）で

分離されている。なお，原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）

は高圧炉心スプレイ系の運転に必要な機器の冷却を行

うためのものであり，原子炉補機冷却系（区分Ⅰ），原

子炉補機冷却系（区分Ⅱ）とは系統が分離されている。 

 

（３）燃料プール冷却用として，原子炉補機冷却系（区分

Ⅰ）と原子炉補機冷却系（区分Ⅱ）に接続配管が設置

されているが，燃料プール冷却系は通常運転時に対し

ては１系統で十分な冷却能力を有しているため，接続

配管の手動弁は閉運用とし，施錠管理を行っている。

定期検査での燃料取出時も，原則，燃料プール冷却系

と同区分の残留熱除去系を併用することにより燃料プ

ールの冷却を行うこととしているが，残留熱除去系の

故障等により燃料プール冷却系を２系統運転するため

に接続配管の手動弁の開操作を行う場合には，他方の

原子炉補機冷却系と切り離した上で行う。 

 

（４）原子炉補機冷却系の電源はそれぞれ当該区分から供

給しており，１系統の電源喪失により，他の区分が機

能喪失することはない。 

 

（５）原子炉補機冷却系は，耐震Ｓクラス設備として設計

している。 

 

（６）溢水に対しては，位置的分散により３系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（７）火災に対しては，原子炉補機冷却系３区分が同時に

機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行うと

ともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉補機冷却

系のすべての系統が同時に機能喪失することはないことか

ら，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

別紙図 1-3-20：原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）系統概要図 

別紙図 1-3-21：原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）系統概要図 

 
 
 
 
・設備の相違 
【東海第二】 
東海第二は冷却用海
水供給機能も合わせ
て記載している。 
島根２号炉及び柏崎
6/7は後段に記載 
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第 19-1図 残留熱除去系海水系 系統概略図 

 

 

 

 

別紙図 1-3-20 原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ） 系統概要図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 

  

 

第 19-2図 ディーゼル発電機海水系 系統概略図 

 

 

 

別紙図 1-3-21 原子炉補機冷却系（区分Ⅲ） 系統概要図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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No. １９ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

冷却用海水供給機能 

対象系統・機器 原子炉補機冷却海水系 

多重性／多様

性 

原子炉補機冷却海水系は３系統あり，それぞれの系統を用いて補

機の除熱が可能であることから，多重性を有している（なお，１

区分あたりポンプは２台（１台は通常時予備））。 

独立性 （１）原子炉補機冷却海水系は，二次格納施設外の環境条件とし

て通常運転時において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉補機冷却海水系は，いずれも耐震Ｓクラス設備とし

て設計している。また，溢水，火災については，位置的分散

を図るとともに，溢水，火災の影響軽減対策等を実施するこ

とにより，２系統以上が同時に機能喪失しないよう設計して

いる。 

 

（３）３系統の設備は，１系統の故障が他の系統に波及しないよ

う，それぞれ区画されたエリアに分離して配置する設計とし

ている。サポート系についても，電源についてはそれぞれ異

なる区分から，冷却水については主系統と同一の区分から供

給しており，１系統のサポート系の故障が他の系統に影響を

及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-19-2 ページ参照 
 

  

No. １９ 

安全機能 冷却用海水供給機能 

系統・機器 原子炉補機海水系〔100％×３系統〕 

多重性又は 

多様性 

原子炉補機海水系は３系統設置しており，多重性を有して

いる。 

独立性 （１）原子炉補機海水系は，二次格納施設外の環境条件（想

定される自然現象※）において健全に動作するよう設計

している。 

  ※：洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，

地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林火災 

 

 

（２）原子炉補機海水系は系統分離が図られており，取水

場所も区分毎に分離されている。なお，原子炉補機海

水系（区分Ⅰ）と原子炉補機海水系（区分Ⅱ）のスト

レーナ出口配管及び熱交換器出口配管にはタイライン

があるが，通常時，複数の止め弁（MS-1）で分離され

ている。 

 

（３）原子炉補機海水系の電源はそれぞれ当該区分から供

給しており，１系統の電源喪失により，他の区分が機

能喪失することはない。 

 

（４）原子炉補機海水系は，耐震Ｓクラス設備として設計

している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により３系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，原子炉補機海水系３区分が同時に

機能喪失しないよう，離隔等による系統分離を行うと

ともに，影響軽減対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉補機海水

系のすべての系統が同時に機能喪失することはないことか

ら，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-20：原子炉補機冷却系（区分Ⅰ，Ⅱ）系統概要図 

別紙図 1-3-21：原子炉補機冷却系（区分Ⅲ）系統概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
・設備の相違 
【東海第二】 
東海第二は前述の補
機冷却機能と合わせ
て記載している 
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・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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No. ２０ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機

能》 

原子炉制御室非常用換気空調機能 

対象系統・機器 中央制御室換気空調系 

多重性／多様

性 

中央制御室換気空調系送排風機及び出入口ダンパは二重化して

おり，多重性を有している。 

一方，静的機器の一部（ダクトの一部，再循環フィルタ）は単一

設計であり，基準適合性に関する更なる検討が必要である。 

独立性 （１）中央制御室換気空調系は，二次格納施設外の環境条件にお

いて健全に動作するよう設計している。 

 

（２）中央制御室換気空調系は，いずれも耐震Ｓクラス設備とし

て設計している。また，溢水については影響軽減対策を実施

し，火災についても火災の発生防止対策を実施するとともに

２系統の送風機・排風機・再循環送風機間への耐火壁及び感

知設備・自動消火設備を設置することで，機能喪失しないよ

う設計している。 

 

（３）中央制御室換気空調系のサポート系は，電源についてそれ

ぞれ異なる区分から，冷却水について主系統と同一の区分か

ら供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系統に影

響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-20-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

 

 

No. ２０ 

安全機能 原子炉制御室非常用換気空調機能 

系統・機器 中央制御室換気系 

多重性又は 

多様性 

中央制御室換気系の動的機器は２重化しており，多重性を

有している。 

ただし，フィルタ（非常用）及びダクトの一部は単一設計

となっているため，要求事項に対する基準適合性を確認す

る必要がある。 

独立性 （１）中央制御室換気系は，二次格納施設外の環境条件に

おいて，空調機によって温度管理された状態で健全に

動作するよう設計している。 

 

（２）中央制御室換気系の動的機器がある２重化している

範囲は，系統分離が図られている。 

 

（３）中央制御室換気系の動的機器の電源は区分Ⅰ，区分

Ⅱそれぞれから供給されており，１系統のサポート機

能の故障により両系統が機能喪失しないようにされて

いる。 

 

（４）中央制御室換気系は，耐震Ｓクラス設備として設計

している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２系統が同時に

機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，火災の発生を防止する設計とする

とともに，２系統のブースタ・ファン，再循環用ファ

ン及びフィルタ（常用）間への耐火壁及び感知設備・

全域ガス消火設備を設置することで，機能喪失しない

ような設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって中央制御室換気

系の系統区分の異なる動的機器が同時に機能喪失すること

はないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図 1-3-22：中央制御室換気系 系統概要図 

別紙図 1-3-22-1：中央制御室換気系 耐火壁設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
・設備の相違 
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第 20-1図 中央制御室換気系 系統概略図 

 
別紙図 1-3-22  中央制御室空調換気系 系統概要図 

 

 

 

 

 

 
 

別紙図 1-3-22-1  中央制御室換気系 耐火壁設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐火壁 

ブースタ・ファン 耐火壁 再循環用ファン，フィルタ（常用） 耐火壁 
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No. ２１ 

安全 

機能 

《その機能を有する系統の多重性又は多様性を要求する安全機能》 

圧縮空気供給機能 

対象系統・機器 駆動用窒素源（逃がし安全弁への供給，主蒸気隔離弁への供給） 

多重性／多様

性 

駆動用窒素源（アキュムレータ）は逃がし安全弁，主蒸気隔離弁

ともに個別についており，逃がし安全弁，主蒸気隔離弁そのもの

が多重性を有しているため，駆動用窒素源も多重性を有してい

る。 

主蒸気隔離弁については，アキュムレータが機能喪失した場合

は，バネ力にて自動で動作可能な設計としており，駆動源として

多様性を有している。 

独立性 （１）アキュムレータは逃がし安全弁（自動減圧系），主蒸気隔

離弁ともに，想定される最も過酷な環境条件である原子炉冷

却材喪失事故時において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）アキュムレータは逃がし安全弁，主蒸気隔離弁ともに，耐

震Ｓクラス設備として設計している。また，溢水については

原子炉冷却材喪失事故時の環境条件下においても動作可能

な設計とし，火災については，逃がし安全弁が窒素充填され

た原子炉格納容器内に設置されていることから，火災の影響

により機能喪失しない設計としている。 

 

（３）アキュムレータは逃がし安全弁，主蒸気隔離弁ともにそれ

ぞれ分離しており，４本の主蒸気配管に分散して配置する設

計としている。サポート系についても，逃がし安全弁（自動

減圧系），主蒸気隔離弁の電源については２区分から供給し

ており，１区分の故障によっても機能に影響を及ぼさないよ

う設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 駆動用窒素源（逃がし安全弁への供給）の使用時間は 24 時間以

上（長期間） 

駆動用窒素源（主蒸気隔離弁への供給）の使用時間は 24 時間未

満（短期間） 
 

 

 

 

 

No. ２１ 

安全機能 圧縮空気供給機能 

系統・機器 逃がし安全弁〔12 台〕，自動減圧機能〔６台〕のアキュム

レータ 

主蒸気隔離弁〔８台〕のアキュムレータ 

多重性又は 

多様性 

逃がし安全弁アキュムレータは逃がし安全弁 12弁それぞ

れに設置されており，また，うち６弁には自動減圧系アキ

ュムレータも設置されている。このうち，１台のアキュム

レータが機能喪失した場合，当該逃がし安全弁は動作しな

いが，残りの逃がし安全弁により原子炉は減圧できるため，

多重性を有している。 

主蒸気隔離弁アキュムレータは８台あり，多重性を有して

いる。また，主蒸気隔離弁は駆動用窒素が喪失すれば閉止

するフェイルクローズ設計である。 

独立性 （１）逃がし安全弁，自動減圧機能，主蒸気隔離弁のアキ

ュムレータは，想定される最も過酷な環境条件である

原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作するよう

設計している。 

 

（２）逃がし安全弁，主蒸気隔離弁は４本の主蒸気管にそ

れぞれ設置されており，アキュムレータはそれぞれの

弁に対して設置されている。 

 

（３）逃がし安全弁，自動減圧機能及び主蒸気隔離弁のア

キュムレータは，いずれも耐震Ｓクラス設備として設

計している。 

 

（４）溢水に対しては，機器を耐ＬＯＣＡ仕様にすること

で機能を喪失しない設計とする。 

 

（５）火災に対しては，逃がし安全弁のアキュムレータを

窒素充填された原子炉格納容器内に設置し，機能喪失

しない設計としている。また，主蒸気隔離弁は駆動用

窒素が喪失した場合でも閉止し，機能喪失しないよう

フェイルクローズ設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって逃がし安全弁及

び自動減圧機能のアキュムレータ，主蒸気隔離弁のアキュ

ムレータが同時に機能喪失することはないことから，独立

性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

逃がし安全弁，自動減圧機能のアキュムレータ：使用期間

は 24時間以上（長期間） 

主蒸気隔離弁のアキュムレータ：主蒸気隔離弁が閉止する

までであり 24時間未満（短期間） 

 

別紙図 1-3-3：逃がし安全弁ガス供給系（アキュムレータ廻り）

系統概要図 

別紙図 1-3-23：主蒸気系 系統概要図 
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第 21-1図 逃がし安全弁／自動減圧系 系統概略図 

 

 

第 21-2図 主蒸気隔離弁 系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-23 主蒸気系 系統概要図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資料構成の相違 
【柏崎 6/7，東海第二】 
島根２号炉は前述で
当該系統概略図を記
載しているため，再掲
していない 
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・資料構成の相違 
【柏崎 6/7】 
柏崎 6/7 は動作原理
について記載してい
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No. ２２ 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について 

多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の隔離機能 

対象系統・機器 原子炉圧力容器バウンダリ隔離弁 

多重性／多様

性 

原子炉圧力容器バウンダリ隔離弁は，JEAC4602-2004「原子炉冷

却材圧力バウンダリ，原子炉格納容器バウンダリの範囲を定める

規程」に基づき設置されており，かつ，設置許可基準規則 17 条

への適合性を有していることから多重性／多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉圧力容器バウンダリ隔離弁は，想定される最も過酷

な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に

動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉圧力容器バウンダリ隔離弁は，いずれも耐震Ｓクラ

ス設備として設計している。また，溢水，火災については，

それぞれの配管における原子炉圧力容器バウンダリ隔離弁

（第１隔離弁，第２隔離弁）の位置的分散を図るとともに，

溢水，火災の影響軽減対策等を実施することにより，同時に

機能喪失しないよう設計している。 

 

（３）原子炉圧力容器バウンダリ隔離弁（第１隔離弁，第２隔離

弁）は，弁駆動源である電源，空気が単一故障で喪失した場

合でも，もう一方の隔離弁機能に波及しないよう，下記のと

おり駆動方法を分離した設計にしている。 

・第１隔離弁，第２隔離弁がともに電動弁の場合には，互

いに電源の区分を分離するよう設計している。 

・第１隔離弁，第２隔離弁がともに空気作動弁の場合には，

駆動源喪失時にフェイルクローズとするよう設計してい

る。 

・第１隔離弁，第２隔離弁のうち，いずれかに逆止弁があ

る場合は，もう一方の隔離弁駆動源が喪失した場合でも，

逆止弁で隔離機能が確保可能となるよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 隔離時間は極短時間だが，隔離状態を維持するための使用時間は

24 

時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-22-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. ２２ 

安全機能 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する配管の隔離機能 

系統・機器 原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁 

多重性又は 

多様性 

原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，「実用発電用原子

炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する

規則 第十七条」に適合する設計としており，多重性又は

多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，想定される

最も過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時に

おいて健全に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，それぞれの

配管に対して規則に基づく弁を設置している。 

 

（３）原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，原則，２つ

の弁について弁の駆動源を変える等により多様性を持

たせている。 

 

（４）原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁は，耐震Ｓクラ

ス設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２つの隔離弁が

同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，それぞれの配管における原子炉冷

却材圧力バウンダリ隔離弁が同時に機能喪失しないよ

う，離隔等による系統分離を行うとともに，影響軽減

対策等を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉冷却材圧

力バウンダリ隔離弁が同時に機能喪失することはないこと

から，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

隔離状態を維持するための使用期間は 24 時間以上（長期

間） 

 

別紙図 1-3-24：原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁 概要図 
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第 22-1図 原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁 系統概略図 

 

 

 

 

別紙図 1-3-24 原子炉冷却材圧力バウンダリ隔離弁 概要図 
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No. ２３ 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について 

多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能 

対象系統・機器 原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 

多重性／多様

性 

原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，JEAC4602-2004「原子炉冷

却材圧力バウンダリ，原子炉格納容器バウンダリの範囲を定める

規程」に基づき設置されており，多重性／多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，想定される最も過酷

な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に

動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，いずれも耐震Ｓクラ

ス設備として設計している。また，溢水，火災については，

影響軽減対策等を実施することにより，同時に機能喪失しな

いよう設計している。 

 

（３）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁が２弁あるものについ

て，弁駆動源である電源供給，空気供給が単一故障で喪失し

た場合でも，もう一方の隔離弁機能に波及しないよう，下記

の通り駆動方法を分離するよう設計している。 

・第１隔離弁，第２隔離弁がともに電動弁の場合には，互

いに電源の区分を分離するよう設計している。 

・第１隔離弁，第２隔離弁がともに空気作動弁の場合には，

駆動源喪失時にフェイルクローズとするよう設計してい

る。 

・第１隔離弁，第２隔離弁のうち，いずれかに逆止弁があ

る場合は，もう一方の隔離弁駆動源が喪失した場合でも，

逆止弁で隔離機能確保可能となるよう設計している。 

・原子炉圧力容器に接続される計装配管の場合には，エク

セスフローチェック弁（過流量阻止弁），又は駆動源喪失

時にフェイルクローズとなる電磁弁により，隔離できる

よう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 隔離時間は極短時間だが，隔離状態を維持するための使用時間は

24 

時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-23-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. ２３ 

安全機能 原子炉格納容器バウンダリを構成する配管の隔離機能 

系統・機器 原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 

多重性又は 

多様性 

原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，「実用発電用原子炉

及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規

則 第三十二条」に適合する設計としており，多重性又は

多様性を有している。 

独立性 （１）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，想定される最

も過酷な環境条件である原子炉冷却材喪失事故時にお

いて健全に動作するよう設計している。 

 

（２）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，それぞれの配

管に対して規則に基づく弁を設置している。 

 

（３）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁を２弁構成とする

場合には，原則，２つの弁について弁の駆動源を変え

る等により多様性を持たせている。 

 

（４）原子炉格納容器バウンダリ隔離弁は，耐震Ｓクラス

設備として設計している。 

 

（５）溢水に対しては，位置的分散により２つの隔離弁が

同時に機能を喪失しない設計とする。 

 

（６）火災に対しては，原子炉格納容器バウンダリ隔離弁

が同時に機能喪失しないよう離隔等による系統分離や

フェイルセーフ設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉格納容器

バウンダリ隔離弁が同時に機能喪失することはないことか

ら，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

隔離状態を維持するための使用期間は 24 時間以上（長期

間） 

 

別紙図 1-3-25：原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 概要図 
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第 23-1図 原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 系統概略図 

 

 

 

別紙図 1-3-25 原子炉格納容器バウンダリ隔離弁 概要図 
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No. ２４ 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について

多重性又は多様性を要求する安全機能》 

原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させるものを 

除く）の発生機能 

対象系統・機器 原子炉緊急停止の安全保護回路 

多重性／多様

性 

原子炉緊急停止の安全保護回路は４区分の検出器から得られた

信号を用い，４区分のトリップ論理回路（2 out of 4）を通じて

トリップ信号を発生させており，多重性を有している。 

独立性 （１）原子炉緊急停止の安全保護回路は，想定される最も過酷な

環境条件として原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 

 

（２）原子炉緊急停止の安全保護回路は，いずれも耐震Ｓクラス

設備として設計している。また，溢水，火災による機器の損

傷が発生した場合においてもトリップさせるフェイルセー

フ設計となっており，機能への影響はない。 

 

（３）原子炉緊急停止の安全保護回路は，それぞれ区画されたエ

リアに設置，又は必要な離隔距離を確保して配置しており，

物理的分離を行っている。また，他区分で故障が生じても影

響がないよう，信号の取り合いは光伝送により電気的な分離

が図られている。 

サポート系についても，電源についてはそれぞれ異なる区

分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系

統に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間はスクラムのタイミングのみ（短期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-24-2 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. ２４ 

安全機能 原子炉停止系に対する作動信号（常用系として作動させる

ものを除く）の発生機能 

系統・機器 原子炉保護系 

多重性又は 

多様性 

原子炉保護系は，２つの独立したトリップ系より構成され

ており，各トリップ系は２つの検出器から得られた信号を

用い，トリップ論理回路（１out of２）を通じて作動信号

を発生させており，多重性を有している。 

独立性 （１）原子炉保護系は，想定される最も過酷な環境条件で

ある原子炉冷却材喪失事故時において健全に動作する

よう設計している。 

 

（２）原子炉保護系は，その系を構成する検出器，計器ラ

ック，ケーブル，ケーブル・トレイ及び電線管につい

てチャンネル相互を物理的に分離し，計測制御系から

も分離することにより独立性を持たせている。 

具体的には以下に示す。 

・安全保護系に関連する動力回路，制御回路及び計装

回路の電路は，一方の電気系統に単一故障が発生し

ても他の回路に波及しないよう，系統ごとに分離し

たケーブル・トレイ及び電線管（貫通部含む）を使

用して布設している。原子炉格納容器を貫通する計

測配管は，物理的に独立した貫通部を有する２系統

を設けている。 

・検出器からのケーブル，電源ケーブルは独立に各盤

に導き，論理回路は盤内で独立して設け，各盤は，

物理的に分離し配置している。 

・電源はチャンネル毎に分離された無停電電源より供

給し，独立性を確保している。 

 

（３）原子炉保護系は，耐震Ｓクラス設備として設計して

いる。 

 

（４）溢水に対しては，機器をフェイルセーフ仕様にする

ことで機能を喪失しない設計とする。 

 

（５）火災に対しては，機器の損傷が発生した場合でも作

動信号を発生させ，機能喪失しないようフェイルセー

フ設計としている。また，同時に機能喪失しないよう，

離隔等による系統分離を行う設計としている。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって原子炉保護系が

機能喪失することはないことから，独立性を有している。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間はスクラムタイミングのみ（短期間） 

 

別紙図 1-3-26：原子炉保護系作動信号概要図 
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第 24-1図 原子炉緊急停止系の安全保護回路 系統概略図 

 

別紙図 1-3-26 原子炉保護系作動信号概要図 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

 

No. ２５ 

安全 

機能 

《その機能を有する複数の系統があり、それぞれの系統について多重性又

は多様性を要求する安全機能》 

工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する 

作動信号の発生機能 

対象系統・機器 非常用炉心冷却系作動の安全保護回路 

主蒸気隔離の安全保護回路 

原子炉格納容器隔離の安全保護回路 

非常用ガス処理系作動の安全保護回路 

多重性／多様

性 

非常用炉心冷却系作動の安全保護回路は４区分の検出器から得

られた信号を用い，３区分の安全論理回路（2 out of 4）を通じ

て作動信号を発生させており，多重性を有している。 

主蒸気隔離の安全保護回路は４区分の検出器から得られた信号

を用い，４区分の論理回路（2 out of 4）を通じて作動信号を発

生させており，多重性を有している。 

原子炉格納容器隔離の安全保護回路は４区分の検出器から得ら

れた信号を用い，２区分の論理回路（2 out of 4）を通じて作動

信号を発生させており，多重性を有している。 

非常用ガス処理系作動の安全保護回路は４区分の検出器から得

られた信号を用い，２区分の論理回路（2 out of 4）を通じて作

動信号を発生させており，多重性を有している。 

独立性 （１）各回路は，想定される最も過酷な環境条件として原子炉冷

却材喪失事故時において健全に動作するよう設計している。 

 

（２）各回路は，いずれも耐震Ｓクラス設備として設計している。

また，溢水，火災については，下記のいずれかの対策を行い，

溢水，火災の影響により機能喪失しないよう設計している。 

①機器の損傷が発生した場合においてもトリップさせるフ

ェイルセーフ設計とする。 

②４区分のうち２区分以上（可燃性ガス濃度制御系につい

ては，２区分のうち１区分）が機能喪失しないよう溢水，

火災の影響軽減対策等を実施する。 

 

（３）各回路は，それぞれ区画されたエリアに設置，又は必要な

離隔距離を確保して配置しており，物理的分離を行ってい

る。また，他区分で故障が生じても影響がないよう，信号を

取り合う場合は光伝送により電気的な分離が図られている。 

サポート系についても，電源についてはそれぞれ異なる区

分から供給しており，１系統のサポート系の故障が他の系

統に影響を及ぼさないよう設計している。 

 

前述（１）～（３）により，共通要因又は従属要因によって当該

機能を同時に喪失させない設計としており，独立性を有してい

る。 

期間 使用時間は 24 時間以上（長期間） 

系統概略図 12 条-別紙 1-2-25-3～6 ページ参照 
 

 

 

 

 

No. ２５ 

安全機能 工学的安全施設に分類される機器若しくは系統に対する作

動信号の発生機能 

系統・機器 工学的安全施設作動系 

多重性又は 

多様性 

工学的安全施設作動系は，各区分において複数の検出器から

得られた信号を用い，論理回路を通じて作動信号を発生させ

ており，多重性を有している。  

独立性 （１）工学的安全施設作動系は，想定される最も過酷な環境

条件である原子炉冷却材喪失事故時において健全に動

作するよう設計している。 

 

（２）工学的安全施設作動系は，その系を構成する検出器，

計器ラック，ケーブル，ケーブル・トレイ及び電線管に

ついてチャンネル相互を物理的に分離し，また，計測制

御系からも分離することにより独立性を持たせている。

具体的には以下に示す。 

 

・工学的安全施設作動系に関連する動力回路，制御回路

及び計装回路のケーブルは，一方の電気系統に単一故

障が発生しても他の回路に波及しないよう，系統ごと

に分離したケーブル・トレイ及び電線管（貫通部含む）

を使用して布設している。原子炉格納容器を貫通する

計測配管は，物理的に独立した貫通部を有する２系統

を設けている。 

・検出器からのケーブル，電源ケーブルは独立に各盤に

導き，論理回路は盤内で独立して設け，各盤は，物理

的に分離し配置している。 

・電源はチャンネル毎に分離された無停電電源より供給

し，独立性を確保している。 

 

（３）工学的安全施設作動系は，耐震Ｓクラス設備として設

計している。 

 

（４）溢水に対しては，位置的分散により各区分が同時に機

能を喪失しない設計とする。 

 

（５）火災に対しては，同時に機能喪失しないよう，離隔等

による系統分離を行う設計としている。なお，主蒸気隔

離弁は，機器の損傷が発生した場合でも作動信号を発生

させ，機能喪失しないようフェイルセーフ設計としてい

る。 

 

上記より，共通要因又は従属要因によって工学的安全施設作

動系が機能喪失することはないことから，独立性を有してい

る。 

長期間に 

わたる要求 

使用期間は 24時間以上（長期間） 

 

別紙図1-3-27：工学的安全施設作動信号 

（非常用炉心冷却系作動＜LPCS/LPCI＞）概要図 

別紙図1-3-28：工学的安全施設作動信号（高圧炉心スプレイ及び高圧 

炉心スプレイディーゼル発電機起動）概要図 

別紙図1-3-29 ：工学的安全施設作動信号（自動減圧系）概要図 

 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7】 

ECCS構成設備の相違 

ABWR：低圧注水系，高
圧炉心注水系，
原子炉隔離時
冷却系及び自
動減圧系 

BWR5：低圧注水系，高
圧炉心スプレ
イ系，低圧炉心
スプレイ系及
び自動減圧系 

【柏崎 6/7,東海第二】 
 島根２号炉は，工学的
安全施設作動系の全
てを対象として記載
している 
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別紙図1-3-30：工学的安全施設作動信号（主蒸気隔離弁閉止）概要図 

別紙図1-3-31：工学的安全施設作動信号（原子炉格納容器隔離弁閉止）

概要図 

別紙図1-3-32：工学的安全施設作動信号（Ａ-非常用ガス処理系起動） 

概要図 

別紙図1-3-33：工学的安全施設作動信号（Ｂ-非常用ガス処理系起動） 

概要図 

別紙図1-3-34：工学的安全施設作動信号（２Ａ非常用ディーゼル発電

機）概要図 

別紙図1-3-35：工学的安全施設作動信号（２Ｂ非常用ディーゼル発電

機）概要図 
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第 25-1-1図 非常用炉心冷却系作動の安全保護回路（低圧炉心ス

プレイ系・残留熱除去系）系統概略図 

  

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-27 工学的安全施設作動信号（非常用炉心冷却系作動

＜LPCS/LPCI＞）概要図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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第 25-1-2図 非常用炉心冷却系作動の安全保護回路（高圧炉心ス

プレイ系） 系統概略図 

 

 

 

 

 

第 25-1-3図 非常用炉心冷却系作動の安全保護回路（自動減圧系） 

系統概略図 

 

 

 

 

 

 

別紙図 1-3-28 工学的安全施設作動信号（高圧炉心スプレイ及び

高圧炉心スプレイディーゼル発電機起動）概要図 

 

 

 

 

別紙図 1-3-29 工学的安全施設作動信号（自動減圧系）概要図 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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第 25-2図 主蒸気隔離の安全保護回路 系統概略図 

 

 

 

別紙図 1-3-30 工学的安全施設作動信号（主蒸気隔離弁閉止） 

概要図 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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第 25-3図 原子炉格納容器隔離の安全保護回路 系統概略図 

 

別紙図 1-3-31 工学的安全施設作動信号（原子炉格納容器隔離弁

閉止）概要図 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
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第 25-4-2図 原子炉建屋ガス処理系（B）作動の安全保護回路 系

統概略図 

 

 

別紙図 1-3-32 工学的安全施設作動信号（Ａ－非常用ガス処理系

起動）概要図 

 

別紙図 1-3-33 工学的安全施設作動信号（Ｂ－非常用ガス処理系

起動）概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 25-4-1図 原子炉建屋ガス処理系（A）作動の安全保護回路 系

統概略図 
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別紙図 1-3-34 工学的安全施設作動信号（２Ａ非常用ディーゼル

発電機）概要図 

 

 

 

別紙図 1-3-35 工学的安全施設作動信号（２Ｂ非常用ディーゼル

発電機）概要図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7,東海第二】 
 島根２号炉は，工学的
安全施設作動系を全
て対象としている 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・設備の相違 
【柏崎 6/7,東海第二】 
 島根２号炉は，工学的
安全施設作動系を全
て対象としている 
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